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 序論 

1.1. 背景 

 イノベーションハブとしての研究基盤施設 

公的研究開発機関における社会的な位置づけが大きく変わろうとしている。

これまでの基礎研究の成果を国益・社会に貢献するとの姿勢に加え、オープンな

研究開発環境を利活用する機会を他の産学官研究機関に提供することで、あら

たなイノベーションの創出等をめざして知識生産システムの基盤として提供す

る、いわゆるイノベーションハブとしての機能を担うことに大きな期待が集ま

っている。 

公的研究開発期間が有する研究基盤施設を国内外の産学ユーザーに広く開放

することで、イノベーションの起点とする議論が起きている(OECD 2014; 

European Strategy Forum on Research Infrastructures Innovation Working 

Group 2018a)。2015 年より開始した第五期科学技術基本計画においても、公的

研究機関が果たす機能としてイノベーションハブを挙げており、これが果たす

機能として多様な挑戦と相互作用の場を確保するため、大学と企業の研究開発

の「橋渡し」機能や組織の枠を超えた人材交流、といった役割が期待されている

ことが、科学技術行政の司令塔的な役割を果たす総合科学技術・イノベーション

会議（CSTI）が議論する「イノベーションの変革」（図 1）の議論の中で挙げら

れている。 

特に、「橋渡し」機能においては、革新的な技術シーズの事業化や製品化に向

けた機能強化、人材交流では大学と研究開発法人での交流を促進するためのク

ロスアポイント制度の活用にくわえ、研究開発法人を核とした産学組織の枠を

超えた連結体制を構築するための共同研究・ネットワーク拠点の構築であるイ

ノベーションハブの機能を果たすことが期待されている。具体的なハブの機能

としては１）「人材流動性の向上」２）「橋渡し機能の強化」３）「研究資金の効

率活用」４）「マネジメント人材育成」をはじめとした機能にくわえ、５）先端

研究基盤施設や設備の「施設共用の推進」が挙げられている(総合科学技術・イ

ノベーション会議 2014)。 
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図 1 イノベーションシステムの変革 

出典：(内閣府 2015) 

URL：http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihui004/haihu-004.html 

 

イノベーションハブの機能として注目されている研究基盤施設が行う外部共

用とは、これまで法人内や研究コミュニティによって利用されてきた公的研究

開発機関等が有している研究基盤施設を、多様な研究コミュニティやインダス

トリ等に所属する利用者に、研究基盤施設を開放することで、公的研究機関にお

ける産学連携を進め研究開発を活性化させるというものであり、図 2に示すイ

ノベーションハブにおいて、その重要な機能の一つとして位置付けられている

(総合科学技術・イノベーション会議 2014)。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihui004/haihu-004.html
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図 2 研究開発法人を中核としたイノベーションハブの形成 

出典：(内閣府 2015) 

URL: http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihui004/haihu-004.html 

 

1.2. 問題の設定 

 公的研究機関において外部共用を推進する際の困難と課題 

これまで法人内や研究コミュニティによって利用されてきた公的研究開発機

関等が有している研究基盤施設を多様な研究コミュニティやインダストリ等に

所属する利用者に、研究基盤施設を開放することについて、例えばホックバーガ

ーらは、研究基盤施設が行う外部共用が、産学の間に存在する溝（産が短期的観

点で学が長期的観点）を溶解することができるとしてこの実現に大きな期待を

寄せている(Hockberger et al. 2013)。一方、エスコバーらやエンケルとバダ

ーによれば、アカデミアがインダストリと連携する際の課題として、日常的にア

カデミアにおいて基礎研究を行う担当者の連携のためのインセンティブが得ら

れづらいことが指摘しており、担当者のインセンティブをどのように担保する

のかが課題であることを指摘する(Escobar et al. 2017; Enkel and Bader 

2016)。また、ファーバーとウェイスによれば、研究基盤施設において外部共用

を行う多くのスタッフは、基礎科学をバックグラウンドとしており、サービス促

進のためのマネジメントを専門としていない点を指摘し、サービス業務に不慣

れな担当者が担うことの懸念を表明する(Farber and Weiss 2011)。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihui004/haihu-004.html
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このようにアカデミアにより運営される研究基盤施設のインダストリとの連

携についてのインセンティブが課題となっているが、この問題の背景には研究

基盤施設において既存の研究者／研究支援者の関係性に見られる二分法が問題

となっているのではないだろうか。一般に、研究開発組織における研究開発の従

事者については、基礎科学や学術志向の研究分野を扱う研究活動を行う研究者

と、事業化・サービス業務を見据えたアプリケーション・技術支援志向の業務を

扱う研究支援者を別個のものとみなす整理がされている(Pelz 1976; Burgelman 

and Sayles 1986=1987)。しかし、これらを別個のものとみなすことで逆にアカ

デミアとインダストリの間の溝を再生産しているとは言えないだろうか。 

基礎研究部門・応用研究部門をはじめとした異なるセクションごとで業務が

分離・分業されていることがイノベーション創造の障害となっている(Miller 

and Morris 1999)ことも指摘されている昨今においては、既存の研究者／研究

支援者といった関係性にみられる二分法を越えた多元的な関係性を理論的探求

が求められる(Bignon 2016)のではないだろうか。 

そこで、本研究ではアカデミアにおけるサービス業務の現場である外部共用

活動において、これまでの諸研究が前提とする研究者／研究支援者の二分法で

はなく、外部共用の担当者が外部ユーザーといかなる互恵関係を構築している

のかに注目し、これをエスノグラフィによる調査・分析を通して明らかにする。

このような公的研究機関における学術的な知の更なる活性化やイノベーション

の促進を促す新しい知識生産の形態の学術的な探求およびそれを通じた実務的

提言は、知識科学への貢献となる。 

本稿では、MRQ（Main Research Question）と SRQ(Subsidiary Research 

Question)を以下のとおり設定し、ここで設定した問に答える形で分析を進める

こととしたい。 

 

MRQ: 公的研究機関の研究基盤施設においてイノベーションハブとしての外部

共用を推進するためのモデルとはどのようなものであるのか？ 

SRQ 1: 研究基盤施設の担当者が、外部共用を行う際に生じる葛藤とはどのよ

うなものか？ 

SRQ 2: 研究基盤施設の担当者が、外部共用活動を自身の活動のインセンティ

ブに位置付けることができないのはなぜか？ 

SRQ 3: 研究基盤施設の担当者が、外部共用活動のインセンティブを促進する

ためにユーザーとどのように互恵関係を構築しているのか？ 
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1.3. 調査対象と方法 

 対象：外部共用を行う研究基盤施設 

本稿では公的研究機関におけるイノベーションハブとしての機能に注目して

いることから、アカデミアユーザーのみならず産業界ユーザーを視野にいれた

外部共用を行っている研究基盤施設に注目した。 

後述の研究レビューでも触れるが、ここで外部共用の仕組みと研究活動との

地位付けを簡単ながら述べておきたい。外部共用は、外部法人に所属する研究者

が施設を利用する形態である。これは、施設に所属する研究者が利用する「内部

利用」、また施設には所属しないが同じ研究分野の研究者が利用する「共同利用」

とは区別されるものである。また、内部利用や共同利用は施設が専門とする研究

分野と同一の研究者が利用するのに対し、外部共用においては、施設と同一の研

究分野の研究者が施設を利用するとは限らない。これらの関係を図にしたもの

が表 1である。 

施設を利用した研究成果の取り扱いについても内部利用や共同利用について

は施設・利用者に帰属する一方、外部共用において基本的に研究成果は利用者の

みに帰属し、施設に帰属することはない。 

 

表 1 施設の利用形態  

 内部利用 共同利用 外部共用 

利用者 
施設を所有する研

究者のみ 

学外・組織外に所

属する研究者 

学外・組織外に所

属する研究者 

研究分野 
施設と同じ分野 施設と同じ分野 施設と異なる分

野の場合もある 

施設との関係 同一 無関係 無関係 

利用料金 
施設が負担 施設・行政が負担 光熱水費等の徴

収 

成果の取り扱い 施設・利用者に帰属 利用者に帰属 利用者に帰属 

出典：筆者作成 

 

外部共用を行っている施設の多くは、成果の取り扱いが学術論文等で公開を

前提とすることで利用料金の割引が適用される、主としてアカデミア機関が利

用する成果非占有利用と、製品化につながる利用実験を行うため、論文等公開で

きない情報を扱う代わりに、利用料金については運転維持管理費のすべてを負

担する主としてインダストリが利用する成果占有利用パッケージの二つを提供

する。また、これらのスキームとは別に施設側と共同研究を行うことができれば、
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成果は貢献の度合いによって利用者および施設に帰属し、また利用料金も貢献

の度合いに応じてそれぞれ決定されるものがある。これらをまとめたものが表 

2である 

 

表 2 外部共用のカテゴリー 

 成果非占有利用 成果占有利用 共同研究 

利用者 
アカデミアが主 インダストリが

主 

アカデミア／イ

ンダストリ 

利用料金 
割引料金を適用 運転維持管理費

を全額負担 

貢献の度合いに

応じて設定 

成果の取り扱い 
利用者に帰属（論

文で公開前提） 

利用者に帰属 利用者および施

設に帰属 

出典：筆者作成 

 

施設の利用料金については、分析会社が設定する料金がサンプルごとに単価

を設定する一方、アカデミア施設が設定する単価は、1日当たり、1時間当たり

の単価となっている。測定サンプルについても、一方的に送付するやり方もまれ

にあるが、基本的にはサンプルを施設に持ち込んで測定する方法が基本的なや

り方として採用されている。外部共用は外部ユーザーに対する単なる装置貸し

ではなく、施設の担当者とともに測定するものである。 

今回調査の対象としたのは、公的研究機関において外部共用を専従して行う

施設と、独自に研究開発を行いつつも業務の一部に外部共用を行っている施設

である（表 3）。これらの施設は、設置背景もそれぞれ異なる。例えば NMR施設

においても、理研や北大の施設のように独自研究を行うために整備された施設

がある一方、設置当初からコミュニティによる共有を目指している阪大の施設

もある。 

また、次世代シーケンサー施設のように生物系のサンプルを主に解析する施

設もあれば、放射光施設や NMR 施設のように生物系のみならず、材料科学系の

サンプルも解析できる施設もある。さらに、スイス施設も取り上げることで国内

外における差分についても検討する。このように、今回取り上げる施設の性格の

違いで差分がみられるのかについての検討も行っていくこととしたい。 

 

表 3 調査対象の施設名称と調査期間 

No. 施設 法人 調査期間 

1 
NMR施設 

理化学研究所（理研） 2016年 4 月～現在 

2 北海道大学 2016年 4月～2017年
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8月 

3 大阪大学 2016年 10 月 

4 

放射光施設 

理研（スプリング 8） 2016年 6 月 

5 

高エネルギー加速器

研究機構（フォトンフ

ァクトリー） 

2016年 10 月 

6 放射光＆中性子源施設 
ポールシェーラー研

究所（スイス） 

2017年 5 月 

7 
同位体顕微鏡施設 

海洋研究開発機構 2017年 3 月 

8 北海道大学 2016年 7 月 

9 小型中性子源施設 理研 2014年～2016年 

10 工作施設 
理研 2016年 4月～2016年

6月 

11 次世代シーケンサー施設 理研 2016年 4 月～現在 

 

 方法：研究基盤施設のエスノグラフィ 

研究者／研究支援者にみられる既存の二分法を越えた多元的な関係性を理論

的に探求するための分析の方法論として、本稿では質的調査法であるエスノグ

ラフィを採用する。エスノグラフィは文化人類学や社会学を基底として発展し

た対象者の信頼を得るために日々の生活に密着し参与観察やインタビューを基

本とした質的調査法の一つである(Schensul, Schensul, and LeCompte 1999; 

Meyer, Crane, and Lee 2016; Venkatesh et al. 2017)。昨今では、マーケテ

ィングや消費者のふるまいの分析のツールとして展開1されるようになり、多く

の企業が人類学者を新製品デザインのために雇用するようになった。ビジネス

人類学に関する学会でも、特に注目を集めたのがデザイン構築の分野に関する

発表2が多くみられるようになっている(上木 2010; Caulkins and Jordan 2012)。 

                         
1マジェスバーグとラスムッセンによればこうしたビジネス人類学が必要とされるようにな

った背景として、定量データを活用したマーケティングは市場の一部の側面を理解する上

では非常に重要なツールであるとしつつも、顧客がなぜ商品を選択したのか、について主

観的な背景について明らかにすることが難しく、顧客の行動を類推するしかできないとこ

れを批判する。彼らはこうした立場をとりつつ、顧客がなぜ商品を選択したのかについて

の主観的で非線形的な背景（彼らはこれを「センスメイキング」と呼ぶ）を知るために

は、エスノグラフィ調査をふまえた定性的な分析が必須であると主張する (Madsbjerg 

and Rasmussen 2014)。 
2 上木はメーカーがこれまで良い製品を作れば地域や文化など関係なく売れる観点から、

消費者の価値観が多様化し、潜在的な背景から洗い出す必要が生じてきたとして、こうし

た問題に対応するためにエスノグラフィによる調査をすることの重要性を説く。彼は、エ

スノグラフィは調査に時間がかかるので、SNSなどを利用したラピッドエスノグラフィな
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また、エスノグラフィを製品開発に利用するにとどまらず、組織人類学、すな

わち、組織における文化、ワークプロセス等を含めた総合的な理解を深めるため

の方法論としても注目されている。コールキンらは、日本におけるバブル経済を

頂点とした世界的なビジネスの成功により、これらの成功の背景にあるコーポ

レートカルチャーや文化に対して大きな注目を集めるようになったことを指摘

する(Caulkins and Jordan 2012: 19)。 

本稿では、研究者／研究支援者にみられる既存の二分法を越えた多元的な関

係性を明らかにすることを目指しており、研究基盤施設における研究者たちの

知識に関する文化である認識的文化3（Knorr-Cetina 1999）や外部共用における

考え方をエスノグラフィにより描き出すこととしたい。 

本研究は研究基盤施設に焦点をあてたエスノグラフィ研究である。研究室・研

究基盤施設に対するエスノグラフィは、これまでにも STS 分野において、研究

室研究（ラボラトリースタディーズ）として位置づけられている。ラボラトリー

スタディーズの黎明期における分析は、科学哲学における科学知識の社会構築

という形で分析が行われてきた。研究室における担当者の会話や論文執筆の際

のレトリックなどの分析を通じて、科学者の主観的な意思や考え方から客観的

な科学知識がいかにして構成されていくのかという「知識の社会的構築」を明ら

かにするというものであった4（Latour 1988=1989; Coleman 1990）。 

                         
どの方法論手法の確立が求められていると主張する。 

3 認識的文化についてはいくつかの先行研究がある、鈴木は、科学鑑定に関するエスノ

グラフィの分析のなかで、銃器鑑定をはじめとした定性的な価値に重きを置く科学が

「個々の対象の形態に着目する文化に属している」のに対して、DNA鑑定などに代表され

る定量的な価値に重きを置く科学においては「情報、数量化されたものに着目するという

文化」が存在するとして、科学鑑定において二つの異なる認識文化が存在するとする分析

を行っている(鈴木舞 2017: 137)。 

ブロスナンはオーストラリアと中国で代替医療に従事している医師に通底する認識的文

化を調査している。彼は、中国人医師たちが、古典的な理論を教授するにもかかわらず科

学研究室で採用される定性的なバイオサイエンス型を概ね採用しているとする。一方、カ

イロプラクティックの一種であるオステオパシーでは、定性的研究に基づいたエビデンス

ベースのアプローチを採用しており、それぞれ異なる認識的文化が存在することを指摘す

る (Brosnan 2016)。さらにモルクは医療分野において R&Dを行っている専門家集団を調

査することにより、知識を生産するメカニズムである知識生産機構がコミュニティごとに

異なるものであることを、国内・国際といったスケールごとで異なる認識的文化に根差し

たものであるとする分析を行っている。彼は、こうした分析を通じて、多様性や非連続性

を志向した知識生産の新しい実践アプローチを提案することが可能となるとしている。 
4 例えばラトゥールは、知識とヒト・モノ・社会の関係性を明らかにすることで、知識生
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こうしたアプローチに加えて、昨今では研究室や研究基盤施設におけるマネ

ジメントや産学連携など社会とのつながりを意識した分析が行われるようにな

っている。具体的には、科学的知識の社会構築性や認識的文化を明らかにするに

とどまらず、研究室の外的要素である社会経済的な要素や政策に注目するアプ

ローチが新たにみられるようになっている5(Hess 2001; Lynch 1994=2012; 伊

藤 2009b)。 

 このように、ラボラトリースタディーズの展開について議論される一方、ラ

ボラトリースタディーズの進展を妨げる背景の一つとして、現場研究室の同意

が得られづらいというものがある。この問題に関して、リンチは「一般的な歴

史的社会学的研究様式を容易にする専門的な史料・確立した文献・専門化した

共同体による後ろ盾が、エスノグラフィー研究にはない」（Lynch 1994=2012: 

123）という理由に加え、次のように述べている。 

１．先端研究へのアクセスが困難である。実験室を「うろつく」許可

を得ることが難しいだけでなく、その研究が非常に専門的なものであ

り、社会学者が普通は避けて通りたいさまざまな技能や主題について

広範囲の個人指導が必要となる。この問題は科学のエスノグラフィー

に特有なものではないものの、ことさらに当てはまるものである。 

２．「社会的」現象は「厚い」専門技能を要する会話や行為に避けがた

く結びついている。この現象を例証するには、その行為が埋め込まれ

ている能力（コンピタンス）について読み手に教え込む必要がある。

そうしてもなお読者は「厚い」記述を「不透明な」記述、「退屈な報

告」とみなしやすいのである。 

３．アカデミックな社会科学の専門職としての要請――大学教育、学

部の同僚との関係、社会学の文献を読み続ける責務などを含めた――

                         
産を形而上的なものではなく、社会実践の結果として形成されるという分析をおこなっ

た。彼は、研究室を始めとした科学知識の生産現場で、混沌とした情報群からどのように

して社会的にまたは学術的に正当性を持つとされる科学的知識が生み出されていくのかに

ついてのプロセスについて分析する。具体的には、論文中で用いられるレトリックや引用

法、また実験手法などに注目することで、混沌たる情報の中から、正当性をもった知識が

生産される様を分析する (Latour 1988=1989)。 
5 同様の視点を伊藤によるラボラトリースタディーズの現況についての分析にも見ること

ができる。伊藤は、これまでのアプローチが科学知識の社会構築過程を明らかにすること

に主眼を置いてきたとするが、こうした流れが落ち着いた昨今、注目されるものとして

「科学や技術と社会とのかかわり一般について、そのダイナミズムを研究」（伊藤 2009b: 

13-14）するアプローチを紹介する。その具体例として、実験系研究室における不確実性

に焦点を当て、まったく未知のものを目指す「理学系」とある程度製品化を目指す「工学

系」に分類して考察した（伊藤 2009b）ものや、産学連携や外部資金獲得に積極的な研究

室と、科学知識の生産活動に重点を置きこうした活動にはあまり積極的ではない研究室の

比較検討についての分析を行っている（伊藤 2009a）。 
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のために、（一般的な）社会学よりも負担の多い学問分野の研究に取り

組む動機が、地位の安定した学者にはあまりない。集中的なエスノグ

ラフィー調査は博士論文の研究にはより向いているのだが、1980年代

初期からこの領域における大学院生は数少なくなってきている（Lynch 

1994=2012: 123－124）。 

リンチによれば、研究室に関するエスノグラフィが進まない背景として、研究

室への外部からのアクセスが困難であること、研究室で扱われている科学知識

が難解であることから記述が退屈になりがちであること、知識への習熟に時間

を要することなどを挙げている。 

ここで筆者の調査における立ち位置について述べておきたい。筆者は、本研究

の主たる対象である公的研究機関において事務職として十数年勤務する中で、

その時間の多くを、大型研究基盤施設の企画運営業務に従事してきた。この業務

は、研究基盤施設が研究活動を行う上で、大型研究プロジェクトに関する予算要

求や産学連携など対外的な交渉が必要な事項など、研究基盤施設の中だけでは

独自で行うことが難しい課題について、研究基盤施設とは一線を画しつつも、時

には研究室の傍によりそいつつ共に問題解決にあたる、というものである。 

こうしたかかわりを通じて、意見を交換することのできた日本の公的研究機

関における研究基盤施設で外部共用に従事する科学者やコーディネータに対す

る約 5 年にわたる参与観察や業務を通じて得られた協力者から、外部共用を行

う際の課題や自身のインセンティブをどのように確保しているのかについての

点を中心にインタビュー調査をはじめとするエスノグラフィ調査を行った。 

 このように、筆者は研究基盤施設の当事者ではないが、研究室が抱える問題に

ついて取り組むという職務を通じて、研究の内容についての議論はもちろんの

こと、研究環境にまつわる課題や問題など幅広い意見交換を行ってきたことで、

リンチが述べているエスノグラフィの課題について、ある程度の解決策を見せ

る可能性がある。 

こうした状況は、ヘスがラボラトリースタディーズの今後目指すべき姿勢に

ついての議論で指摘するように、研究現場環境の向上や政策立案を目指してイ

ンフォーマントとともに現場で何が起きているのかを理解し、エスノグラフィ

を共に作るという関係性の構築、という考え方にも通じるものでもある (Hess 

2001: 240–42)。 

 

1.4. 論文の構成 

本稿は大きく分けて、先行研究レビューと事例、そして分析の三つの部分から

構成される。 
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 研究レビュー 

本稿が対象とする研究レビューとして、主として「技術経営（MOT, Management 

of Technology）」6と「科学技術社会論（STS, Science and Technology Studies）」
7分野を中心とした議論から論点を整理する。本稿で設定した問いに答えるため

に「図 3」で示したとおり、イノベーションハブとしての研究基盤施設の「外部

環境の背景」「内部における課題」そして「促進方策」に相関する形で以下のト

ピックに関する先行研究をまとめた。 

 

図 3 本稿における先行研究レビューの相関図 

 

「ナショナル・イノベーション・システムにおけるアカデミアの役割」では、

国内の科学技術システムにおいてアカデミアがこれまでどのような役割を担う

                         
6 技術経営とは、丹羽によれば研究開発を効果的に推進するためのマネジメントであると

規定している。これが包含するものは非常に広く、個々の研究開発プロジェクトにおける

研究テーマの設定から、組織の設計、さらには成果の評価や人材育成など多岐にわたって

いる。また、組織内部のマネジメントにとどまらず、対外的な部門との連携も視野におい

ている（丹羽 2006: 168）。 
7 The Handbook of Science and Technology Studiesによれば、STSでは、科学技術に関

する起源・ダイナミクス・重要性に関する統合的理解を目指して、狭い学問領域というよ

りは活動家や科学者・医者・政策決定者・エンジニアをはじめとした政策・政治・社会変

化、発展などに関わるステークホルダーにより担われるものである (Hackett et al. 

2007)。これらの知見は、ある特定の分析の方法論をしめすディシプリナリーな分析より

も、科学技術をめぐる問題と社会の関係を明らかにするために、科学技術にまつわる文化

や価値観などについてのマルチディシプリナリーな分析を目指すものである。 
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ことを期待されてきたのかについて、近代以降の変遷を見る。そして、その背景

の中で、現在どのようなことが期待されているのかについて論点を整理する。 

「イノベーションハブとしての研究基盤施設」では、イノベーションハブの機

能としての外部共用にどのような取り組みがみられてきたのかについて国内外

の事例を整理する。また、現時点で議論されている課題などについても整理する。 

また、イノベーションハブが期待されている研究基盤施設においては、アカデ

ミアやインダストリなど様々な立場を持った人々が施設を利用する。これらの

施設のアクティビティを検討するにあたって、これまでの研究開発組織におけ

る評価やインセンティブについての議論を整理する必要がある。そこで「イノベ

ーションハブにおけるインセンティブと評価」では、これまでの研究開発組織に

おいて従事者のインセンティブや評価について論点や課題を整理する。最後に

「イノベーションハブを促進する研究開発マネジメント」では、主として MOTに

おける議論を中心に、これまでの研究開発現場のインセンティブを向上させる

ための３つの型に注目することで論点を整理することとしたい。 

 

 事例 

本稿では、外部共用を行っているあるいは行うことを検討している研究基盤

施設を対象とする。具体的には公的研究機関における NMR 施設・遺伝子解析施

設・大型放射光施設・小型中性子源施設、及びソフトウェア基盤・工作部門を取

り上げる。理研の研究基盤施設のうち、NMR 施設と次世代シーケンサー施設につ

いては、筆者が担当する事業所内の施設であることから、他施設よりもインタビ

ュー調査に加えて約 3 年にわたる参与観察を中心としたエスノグラフィ調査を

長期にわたって行った。 

  

 分析 

公的研究機関の研究基盤施設においてイノベーションハブとしての外部共用

を推進するためにどのような方策が求められるのかという問題について、外部

共用の担当者が外部ユーザーといかなる互恵関係を構築しているのかに注目し

つつ、分析を行う。 

研究基盤施設の担当者が、外部共用を行う際に生じるスタンスや外部共用活

動を自身の活動のインセンティブに位置付けることができない背景について、

共用する研究分野や施設の性格・目的によってどのような違いが存在するのか

についての問題や各施設に共通する価値軸を中心に分析を進める。 

外部共用の担当者がどういった問題意識をもちながら、外部共用の課題や可

能性についての見解を明らかにすることを目指す。また、それ以外にも、国内大
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学研究機関に所属する外部共用施設の担当者に対する調査や国外施設に所属す

る外部共用施設を比較検討することで、本研究における分析軸を多角的見地か

ら明示化することを試みる。さらに外部共用活動を担当者が自身の研究開発活

動の中に位置づけ外部ユーザーとどのように互恵関係を構築しているのかとの

観点から分析を進めていくこととしたい。 
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 研究レビュー 

2.1. ナショナル・イノベーション・システムにおけるアカ

デミアの役割 

ここでは、本稿で取り上げているイノベーションハブを志向する研究基盤施

設についての議論の背景や現時点での国内外の取り組みや背景などナショナ

ル・イノベーション・システムの観点から整理する。ナショナル・イノベーシ

ョン・システムは、教育システム、産業界との関係、科学研究所、行政による

政策、文化的背景、などを加味しながら、一国レベルでの科学技術システムを

考察するアプローチである(Freeman 1995)。 

まず、近代国家における科学技術政策に関する一般的な考え方として研究開

発のリニアモデルを取り上げる。そして、このモデルに対する批判の中から公

的研究機関における研究基盤施設がどのように位置づけられるようになってき

たのかについて論点を整理することとしたい。 

 

 研究開発のリニアモデル 

これまでの研究開発マネジメントに大きな影響を与えてきたモデルとして

「研究開発のリニアモデル」の存在がある。この型の提唱者的な位置づけをされ

ているのが、第二次大戦後の米国において公的研究機関に対する国家の投資に

大きな影響を与えたとされるのが当時の米国の科学技術行政に大きな影響を与

えたとされるバネバー・ブッシュによる「Science the Endless Frontier」レポ

ートである。このレポートによれば、一見、基礎研究に従事する研究者はその研

究がどのように応用研究に展開されるか関心がたとえないとしても、応用研究

の発展のためには重要な役割を果たすのでこれを無視することができない、と

の立場に立つものである。彼は基礎研究の重要性についての議論の中で次のよ

うに述べる。 

 

基礎研究の重要性は応用・目的を検討しないことで初めて発揮されるも

のである。基礎研究の目的とは、一般知識を導き出し、本質や法則を理

解することである。この一般知識は、直接的な回答を与えないにせよ、

実に多くの応用研究に資する知識を生み出すことができる。基礎研究に

従事する科学者は自身の行う研究の応用面を考慮する必要はない。基礎

研究を継続することなしに応用・工業研究の発展はあり得ない(United 
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States Office of Scientific Research and Development and Bush 

1945より筆者訳）。 

 

ブッシュは応用研究とは区別される原理・理論的な興味に基づいて遂行され

る基礎研究に対して政府が資金を投じることが、産業界にとっても重要なこと

であると述べている。この考え方は後に研究開発のリニアモデルと呼ばれ、基礎

研究を推進する公的研究開発機関の設立に関する強い背景を形成することとな

る(Etzkowitz 2008=2009; Ravetz 2006=2010; Stokes 1997)。 

こうした考え方は公的研究機関のみならず、インダストリにおいても同様の

考え方を見ることができる。ローゼンブルームとスペンサーによれば、直接的

な利益とは無関係に見える基礎研究を行うことが社会的な利益を生む成果を輩

出できるとの立場から、経営者は企業研究所の意義にまったく疑念を抱いてい

なかったとして、第二次大戦後以降、企業経営者は研究スタッフと設備の急速

な拡充に資金を惜しまなかったとして、これを米国インダストリにおける研究

機関の黄金時代と位置づけている(Rosenbloom and Spencer 1996: 8)。米国で

は、第二次大戦において科学技術の国策巨大プロジェクトが多く展開されその

多くは成功裏に終わり、具体的な成果物として原子爆弾、レーダー、近接信

管、抗生物質、電子計算機をはじめとした新技術が生み出された。また企業中

央研究所においてレーザー、遺伝子組み換え技術、またコンピュータ―技術を

はじめとした当時の新技術が生み出され、特に 1960年代前半においては、レ

ーザー科学に関連したテーマで「フィジックス・アブストラクト」誌に載った

論文の 70パーセントが企業研究者によるものであった点に言及する

(Rosenbloom and Spencer 1996: 9)。彼は、これらの技術を生み出す前提とし

て当時の産・官業界において「基礎科学と資金十分な科学者は劇的な新技術を

生み出す」考え方が大きな影響を与えていたとして、これが国家政策の進路と

米国産業界の研究開発の方向を 1960年代に至るまで大きな影響を与えること

となった点を指摘する (Rosenbloom and Spencer 1996=1998: 67)。 

ローゼンブルームとスペンサーは、こうした考え方を第二次大戦前のドイツ

においても見られるとする分析を行っている、ドイツの企業経営者（ことに化

学業界と電機業界の経営者）は、企業の関心と大学教授たちの関心は共通であ

る前提のもとで、大学の研究を産業界が資金面で支援する事が一般的であった

点を指摘する。彼らによれば、第二次世界大戦前ごろまでのドイツにおいて、

企業における研究所の公式として「世界に通用する基礎的な科学研究を行え。

そうすれば、重要な新製品を見出すことができ、商品化して大きな利益を上げ

られる。なぜならその商品を完全に独占できるからである」とする考え方が主

流であった事を紹介する(Rosenbloom and Spencer 1996=1998: 66)。つまり、
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基礎研究を行っていれば、順次実用化研究のフェーズにつながることは難しい

ことではない、とする研究開発におけるリニアモデルの考え方である8。 

こうした考え方は日本においても同様のものを見ることができた。近代化以

来、日本の公的研究機関が果たす社会的役割として、基礎科学の成果を国益に還

元させることが強く期待されていた。基礎研究は直接的な成果が期待される応

用研究などとは異なり、国益に資する研究成果を導くまで多額の予算を必要と

し産業界や地方研究機関がその任を担うことが難しかったことから、日本にお

いては近代化以来、政府・行政主導による公的研究開発機関がその役割を担った

(中山 1995; 廣重 2002; 鈴木 2010; 沢井 2012)。沢井は、公的研究機関の近

代化の流れにおける社会的な役割についての議論の中で、公的研究機関は地場

産業と密接な関連を持った実学研究を行う地方公設試験研究機関と、基礎科学

を推進する中央における基礎研究所に大別されるとしている。彼は、戦間期日本

の研究開発体制として、地方公設試験研究機関の活動は当該地方の在来産業・地

場産業の展開と密接な関連を有していたとして、多くは染織、陶磁器、漆器、木

工、金物といった在来産業・地場産業の振興を目的とした活動を展開し、工業一

般を対象とした工業試験場の多くも、染織、窒業、醸造などの分野の活動に力点

を置いていたとする(沢井 2012: 54)9。 

 

 リニアモデルに対する反論 

基礎研究を継続的に行っていれば、随時応用・アプリケーション開発につなが

っていき、いずれは社会に貢献できる利益をもたらすリニアモデルにおいて公

的研究機関は、基礎研究を行う部分を担当すると位置付けられていた。産業界や

                         
8 こうした考え方の根底にあるものとして彼らが指摘するのは、大学の関心と企業の関心

が共通であるとする点である。こうした前提のもと、第一次世界大戦がはじまるまでにド

イツは大学における研究、官産出資の研究機関、それに産業界自身の研究開発からなる、

世界で最も複雑で進歩した研究体制を持つに至るとしている(Rosenbloom and Spencer 

1996=1998: 34)。 
9 モーリス＝スズキは、ナショナル・イノベーション・システムを支える知的基盤インフ

ラとして、現代日本科学技術の発展の基礎は、江戸時代に各地に存在した技術工房による

ものが大きい点を指摘する。彼女によれば、これらが明治時代の近代科学技術を支えた基

礎となった。また、戦後の欧米からの技術移転がうまく機能したのもこの基礎によるもの

が大きいとしている(Morris-Suzuki 1994)。一方、コールマンは、日本における科学研究が

その投入する予算のわりに報われていない分析を展開する中でその要因として、人事制度や評

価制度に明治期以来の頑強な官僚組織による支配、権威による人事権の支配など、成果以外の

場所で研究が評価されていることを指摘している。彼は、どんな制度を導入しても、実際には医局

制度や官僚による外部資金制度の統制がある限りは、改革は難しい見解を述べつつも、問題の

解決のために能力ある研究者にきちんとした予算や立場を認める能力主義（競争的資金をたくさ

ん獲得できる研究者が評価を受けるべきだとする「クレジットサイクル」の考え方）を導入すること

が重要であると考えている。 (Coleman 1999=2002)。 



 21 

地方研究機関では基礎研究を行う際に巨額な予算を使用しかつ確実なフィード

バックが期待できない等の問題でこれを継続することができないことから、公

的研究機関がこれを行うために政府から重点的に予算を措置されてきた経緯が

あった。一方、経済成長が滞ってくる等の背景から、充分な研究開発費の確保が

むつかしくなり、基礎研究をやっていればそのうち応用研究に展開される考え

方であるリニアモデルについて疑義が生じるようになってきた。 

ラベッツは 1970年代に入ると先進国の財政状況が徐々に悪化し、科学研究

システムを支えてきた政府からの科学への資金供給が滞り始めたこと、また経

済的な繁栄や利便性の高い生活を支えている科学技術の進歩が、逆に我々の生

存環境を脅かす事態が明らかになるにしたがって、科学に対する信頼が薄れて

いる(Ravetz 2006: 201–202)事態が生じてきたとする。この背景として、第二

次大戦後に研究プロジェクトが大規模となったことにより、研究予算の配分の

ため外部の官僚機構や国の機関が必要になった「ビッグ・サイエンス」、また

1960年代以降、ゲノミクス、ロボット工学、人工知能、神経科学およびナノテ

クノロジー（頭文字をとって「GRAINN」）分野をはじめとした科学は、生産の

ための単なるもう一つの要素、つまり研究開発におけるより投機的要素の大き

な第一段階となってしまったとして、これを「メガサイエンス」概念で言及

し、現代科学技術が発展してきた(Ravetz 2006=2010: 75–82)とした点を指摘

する。 

ローゼンブルームとスペンサーは、それまでの中央研究所のマネジメントの多くで

採用されてきた基礎研究を自由放任的に行うこれまでの在り方を見直し、顧客ニーズ

に合わせた重点的な研究開発を行うことや、研究開発資金を長期的な基礎研究から

応用研究に振り替えること（Rosenbloom and Spencer 1996=1998: 13-15）などを挙げ

ている。こうしたモデルが出現する背景として、ローゼンブルームとスペンサーは、

基礎研究を行っていれば順次そこから実用化に資する成果が出てくるとの考え

方のもと研究開発に資金が投じられ、実際多くの成果はこうした前提の下で輩

出されてきた点を指摘する一方、1980年代にはいって、ビジネス環境などが変

化した事などを受けて、企業収益と特定の研究成果とを直接に結び付けること

がますます難しく、研究から得られる利益を経営者たちは以前より注意深く査

定するようになった点を取り上げる(Rosenbloom and Spencer 1996=1998: 

9)。 

こうした流れは米国のみならず、欧州においても同様の動きがみられる。例

えば、ドイツでは 1970-80年代になると、国内経済が後退したことにより、国

家が主導して行うべき科学技術の見直しを図るべきであるとする議論が起こり

（Ritter 1992=1998: 61）、特に原子力に関する研究や核技術に関する開発か

ら他の研究分野への転換が図られ、国が主導して行う科学研究機関に対する支
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出の増大は抑えられるようになった。こうした流れの中で、ドイツでは「国家

の研究開発政策のための道具としての、巨大科学研究機関の役割や、それら研

究機関を社会的ニーズに応えるよう方向づけること」が要求されるようになっ

たとする(Ritter 1992=1998: 122)。こうした流れの中で、「応用科学研究で

大きな成果を上げるために編成された代表組織に改組し、連邦政府の公的助成

の対象とすることで基本的な財政」(Ritter 1992=1998: 133)を調達すること

が目指す「フラウンホーファー協会」などの研究機関を挙げている。また、こ

れまで原子炉の安全性研究の中核研究開発機関として位置づけられていた研究

所も、それまでの基礎研究的な事業に加え「海水の淡水化、環境についての研

究と技術開発、そして深海技術」をはじめとする応用的な要素を重視した研究

内容がその使命として新たに加えられることとなった(Ritter 1992=1998: 

123)。 

また日本においても特にバブル景気が破たんした 1990年代の後半以降、

「中央研究所不要論」「中央研究所の終焉」などの議論から、リニアモデル型

の基礎研究の推進に対する考え方に疑問が呈されるようになった (丹羽 

2006)。伊丹は、基礎研究を行っていれば製品化につながるという考え方に疑

問符（例としてゼロックスのパロアルト研究センターにおける基礎研究の成果

が産業化につながらなかった例を提示）がつき「大学やベンチャーに任せて、

企業における研究開発投資を事業密着型に変え」たとする（伊丹 2010: 91）。 

 ここで、研究開発のリニアモデルに対する批判を展開する議論として、スト

ークスによる研究開発のパスツールモデルを紹介することとしたい。ストーク

スは、これまでの基礎・学術的な要素が多分であった研究開発に社会経済的な

要素がみられるようになった点が生み出した状況について分析している。彼

は、昨今の分子生物学分野などを初めとした分野に関する事例に、応用研究を

目指しつつも同時に基礎研究の成果も見込めるような成果が出るようになった

ことに注目する。彼は、このモデルをこれまで主流であった学術的な見地から

を重視てきて来たこれまでの研究開発の考え方とは異なる、として、これら新

たに「パスツール型」として紹介し、冷戦後の科学技術政策に重要な示唆を与

えるとする。 

彼は、これまでの米国の科学技術政策が基礎研究を行っていれば順次応用分

野へ波及する、第二次大戦後米国を初めとして研究開発に関する考えたとして

主流であったリニアモデルの考え方を批判する。具体的には、これまでの第二

次大戦後の米国の科学政策に大きな影響を与えたブッシュが提唱した、研究開

発は基礎研究を行っていれば順次、応用研究等に展開されるものであるとした

研究開発のリニアモデルをあまりに安易な考えとしてこれを批判する(Stokes 

1997: 18)。そして彼は、現行の分子生物学等の状況を見て、応用研究が基礎
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研究に影響を与えているのであれば、基礎研究はもはや単なる好奇心ドリブン

ではありえないとして、ストークスは主として米国の科学技術政策を分析する

際に、「科学的な原理原則の追及」と「産業応用」の二つの価値軸をおき、そ

れぞれに対応するものとして、「ボーア型」「エジソン型」を提示する。そし

て、新たに双方の考え方を志向する「パスツール型」を新たに提案する

(Stokes 1997: 73)。これらの型の関係を図式化したのが図 4である。 

 

図 4 科学研究の四象限モデル 

出典：(Stokes 1997: 73)をもとに筆者作成 

 

研究開発のリニアモデルを批判するものとしては、ほかにチェスブローによ

るオープン・イノベーションについての議論にも見ることができる。チェスブロ

ーはこれまでの研究開発について、企業内部で研究開発投資を行うことにより

新技術を発見し新製品を販売するとし、また新しい技術に関する知的財産権は

排他利用を設定して他者には利用させないとし、これを「クローズド・イノベー

ション」と呼ぶ(Chesbrough 2003=2004: 5)（図 5）。 
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図 5 クローズド・イノベーションのサイクル 

出典：(Chesbrough 2003=2004: 5) 

 

また、新製品が市場に出るまでのプロセスとして、図 6に示した通り、リニ

アな型で「研究と開発は一体であり内向きである」とする(Chesbrough 

2003=2004: 6)。 

 

 

図 6 クローズド・イノベーションによる研究開発マネジメント 

出典：(Chesbrough 2003=2004: 6) 

 

 彼によれば、こうしたクローズドな研究開発型は、熟練した労働者の流動性

の高まりや、大学や大学院において訓練を受けたものの数が増加したこと、ベ

ンチャー・キャピタルが他社の研究を商品化することを専門とするベンチャー

企業を創造したこと、多くの製品がマーケットに出るまでのスピードがアップ

したこと、さらには賢くなった顧客やサプライヤーを相手に利益を上げるのは
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困難となってきた、等の諸問題が生じたことにより、この型により利益を上げ

ることが難しくなってきたことを指摘する(Chesbrough 2003=2004: 7)。 

これに対して、彼は「企業内部と外部のアイデアを有機的に結合させ、価値

を創造すること」を目指したオープン・イノベーションの議論を展開する

(Chesbrough 2003=2004: 8)。彼は表 4や図 7に示すとおり、オープン・イノ

ベーションを成立させる背景として、新技術を生み出す人材を外部から求め

る、自社で開発した知財を外部に利用してもらうことで利益を上げる点を挙げ

ている。 

 

表 4 クローズド・イノベーションとオープン・イノベーション 

クローズド オープン 

自社内にいる優秀な人間とのみ仕事を

することで成果が生み出される。 

自社ですべて優秀な人間を囲う必要

はない。優秀な人間を求めて社内に

限らず社外にも求める。 

R&Dから利益を生み出すためには、自

社のみで成果を発見し発展させなけれ

ばならない。 

外部の R&Dによる成果が自社へ重要

な価値を生み出すこともある。 

自社が持つ知財を適切にコントロール

することができれば、競合他社を支配

下におくことができる。 

自身が持つ知財を他社に利用しても

らうことで利益を得るべき。必要に

応じて他社の知財のライセンスも使

用すべき。 

出典：(Chesbrough 2003=2004: xxvi） 
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図 7 オープン・イノベーションによる研究開発マネジメント 

出典:(Chesbrough 2003=2004: 9) 

 

チェスブローは、クローズドな研究開発環境がもたらす問題として、コモディ

ティトラップに陥る点を指摘し、こうしたコモディティトラップから逃れるた

めに、オープンサービス型のサイエンスが重要であるとし、コモディティトラッ

プが進行する世界で差別化を維持するため、ビジネスをオープンサービスのビ

ジネスと位置づける顧客の価値ある体験を創出するために、顧客をイノベーシ

ョンの共創に引き入れる。サービスイノベーションを加速、深化するためオープ

ン・イノベーションを提案する(Chesbrough 2010=2012)。 

ヴァンリンソーバーは、イノベーションを促進するには多様性は重要な要素

であるが、プロジェクトがアクターによってシェアされればされるほど、技術

的な多様性は少なくなっている結果が得られたとの分析をもとに、知識の拡散

や共有することは、かえって多様性を弱くするのではないかとオープン・イノ

ベーションがイノベーションを促進することに批判的な立場をとる(van 

Rijnsoever et al. 2015)。また伊丹も、企業が独自に研究開発を行わずにそ

の機能を外部委託させるオープン・イノベーションの考え方がもたらす問題点

として「研究開発費の削減など企業のコスト削減の言い訳として、外部委託を

増加させている」だけでしかなく、単なる規模の縮小でしかないとこれを批判

する(伊丹・東京理科大学ＭＯＴ研究 2010： 42)。また、延岡も同様にオープ

ン・イノベーションに頼り切ってしまうとオリジナリティあふれる研究開発が

できなくなることを危惧する(延岡 2010)。 
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 トリプルヘリックスにおけるアカデミア 

研究開発のリニアモデルについて多くの批判がなされるようになり、アカデ

ミアが行ってきた基礎研究をそのまま継続することについて、課題が提示され

るようになってきた。こうした背景を受け、これまで基礎研究を中心に推進す

る機関であった研究開発組織が、インダストリと強い連携を持ちながらイノベ

ーション創出に向けた運営に方針を転換する背景が指摘されるようになってい

る。 

この点について、エツコヴィッツは政府主導の研究開発プロジェクトが冷戦

終了後によって予算の確保が難しくなってきたことにより、産業界などと連携

したプログラムに転換せざるを得なくなったとし、こうした状況を「トリプル

へリックス」概念を導入することで説明する。 

彼は、図 8に示すように、これまでの国家がアカデミアとインダストリを管

轄するのではなく、アカデミアーインダストリー国家間の三角関係に移行し、

国家についても行政研究機関がアカデミアやインダストリに積極的に関連する

ことで、イノベーションを担うアクターとしてこれまで主流であった産業界に

加え、行政機関が積極的なバックアップを行いながらこれを達成する状況を、

アカデミア、インダストリに連なる第三の、という意味で「トリプルへリック

ス」と名づけ、これが今後のイノベーションを起こす土壌として注目する

(Etzkowitz and Leydesdorff 2000)。 

これまで基礎研究を主たる使命として行ってきた大学等研究機関において、

産業界でみられるようなビジネスに従事し、新企業をインキュベートする活動

をするようになったことや、基礎研究がイノベーション創出に重要な役割を果

たことに言及する(Etzkowitz 2008=2009: 12)。 

 



 28 

図 8 アカデミアーインダストリー国家間関係における国家主義モデルとトリ

プルヘリックスモデル 

出典:(Etzkowitz and Leydesdorff 2000: 111 より筆者作成) 

 

また、トリプルへリックスの状況が生まれた背景について、彼は冷戦後にお

いて予算削減等の理由により大規模プロジェクトの縮小したことや、研究開発

のリニアモデルへの疑義についての問題が影響を与えている点を指摘する。彼

は、冷戦前までの政府主導による大規模な軍事プログラムや宇宙開発プログラ

ムなどのトップダウン型の研究開発プログラムに予算がつかなくなったことに

ともない、既存と同じやり方では予算の確保ができなくなったことにより、産

業界等と連携して「インキュベータやサイエンスパークへの転換」を旗頭に出

さざるを得なくなっている状況を指摘する(Etzkowitz 2008=2009: 88)。さら

に、トリプルへリックスに至る道として、これまで国家主導で研究開発を行っ

てきたような政府も産業界と連携しなければイノベーションを起こすことはで

きないと認識するようになっている背景も指摘する。彼は、これまで中央集権

的な国民国家モデルによって研究開発を主導してきたソビエト連邦、フラン

ス、ラテンアメリカ諸国をはじめとする国々では、これまで 研究機関が研究

を実施するにあたって、中央計画部局の決定が必要であったために、実用化の

ために必要な技術移転等の迅速な手続きの障害となっていたことを指摘する 

(Etzkowitz 2008=2009: 27–28) 。 

 これまで主として基礎研究を行うことを主たる役割としていた公的研究機関

が積極的にインダストリと連携する姿を模索する考え方についてはほかにも、

ローゼンブルームとスペンサーによる考察もある。彼らは、インダストリが共同し

て資金を集め業界全体に関係した基礎研究に共同して出資する方式を提案するとい

うものがある（Rosenbloom and Spencer 1996=1998: 311）。具体的な流れとして、イン

ダストリと政府のリーダー等の意思決定者が技術的なニーズとチャンスを理解し、イ

ンダストリと大学が積極的に連携するこれまで科学や技術のコミュニティが過去には

あまりしてこなかった仕事を積極的に行うことを挙げている（Rosenbloom and Spencer 

1996=1998: 318）。また、これまで軍事・基礎的な観点に焦点をあてた研究開発が多く

見られた政府系の研究所についても、その運営には政治的・官僚的な束縛がありこ

れが産業界との密接な交流を著しく困難にすることに言及しつつも、産業的な基礎研

究に用いる事を検討する必要があることを指摘する（Rosenbloom and Spencer 

1996=1998: 313） 。 
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 まとめ 

近代化以降、研究開発のモデルとして大きな影響を与えてきたリニアモデル

において、基礎研究の役割は、産業化につなげる研究開発を行うため科学的興

味に基づいた研究を行うことが求められているというものであり、この役割を

担うのが公的研究開発機関であった。 

しかし、このモデルが成立するためには潤沢な資金を準備できることが前提

となっていたことから、世界的な景気の後退が指摘されるようになった冷戦以

降、研究開発のリニアモデルに関して批判が起きた。こうした背景のもとで、

公的研究開発機関においては、これまでのアカデミアに対する支援のみなら

ず、インダストリの研究開発への貢献を目指すトリプルヘリックスの一翼を担

うことが期待されるようになっている。 
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2.2. イノベーションハブとしての研究基盤施設 

 ここでは、イノベーションハブとしての研究基盤施設についてのこれまでの

経緯をまとめることとしたい。その歴史的経緯や国内外の現状について整理す

ることとしたい。 

 

 研究基盤施設の共同利用 

研究基盤施設を外部組織に所属するユーザーに広く開放することは、現在に

至って初めて見られるものではない。原子核物理の分野においては、その実験に

おいて大型加速器を必要とすることから、研究基盤施設を国内ユーザーと共同

で利用する研究所として東京大学原子核研究所が１９５５年に設立されている。

その設置にともない設立の根拠となった１９５３年の日本学術会議において、

当時の内閣総理大臣吉田茂宛てに出された答申で、次のように提言されている。 

原子核の研究はその設備費、経費が非常に膨張し現在の如く理学部物

理学科内の二三の講座が是を受持つのでは到底やつて行けない。・・・最

近において科学研究の性格、規模が大変変わつていることを認識すると

き現在の体制にとらわれず、この際相当額の経費を緊要な研究施設につ

ぎ込み新らしい研究体制を確立する必要がある。・・・経費を重点的に集

中して巨大施設を建設し、しかもこれを全国の研究者が十分利用しうる

ように中心的研究機関を設置することが必要である。 

即ち、我国の原子核研究の基礎を確立しその振興を計るために次の如

き性格を持つ原子核研究所の設立が望ましい。 

（１）重点的に巨大施設を持つ。 

（２）全国的に共同利用の途を拓く。 

（３）研究者の自主的運営を可能ならしめるような組織を持つ。なお、 

（２）を実現するためには 

（４）研究所固有の定員を持つとともに、各大学との人事交流を盛んに 

する。 

（５）研究者の養成の意味で各大学より大学院生を引き受けて研究の指 

導をする（原文ママ）。（日本学術会議 1953） 

 大型の研究基盤施設を国内コミュニティでシェアし、民主的な運営により包

括して管理していくという流れをここに見ることができる10。 

 原子核研究所の設置に続き、大型研究基盤の共同利用をさらに進めるため国

                         
10 原子核物理分野の研究者たちがどのようにして国内をまとめていったかについては廣重

による素粒子論グループの形成についての議論に詳しい（廣重 2012）。 
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内では１９５８年に全国共同利用の制度が開始された。現在この制度は「共同利

用・共同研究拠点（共・共拠点）」に引き継がれ、現在に至っている。「学術研究

の基盤強化と新たな学術研究の展開に資することを目的」として、研究設備やデ

ータなどを研究者が活用し研究活動を活発化させる支援を行っている (文部科

学省 2015b)。 

現時点では図 9 に示すとおり 54 大学（28 国立大学、26 公私立大学）107 拠

点を認定されており（文部科学省 2018）、この中には、アカデミアのみの利用

にとどまらず、九州大学のマス・フォア・インダストリ研究所のように、名前に

も産業利用を冠しているとおりインダストリとの積極的な連携を打ち出してお

り、多様なアクターによる利用が進んでいる（九州大学 2018）。 

 

 

図 9 文部科学省による共同利用・共同研究拠点 

出典：(文部科学省 2015b) 

URL:http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles

/afieldfile/2015/03/11/1355596_02.pdf 

 

また、文科省では大学が設置する研究基盤施設だけではなく、公的研究機関に

よる研究基盤施設の支援も行っている。１９９７年に「特定先端大型研究施設の

共用の促進に関する法律」に基づき、放射光施設である SPring－8 を設置して

以来、X線自由電子レーザー施設 SACLA、スーパーコンピュータ「京」、そして大

強度陽子加速器施設 J－PARCの三施設を「特定先端大型研究施設」と位置付け、
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施設の整備や共用のために必要な経費を補助金等で措置し、産学官の研究者等

による外部共用を促進している(文部科学省 2017)。 

これまでにも大学や公的研究機関が有する研究基盤施設を、共同利用・外部共

用することで、外部のユーザーが利用する仕組みが整備されてきたが、これに加

え昨今では、これまで外部に開放してこなかった施設を開放する試みを見られ

るようになっている。若年層の人口の減少や研究開発経費の漸減する状況（表 5）

の中で、大学等研究機関の統廃合の問題をはじめとした一連の経営の見直しが

現実的な検討事項となっている。こうした状況において、文科省では「大学や公

的研究機関等において、自ら所有する施設・設備等を積極的に内外に開放しよう

とする取組は必ずしも十分に進んでいない傾向にある」としつつ、公的資金の効

率性の観点から、公的研究機関等が保有する研究施設等を外部共用し、内外ユー

ザーが利用できるようにすることは、施設・設備の有効利用に資するばかりでな

く、外部共用活動によってその利用料金が施設に支払われることにより、施設の

安定した経営につながる流れが期待されている(文部科学省 2015a)。 

 

表 5 国立大学法人運営費交付金推移 

 

出典：（文部科学省 2014）より筆者作成 

URL: 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/062/gijiroku/__icsFi

les/afieldfile/2014/11/10/1353375_3_2.pdf 

 

日本国内における大学をはじめとした公的研究機関にとって、大型の研究基

盤施設を共同利用することについては先に言及したとおり、いくつかの施策が

進んでいるが、学内・学局において個別に設置する研究機器を共同利用する考え
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方はあまりみられてこなかった。この背景として、それぞれの研究室が資金を獲

得し整備する考え方に基づいていたことが挙げられる。しかしながら、各研究室

が整備した研究基盤インフラを全学レベルで本部主導により整備する流れを見

るようになっている。ここではこうした試みを紹介することとしたい。 

北海道大学に設置されている「グローバルファシリティセンター」では「北

海道大学がこれまで先端機器・設備の共用化を目的に活用・普及を進めてきた

「オープンファシリティ」をさらに発展させ、機器共用の促進だけではなく、

北海道大学が保有する高度な研究機器や分析技術を活用した、国際的な教育、

人材育成拠点としても大きな役割を果たすことを目的」として設置された。具

体的に行う事業としては、「学内研究基盤の整備、北海道大学以外の研究者・

技術者への供用の促進、装置の研究開発、機器分析の受託、本学が保有する高

度な研究機器の国際的な供用の促進」などを行っている。構成する部門として

は、施設の共用を行っているオープンファシリティ部門、研究装置の試作を行

っている試作ソリューション部門、研究室で使用しなくなった研究装置を他の

要望のある研究室に対して仲介する設備リユース部門、分析の受託を行う機器

分析受託部門、そして国際連携推進部門からなる(北海道大学グローバルファ

シリティセンター 2017)11。 

東京工業大学では、2017 年から、設備共用化の核となる「島津製作所 精密機

器分析室」を設置している（図 10）。分析室では、島津製作所から寄贈されたメ

タボロミクス解析システム（液体クロマトグラフ質量分析計）、マイクロチップ

電気泳動装置、ライフサイエンス分光光度計を活用し、先端研究の推進をはじめ

として、学生などの研究支援や共同研究や企業との産学連携の推進に活用して

いる。分析室が提供する「共用実験室」では各研究室から共用設備として提供さ

れる汎用機器類を集約し、簡易に使用できる共用実験スペースとして提供。複数

の研究グループが使用するオープンスペースとすることで、交流とディスカッ

ションが生まれ、新たな融合研究を育むことが期待するとともに、新しい産学連

携の型を提示するとともに、これまで積極的に行ってこなかった学内の研究施

設・備品の共有化を促進することを目指している(東京工業大学 2017)。 

                         
11 北海道大学創成研究機構グローバルファシリティセンターが主催したシンポのパネルデ

ィスカッションでは、コアファシリティを形成することの利点について、（施設の共用化

による）ナレッジの共通化、共用装置を介したシェアリング・ナレッジ、危機管理体制構

築やノウハウの伝承といった問題に加えて、共用装置を通じて共同研究が生まれる可能性

を指摘していている(北海道大学創成研究機構 2016)。 
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図 10 島津製作所 精密機器分析室 

出典：(東京工業大学 2017) 

 

研究施設の共用に対する試みは、主として大学や独法をはじめとした公的研

究機関が中心に行うものであった。しかし先に紹介したとおり、アカデミアとの

産学協同の一環としてインダストリも参画するものとなっている。以下では、イ

ンダストリの試みのうち、日立製作所による超高圧ホログラフィー電子顕微鏡

の事例と日本電子による研究装置の共用の事例を紹介する。 

 日立製作所は、超高圧ホログラフィー電子顕微鏡（図 11）の外部共用を行っ

ている。この電子顕微鏡は、微細な領域の電磁場を見る装置で、こうした装置が

必要とされる背景として、例えば磁石を例にとれば、室温での高性能化はもとよ

り、過酷な高温・高磁場環境下でも使用可能な材料が求められているなか「新規

磁性材料を開発するには、構成する原子の配列とそれによって決まる磁気的性

質を評価し、構成材料やその組成、そして製造方法などの指針を得ることが重要

なため、より高い分解能の電子顕微鏡の開発」が行われてきたものである。この

ほかにも、電池材料、そして半導体デバイスの計測などに利用されることを想定

している(日立製作所 2017)。 
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図 11 超高圧ホログラフィー電子顕微鏡 

出典：(日立製作所 2017) 

 

日本電子では、2017 年春からハイエンド分析機器の活用を促進するための新

たなビジネス型の創出を目指し、慶應義塾大学理工学部中央試験所と共同で同

大学内に「慶應義塾大学-JEOL 高性能分析機器シェアリング型実証評価セン

ター」を開設した。ここでは、日本電子内に設置した極低温プローブを備えた

高磁場 NMR装置（600MHz 並びに 800MHzの 2 台）を、大学側から Web を通じて

遠隔操作することを目指して実証実験を行っている(日本電子 2017)。装置メ

ーカーも、材料研究をはじめとした研究開発に必要とされる高性能な分析解析

装置について利用ニーズがありつつも、装置購入や維持管理コストが高額かつ

高度な技術も必要なため導入が進んでいないことをふまえ、大学と共同してメ

ーカーが装置を管理し、大学が遠隔操作で装置を操作することで装置を共用す

る試みが行われている12(日刊工業新聞 2017)。 

                         
12理化学機器メーカーでオープン・イノベーション事業を進める担当者に対する筆者のイ

ンタビューでは、事業を進める問題意識として、一台数千万ほどもする高額な装置をアカ

デミアが購入することが難しい現状において、装置を購入したユーザーが自分で装置を運

転してデータを取ることを想定するビジネス型ではなく「装置から算出するデータ」を基

準にしたソフト面に関するサービスの提供への転換が必要とされるとの見解を述べている

（2016年 12月 16日実施）。 
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研究基盤施設を外部に開放し、外部の大学や企業がこれを利用することで、企

業間の連携を促進しオープン・イノベーションを実現することが挙げられてい

る。開発メーカーは公的研究機関が行う外部共用を通じて、高額な施設を保有し

なくとも安価に利用できるだけでなく、他企業との共同研究も促進されること

も指摘されている。 

例えば、自動車の走行時に受ける空気抵抗や高層建築物が受ける風の影響を

シミュレーションする流体力学分野でのコンピュータシミュレーションは、非

常に大量のデータ処理・演算を必要とし、開発メーカーが保有するレベルの大型

コンピュータでは、演算速度の問題から精度を出すことができず、コストのかか

る模型や実車による試験を繰り返す必要があることから、この開発コストは自

動車や建築の分野では開発主体にとって大きな負担となっている。こうしたこ

とから、大型計算機施設の外部共用を通じて、開発コストを軽減できるだけでな

く、参加する企業間の壁を取り払いプロジェクトに参加する理由となっている

(電波新聞 2017)。 

 

 国外における議論 

公的研究機関が有する研究基盤施設をイノベーションハブとして運用するこ

とは日本だけの持つ問題ではなく、アジア・欧米各国をはじめとして大きなイシ

ューとなりつつある。 

研究基盤インフラは維持運営に大規模な予算や人員を必要とすることから、

主要国首脳会議 G8でも、その検討が重要な課題として位置付けられている。

筆者も参加した 2017 年 5月にイタリアナポリで開催された G8の部会の一つで

ある「9TH Meeting Of The Group Of Senior Officials (GSO) On Global 

Research Infrastructures (GRI)」（図 12）では、G20の科技担当大臣会合

で、研究基盤施設の運営について今後求められる問題や議論について検討する

部会として開催された。参加者は、行政関係者、研究所の運営スタッフや研究

者から構成された各国代表が、各国の施設運営状況を紹介しつつ、大型研究基

盤施設の運営・運用についての課題を検討した。 

GRIで検討された今後検討すべき重要検討事項として研究基盤インフラとし

て満たすべき基準として、表 6に示すとおり、オープンに利用可能な施設であ

ることと、算出されたデータは自由にアクセス可能であること、そしてオープ

ン・イノベーションに資するものであるもの、としてこれら三つの要素を挙げ

る。また、具体的にグローバルリサーチインフラ（GRI）として想定している

施設として、スイスの CERNをはじめとした大型高エネルギー加速器やスウェ

ーデンのパルス型中性子源施設 ESS（European Pulsed Neutron Source）を挙
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げ、これらの維持管理や継続的な装置のアップグレードやパーマネントスタッ

フのマネジメントやオープン・アクセスの方法論・国際的なアクセスについて

検討することの必要性を提起する(European Plate Observing System 2017)。 

 

表 6 グローバルリサーチインフラに求められる重要な要素 

（１）グローバルエクセレ

ンスドリブンアクセス 

世界的にオープンで開かれた施設であること 

（２）データマネジメント 施設が産出したデータはオープン・アクセスが可

能であること 

（３）イノベーション 施設はイノベーションを生み出すこと。オープ

ン・イノベーションに位置付ける。 

出典：筆者作成 

 

 

図 12 第 9回 GRIにおける Senior Officials会合 

出典：筆者撮影（2017）  

 

こうした研究基盤施設の運用については EUにおいても重要なテーマとなっ

ている。EUにおける放射光施設や NMR施設を統合運営する構造生物学プラット

フォームについての議論の中で、参加国内において各国が有している基盤施設

の効率的運用を検討することが重要なテーマとなっている。EUでは、構造生物

学・高エネルギー物理分野を選定し、研究基盤プラットフォームを形成するこ
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との必要性を説く。構造生物学においては、NMRプラットフォームとしての

「バイオ NMR」プログラムが終了後、2015年からそれに代わる新しい試みとし

て「ホライズン 2020（欧州版科学技術基本計画）」に位置付けられる「iNEXT

プログラム」を開始している。EUは研究基盤施設をプラットフォームとした科

学のコラボレーションを EU内で進めることで、EUに所属する国々の融合・連

携が進展することを期待している。また、施設側も国際連携に協力すること

で、新しいファンディングを獲得することができるといものである(Cental 

European Institute of Technology 2015)。このプラットフォームは例えば

NMRを単一の施設だけにとどまらず、これらのプラットフォームを利用する研

究分野である構造生物学全般を推進するための統合プラットフォームと位置づ

けられており、NMR をはじめとした単一の施設だけでなく、X線施設やクライ

オ電顕施設などとも連携し、相補利用を視野に入れた構造生物学の一インフラ

とした統合プラットフォームへの転換を図っている (European Research 

Infrastructure Consortium 2016)。こうした仕組みを運用するため、欧州で

は欧州 26ヶ国の参画により 2008年に統合構造生物学基盤、通称「インストラ

クト（Instruct）」が組織されている13。 

以上のとおり、EU では、域内に設置される研究基盤施設を統合する流れが盛

んである。さらに、EUではこうした研究基盤施設を産業界ユーザーに利用して

もらう動きが提案されている。EUが設置した検討部会である European 

Strategy Forum on Research Infrastructures（ESFRI）によれば、産業界ユ

ーザーの利用を促進するために表 7に示す提案が出されている。この提案は、

産業利用の振興のため施設はもっとインダストリユーザーに歩み寄る、という

ものが大勢を占めている。提言中には、インダストリと施設のウィンウィン関

                         
13 欧州の研究基盤インフラの事情に詳しいフィレンツェ大学の Lucia Banci氏に対するイ

ンタビューでは、本部はイギリス・オックスフォード大学に設置され、フランス、イタリ

ア、ドイツ、イスラエル等に研究基盤を設置されている。参加国の研究者に対して、構造

生物学関連の先端的設備、技術、教育プログラムを提供している。欧州外の機関とも、連

携協力関係の構築に着手しており、既に、中国、アルゼンチン、南アフリカ等と協定を締

結している。運営予算は、年間あたり約 10億ユーロ（11－12億円）の 4年プログラム

で、補助の中身は施設や装置に関するサポートはせず、若手研究者のトレーニングや施設

間のコーディネータの人件費やミーティング開催に関するものなどあくまでソフト・人件

費に関する補助となっている。また、ハードに関する予算は各国政府に要求する整理とな

っている（たとえばドイツ施設においてもハード関係はマックス・プランク研究所が支

援）。これはそれぞれの施設においては、独自の運営の仕組みを持ち各々課題を選定する

が、それとは別に EUによるプログラム自体も評価委員会を有し、連携しながら国際組織

を運営する整理となっている。また EU以外の国でも、協定を結べば本プラットフォーム

に参加することができるが EUの予算を直接使うことはできない。現在、MOU を中国とアル

ゼンチン、南アフリカなどと結んでいる(2016年 8月 22日実施)。 
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係の構築について検討されているが、施設側の担当者の観点が希薄なものとな

っている。 

 

表 7 イノベーションを促進する研究基盤インフラに求められる提言 

研究基盤インフラと

ファンディング機関に

よる普及と相互理解を

促進するための意識向

上 

・産業界とのコンタクトをとるリエゾンオフィスの

整備 

・産業利用を促進するための評価委員会を科学利用

のための評価委員会とは別に整備 

・施設へのアクセスを向上させるため利用料金や知

財条件などを含めた利用情報を周知など 

産業界利用の向上 ・ユーザーの期待にマッチする基準を備えた評価シ

ートを整備 

・施設のリモートアクセスの整備 

・長期間利用を促進する利用プログラムの整備 

ビジネスとしての利

用やサービスを向上さ

せる 

・産業利用を向上させるため、技術移転などを円滑に

行うことができるためのサービスを実施 

・施設の技術が効率的に活用できるよう、またオープ

ン・イノベーションや共創環境の構築のため科学

者と技術者が同じ目的をもって活動できる産業利

用を促進するための研究環境を施設の傍に整備す

る 

産業利用やイノベー

ションを推進するため

にフレンドリーなデー

タポリシーの整備 

・オープン・サイエンスや産業利用の効果を最大化す

るデータマネジメントポリシー（データトレーサ

ビリティ・ユーザーの説明責任等）の透明化 

・昨今の産業利用で注目される分野を超えたデータ

の入手を保証する仕組の整備 

施設の建設・アップグ

レード期における産業

界との技術的協力の必

要性 

・研究基盤施設の建設・アップグレード期において、

大型装置の購入や建設プロジェクトにおいて早期

のレベルから産業界を巻き込むべき 

・研究基盤インフラやファンディング機関は、産業界

ユーザーとの協力関係を構築できるよう、施設の

中長期的な将来について技術的な戦略を記したロ

ードマップを策定すべき 

外部関係者との連携

促進のためのマネージ

メントツールの向上 

・現実的で信頼に足る運転経費を明らかにするため

の施設マネジメントの導入。これにより、ユーザー

が所属する機関からのみえないコストのサポート
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が期待できる 

・イノベーションを促進するための自己評価システ

ムの導入 

産業利用やイノベー

ションを促進するファ

ンド・プログラムの整備 

・国内外を含めた技術移転を促進させること 

・産業利用を促進する地域における研究基盤インフ

ラ群を統合させるエコシステムの構築させるこ

と。これにより、研究基盤インフラを起点としたス

ピンオフプロジェクトなどの展開が可能となる。 

公正で妥当的なルー

ルの整備 

・調達プロセスが特定のルールにならないよう、多く

の国にとって開かれたものであること 

・知財ポリシーの効率化を図ること。これにより秘密

保持契約といった施設の産業利用を促進する仕組

みを整備することが可能となる。 

ＥＳＦＲＩへの提言 ・ＥＳＦＲＩが所属する施設群の社会経済的な影響

を把握しておくこと。また、これを把握できる方法

論を確立すること。 

出典：（European Strategy Forum on Research Infrastructures 

Innovation Working Group 2018b: 129-133）より、筆者作成 

 

こうした研究基盤プラットフォームを構築する動きは、アジア地域でも例え

ば台湾において、研究基盤インフラを高度化し外部共用を推進するための政策

（executing and promoting precious instrument service center plan）を

2014年から推進している。台湾の科学技術省では、教育省や経済産業省、厚生

労働省や農水省が導入した 5億台湾ドル（約 20億円）以上の価値を持つ研究

基盤インフラをシェアするプラットフォームの仕組みを導入提案している。科

学技術省は、これらの施設についての維持管理経費についても統一的にファン

ドする仕組みを提唱する。これらの施設においては、外部からの見える化を推

進するために、統一的な申請フォームを導入する統一的なプラットフォームや

オープン・アクセスの仕組みを導入することが提唱されている(Hai-Chen, 

Hui-Fang, and Walther 2017)。 

 

 研究基盤施設に関する研究 

研究基盤施設をそれ自体研究の対象として、分析するものが存在している。こ

こではそれらの分析を整理し、研究基盤施設の組織文化として個性が見出しに

くいという観点に注目したもの、研究支援者についての研究、そしてコアファシ

リティについての研究を取り上げることとしたい。 



 41 

 

・個性が見出しにくい環境 

例えば、クノール＝セティナは研究分野ごとに異なる知識の形成方法や思考

様式や文化が存在することを、認識的文化（epistemic cultures）を考察する

ことで明らかにしている。彼女は、具体的な分析対象として、高エネルギー物

理学の文化と分子生物学にみられる認識的文化について注目し、例えば高エネ

ルギー物理学における実験は、使用する加速器等の装置が大型化しているの

で、個人レベルの実験ではなく個々の研究者をいかに集団にまとめ上げるのか

の問題に直面しているとする(Knorr-Cetina 1999: 217)。彼女は、このように

研究活動が集団的になればなるほど集団全体が重視され、個々の研究者の存在

は見えなくなってくるとしている (Knorr-Cetina 1999: 221)。彼女は、高エ

ネルギー物理学については、実証実験により帰結される「結果」により成立す

る一方、分子生物学においては、実証実験からの「解釈」によって成立するも

のであると相違点に言及する(Knorr-Cetina 1999: 79)。また、分子生物学で

は、様々なレベルで機械についてのメタファーがみられるとするが、これは遺

伝子工学の技術に起因することが多いことから、分子生物学が動物学というデ

ィシプリンに該当するよりは「技術」に関する学問であることを示していると

する(Knorr-Cetina 1999: 157)。カロンとローもクノール＝セティナによる、

高エネルギー物理学の分野における加速器を利用した研究に注目し、これを利

用した研究があまりに大型化し細分化されたことから、実験などにおいて主観

性・活動主体・責任をはじめとした個性に関する部分を見出すことができない

点を指摘する(Callon and Law 1997=1999: 252)14。 

廣重は、理論研究分野においてさえも計算機を利用した研究プロジェクトに

おいては、データ処理や計算がそのほとんどを形成し、計算機の複雑化や大規

模化によって個性を見出すことが難しい点に言及する。こうした流れは、研究

者を一つの駒や道具としてしか見ることができなくなる風潮を加速するとして

いる(廣重 2003: 223)。彼はまた「研究者は機構の一部として、決まりきった

実験的・知的操作に従うことを余儀なくされる。ある研究集団に属すれば、そ

れがすすめている研究計画の一部を担う以外には、研究者として存在すること

ができない」(廣重 2003: 222)として、研究プロジェクトの大規模化が進むに

                         
14 大型加速器をテーマとしたラボラトリースタディーズについては、トラウィークによる

ものもある。トラウィークは日米の素粒子加速器施設のエスノグラフィにより、加速器施

設に所属する物理学者の「常識」の世界観や、日米の若手物理学者がどのようにして自身

の拠って立つコミュニティの精神を学び、高エネルギー物理学者として他の人たちに直ち

に認識できるのかを、分析手法や装置の利用法などを通じて分析することであると述べて

いる(Traweek 1988: 8)。 
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したがって、研究者個人の個性や多様性を見出すことができない点を指摘す

る。 

 

・研究支援者についての研究 

また、研究基盤施設の運営において、維持管理等の業務に携わる研究支援者

についての研究も存在する。バーリーは、第二次大戦後に多く見られるように

なったプログラマー、医療、コンピュータエンジニア、研究室に所属するテク

ニシャンに注目し、彼らに対するエスノグラフィを実施することで、これらテ

クニシャンの特殊な技術やノウハウの行使を推進するためには、既存の垂直

的・官僚的な組織管理運営法が現実的ではない点を指摘する。彼は、既存の組

織運営においては、たとえ高度な技術を持っていても組織的に下位に所属する

ものは、経営判断等をできる立場ではなかった点を批判する。彼はこれにかわ

る垂直型分業においては、高度な技術を持ち合わせたものが階層内の上位層を

形成することができる点に注目し、テクニシャンがこれを担うことを主張する

(Barley 1996)。 

中岡は、欧州の大型加速器施設 CERNに勤務する数千人ものスタッフの業務

内容は部門毎に細分化されており、施設を利用した素粒子実験を行う科学者に

対して「研究者は自分に割り当てられた時間にどれだけのエネルギーのどのよ

うな種類のビームがほしいかをいえば、必ずその時間にその特性値を満たすビ

ームがえられる」(中岡 1971: 192)として、実験を行う研究者が加速器を実際

に操作することなく、分業体制で施設が運営されていることを指摘する (中岡 

1971: 239)。中岡は現代社会における労働環境が少数による管理の独占状況が

進展する状況を、病院や工場などにおいて高度化を目的とした業務フローの改

善などを発端とする業務の分業化によって生み出されていることをエスノグラ

フィによって明らかにする。彼は、社会を分析するうえで、消費と流通といっ

た概念のみで議論をするだけではなく、実際の生産が行われている場所をきち

んと分析し、これを知ることによって明らかになるのではないか、との方法を

とる必要性に言及し、具体的な生産の場所として、工場や病院といった場所を

分析する(中岡 1971: 7–8)。 

パークによる放射光施設のエスノグラフィでは、施設のオペレータは高度な

ノウハウや知識を持っているにもかかわらず、科学者が推進する科学知識の生

産プロセスには入ることのない緊張関係を放射光施設において明らかにしてい

る。この分析によれば、科学知識を生産する役割を持つものとしての科学者

と、装置を運転維持管理するオペレータの役割は全く異なるものであり、例え

ばある測定に失敗しても、科学者であれば仮説やロジックが誤りであったとみ
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なされるのに対し、オペレータのそれは技術や分析の未習熟によるものである

とみなされる例を紹介する(Doing 2004)。 

そもそも、研究活動の中にサービス業務をどのように位置づけるのかの観点

がそもそも希薄であるともいえる。研究活動においてサービス活動をどのよう

に位置づけるのか、についての問題は、一般に研究活動とは別の価値観や活動

としてみなされることが多い。たとえば福島による公的研究機関における化学

系研究室へのエスノグラフィ調査において、研究活動を当初行っていた研究者

もサービス業務をラボの中で任せられることにより、研究活動を断念する場合

があることに指摘する議論の中で、知識活動とそれに付随するサービス業務

（業務）はあくまで別のものととらえており、両者をどのように位置づけるの

かの見解は持っていない(福島 2011: 45)。この問題の背景として彼は、研究

活動を基本行わないと位置付けられているテクニシャンが行う業務内容と研究

員が行う研究活動は組織の中で区別されている点や、研究室に通底する認識文

化としてテクニシャンが行うサービス業務については「下請け的／テクニシャ

ン的な研究」といったように「やや否定的」な表現がされていることや研究室

内でも研究活動とサービス活動が明確に区分けされていることがあると指摘し

ている(福島 2011: 45–46)。 

 

・コアファシリティの運営 

研究基盤施設の運営についての考察では、遺伝子解析装置や NMR をはじめと

した主として分子生物学等で利用される、維持管理費が高額で運転に高度の技

術を要する研究基盤施設を集中的に管理し活用するコアファシリティに関する

議論で検討が行われている。 

例えばホックバーガーらは、主として分子生物学系の研究施設の外部供用に

ついて予算の削減により大学等施設を外部組織が利用促進を進めることについ

て指摘する。彼らは外部利用者が使いやすいような安全管理システム、支払シス

テム（クレジットカード払）の整備などに指摘する中で、施設を占有することな

く外部供用の促進を図ることで、運転予算についても外部からの予算を当て込

むことを期待している。彼らは、また産学に存在する溝（産が短期的観点で学が

長期的観点）も溶解することを期待し外部組織との互恵の関係を築くことの可

能性についても指摘する(Hockberger et al. 2013)。 

ファーバーとウェイスは、コアファシリティに関する現状について、コアファ

シリティの多くのスタッフは、基礎科学をバックグラウンドとしているのでサ

ービス促進のためのマネジメントを専門としていないのが課題であることや、

多くの施設ではコアファシリティの人材の身分は安定していない一方、最近の

流れで、バンダービルト大学やニューヨーク大学などの施設では、こうした人材
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の身分を保証する流れを指摘する。こうした現状を指摘する中で、彼らは、行政

側が投資効率を最大化するために、コアとなる基盤ファシリティを外部のいく

つかの研究所でシェアするよう、特定の基盤施設にファンディングする NIH の

試みについて紹介する(Farber and Weiss 2011)。 

ヘイリーは、大学やアカデミックな医療機関をはじめとした研究施設は、最先

端研究が行う能力、優秀な人材を有し、外部資金を獲得できるため、コアファシ

リティがその機能の効果的かつプロアクティブで戦略的なマネジメントに注視

する必要性について指摘する。彼は、あくまで研究部門が他研究機関との競争に

負けないために充実したコアファシリティを整備することを主張している

(Haley 2009)。また、イヴァンティックらは、128ものコアファシリティの運営

予算・規模、利用料金などを比較し、今後、分子生物学関連でどのサービスに需

要について比較検討を行っている。彼らは、今後注目される分野として DNA シ

ーケンサー、質量分析、キャピラリー電気泳動、DNA合成等を挙げ、これらの利

用については 1989年以降 2倍のパーセンテージで増加しており、今後これらの

利用による収入増になると検討している(Ivanetich et al. 1993)。さらに、ゴ

ールドはこれまで、多額の予算を必要とする研究基盤インフラを維持管理でき

ることができるのは特定の研究グループのみであったが、コアファシリティの

試みが進展するようになれば、大きな研究インフラを個別に研究者が準備しな

くともよいという意味で、 コアファシリティの存在が科学を民主化する手掛か

りになるかもしれないとこれに注目する。一方、施設の維持管理について、法人

は施設運営の一部しか負担しないので、施設が独自に運転資金を稼がなくては

ならない点を指摘する。これに際して、コアファシリティのディレクターはサー

ビスのみならず、研究開発・市場の動向にも精通していなくてはならない(Gould 

2015)とする。 

これら欧米をはじめとした多くの議論においては、一部ゴールドの議論のよ

うな議論を見ることができるが、施設の効率性やユーザーサイドの利便性を中

心とした議論が行われている。これらの議論では、たとえば研究基盤施設の利用

収入を増加させるニーズのある装置についての検討や、装置をシェアすること

で法人が負担する費用を抑える観点からの分析、さらには施設を利用するユー

ザーの効率性やサービス向上の観点をはじめとした利用者サイドの利便性につ

いての議論など施設の利用向上や利便性等の議論に終始している。 

この点に関して、江刺らは、大学施設の運営に携わる責任者・当事者の視点か

ら、これまで紹介した施設担当者の視点から、施設運営の課題や問題点を指摘す

る。彼らは、研究基盤施設の運営に関しては、科学的な業績や論文数で一元的に

評価されるのはもちろんのこと、国際学会の開催回数や新聞に掲載された指標

のみで評価されるのでは、施設側のインセンティブが上がらないことを指摘し、
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これを促進するための評価軸を設定すべきとして、施設側の立場や観点から評

価軸を出す必要性を指摘する(江刺・本間・出川 2009)。 

 

 まとめ 

一研究室では整備が不可能な研究基盤施設を広く組織外に所属するユーザー

に開放することはこれまでにも、大型の研究基盤施設である加速器施設等の共

同利用施設等の施設を利用といった事例にみられるとおり、広く行われてき

た。こうした利用は、単に施設を利用する国内アカデミアにとどまらず、国外

ユーザーにも、またアカデミアのみならずインダストリユーザーにも広く開放

するというものであった。 

また、昨今の大学法人統合といった問題が顕在化するなか、公的研究機関が

有する多くの研究基盤インフラをシェアするため外部に共用する考え方は、多

くの法人が取り組むべき問題となっている。こうした背景を受け、設置の当初

から共同利用を念頭においた研究基盤施設にとどまらず、法人が独自研究のた

めに整備した施設を、新たに外部に開放する流れを見られるようになってい

る。 

研究基盤施設に関する先行研究では、研究施設においては、組織が大型化

し、活動が細分化されていることから、研究活動が没個性化している、という

分析が多くを占めている。また、こうした事情により、施設に参画する研究支

援者や技術者は知識生産のプロセスにかかわることはないという見解が多数を

占めている。また、外部共用の推進方策の議論の中で、振興方策についての政

策や推進マネジメントの多くは、サービス業務をどう推進するか、または短期

的な観点から利用料金をどのように増加させるのか点に重点が置かれがちであ

り、アカデミアに従事する担当者のインセンティブへの考慮が課題となってい

る。 

 

2.3. イノベーションハブにおけるインセンティブと評価 

 ここでは、イノベーションハブにおけるインセンティブと評価の問題を整理

するため、これまでの社会学や STS分野の議論を中心に議論されてきた研究活

動の評価やインセンティブについての議論を紹介することで明らかにすること

としたい。 

 

 研究開発組織における研究開発の従事者のインセンティブ 

研究開発組織で研究開発の従事者がどのようなインセンティブを持っている

のかという問題については、産業社会学分野でこれまで検討が行われている。た
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とえばペルツは、研究開発組織の作業効率やアウトプットを向上させるために

はどういった要素が重要なのかという問題意識に基づいて、運営する管理者の

立場から研究開発に携わるアクターの研究開発の動機や文化についての分析を

行っている。 

彼は、軍関連のファンドや研究所を統括する親会社の管理部門からのファン

ドで研究を行っている研究者によるインタビューを中心としたアンケート調査

を行うことで、表 8に示すとおり研究開発組織に所属するアクターとして 5種

類に分類する考察を行っている(Pelz 1976: 139)。 

 

表 8 研究開発組織を構成するグループ 

A 開発志向型の研究所における

博士群 

これの半分は企業に、他の半分は政

府に属する 

B 研究志向型の研究所における

博士群 

このうち三分の二は大学（われわれ

のいう学問的科学者がこの範疇に入

る）、あとの三分の一が政府関係 

C 博士優位でない開発志向型の

研究所における非博士群 

これらの大多数の人々は、工学の専

門分野で教育を受けているので、彼

らを「技術者」と呼ぶのが便利であ

った。そのうちの四分の三は企業

に、あとの四分の一は政府機関に属

する 

D 博士優位の研究所における非

博士群 

彼らは専門スタッフの一部であり、

しかも部下という地位であるがゆえ

に彼らを「科学者補」と呼ぶことに

した。その半数は政府に、あとの半

数は企業に属する 

E 博士優位でない研究志向型の

研究所における博士号を持た

ぬ科学者 

これらはすべて政府の研究所に属す

る 

出典：(Pelz 1976: 139) をもとに筆者作成 

 

ペルツは、5つに分類された研究開発組織で従事する人々を「科学志向」と「制

度志向」の二つのモチベーションが支えていると説明する。彼が説明する科学志

向とは「科学に貢献し、自己の知識、技能を用い、自己のアイデアを実行する自

由を持つ機会を重要であると評価」されるもの、また制度志向とは「個人がより
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責任ある重要な職務に昇進することや、最高経営者と交際することを大切とす

る考え方」(Pelz 1976: 6)であるとする。 

ペルツと同様に三崎による分析も、研究開発組織に所属するアクターを科学

研究に従事する科学者と、それ以外のアクターに分類するアプローチをとって

いる。三崎は、研究開発組織においては、アカデミックコミュニティへの貢献に

端を発する動機と所属する組織に対する貢献を目指すもの、の二つがあるとす

る。彼は、アカデミックコミュニティへの貢献を志向する研究者は、所属する組

織よりもアカデミックコミュニティへの貢献を第一義に置くので、彼らが所属

する組織に対する貢献についてこれを軽視する傾向にある点を指摘している 

(三崎 2004)。 

こうした見解は、産業社会学のみならず、技術経営（MOT）分野をはじめとし

た人材育成マネジメントについての議論の中にも見ることができる。例えば、開

本も研究開発マネジメントの観点から、研究開発組織におけるアカデミックコ

ミュニティへの貢献を志向する科学者を組織内でマネジメントすることのむつ

かしさを指摘する。彼はその背景として、公的研究開発機関における研究者は、

組織の中で出世する観点よりは、自立的にテーマを選択し基礎研究を行うこと

によって自己の創造性を発揮する側面が重視される点を挙げ、所属する組織に

対する貢献に対してそれを重視することがない点を挙げている(開本 2006)。 

バージェルマンとセールスは、研究開発組織における人事評価を考察する分

析の中で、研究活動を主に行うものに対する評価と事業展開を主に行うものに

対する評価において二つの異なる価値観が存在しているとする分析を行ってい

る。彼らは、これらの価値軸はそれぞれ異なるものである背景について、それぞ

れの価値観を持つ人材はそれぞれ特有文化や動機そしてアイデンティティをも

ち、これらが交わることがむつかしいと指摘する(Burgelman and Sayles 

1986=1987)。 

また、彼らは研究開発部門と事業部門を構成する人々の立場や目的が大きく

異なることを表 9に示すとおり分類したうえで、それぞれに偏った製品開発や

実用化事業だけではうまくいかないことを指摘し、これらと経営者によるマネ

ジメントのバランスが重要であることについて指摘する。 

 

表 9 研究開発部門と事業部門の相違 

主要な尺度 研究開発部門のメンバー 事業・市場探索部門のメンバー 

構造 

明確 

・研究の伝統にのっとっている 

 

不明確 

･研究の伝統というべきものは

ない 
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・地位が明確に決められている ・地位はそれほど明確に決めら

れてはいない。 

手法 
科学的で規則化されている 場当たり的で規則化されていな

い。 

データー･

ベース 

体系的かつ客観的 体系的でなく、かなり主観的 

職務及び時

間的切迫感 

主として内的：どれくらいかか

るか？ 

主として外的：どれくらいの余

裕があるか？ 

行動前提と

なっている

仮説 

偶然の才 計画 

目的 
「斬新な」アイデア：改善は可

能か？ 

「大きな」アイデア：実行可能

か？ 

達成基準 研究のありかた 結果の程度 

学歴 博士 学士または修士 

経験 深く狭い 広く浅い 

職位目標 
ベンチャー・マネージャーにな

れるか？ 

ベンチャー・マネージャーにな

れるか？ 

出典：(Burgelman and Sayles 1986=1987: 115)  

 

彼らは、研究開発部門と事業部門を構成する人々の出自・文化・モチベーショ

ンのリソースなどが根本的に異なるので、様々なレベルにおいて衝突すること

が多い。これら二つの別々のグループは前者が特定の科学技術の分野で訓練し

方法論を身につけた博士号を持つ人々であり、後者についてはそれとは異なる

教育機会を得るにいたっている(Burgelman and Sayles 1986=1987: 110)。 

マーテンソンらは、これまでのアプローチが前提としていた、それぞれ異なる

価値観について、新事実発見を目指す科学研究や応用技術開発を目指す工学研

究など異なる研究開発のタイプが存在するなかで、これらを法人や組織内でど

のように評価するのか、またそれぞれのアクターが持つ異なるインセンティブ

をどのように評価していくのか、が現代の知識生産環境を考えるうえで課題と

なっている点に言及している(Mårtensson et al. 2016)。 
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以上のとおり、産業社会学や MOT の分野を中心に研究開発組織における科学

者や技術者の研究開発の動機についての議論を紹介したが、これらの議論では、

動機として主として所属する組織とは異なる社会グループとしてのアカデミッ

クコミュニティへの貢献を志向するものと、所属する研究開発組織に対する貢

献を志向する二つの動機があることが示されている。また、事業開発系の組織に

おいては、アカデミックコミュニティへの貢献よりは、製品開発や実用化を達成

することがプライマリーの動機としてとらえている。また、これらの議論では、

二つの異なる価値観を別のものとしてとらえている。 

 

 学術志向とアプリケーション志向の知識生産 

ギボンズらは現代社会を特徴づける知識生産のモードとして、これまで支配

的であった、特定の学会コミュニティの興味に沿ってアカデミックな価値観で

規定されるモード 1 モデルの知識生産に加え、これとは対照的にアプリケーシ

ョンの範疇で規定される価値観としてのモード 2 の二つの異なる体系を持つよ

うになっていることを指摘する。 

こうした背景が起きるきっかけとして、彼らは、特に 1980年代より高等教育

の大衆化や知識産業の発展、情報技術インフラの整備等の社会環境の変化をは

じめとした「供給サイドにおける潜在的な知識生産者の拡大と、需要サイドの専

門知識に対する要求の拡大が同時並行的に起こっている」(Gibbons 1994=1997: 

43)ことで、その性質が大きく変化したとする。 

彼らはモード 1を「ニュートン・モデル（経験主義的で数学的なもの）を多く

の研究分野へ普及させ、それらの研究分野を健全なる科学実践と考えられるも

のに従わせるように発達した知識生産の形態、すなわち概念、方法、価値、規範

の複合体のことを指」し、「この種の知識の生産、正統性、普及が従うべき認知

的、社会的規範」(Gibbons 1994=1997: 22)をモード 1と定義する。そして、先

に言及した現代社会をめぐる知識生産環境において、よりアプリケーションの

側面を重視した環境としてのモード 2 を取り上げる。この二つの型を対比的に

示したのが表 10である。 

 

表 10 モード 1とモード 2の比較 

  モード１ モード 2 

特徴 

特定のコミュニティで、主として

学術的な関心が支配するコンテ

クストの中で問題が設定され解

決される 

知識はアプリケーションのコン

テクストの中でされ解決される。

知識は広範な動機から生まれる。

産業界、政府、社会の誰かにとっ

て役立つことが意図されている 



 50 

ディシ

プリン 

ディシプリナリ トランスディシプリナリ 

アクタ

ー 

均質性によって特徴づけられ。主

としてアカデミアをはじめとし

た制度化された研究グループに

よって知識生産が担われる。 

非均質性によって特徴づけられ

る。広い範囲から一時的で非均質

的な組み合わせの実践家たちが

集まり、特殊で局所的なコンテク

ストの中で設定された問題の解

決のためにコラボレートする。 

組織 
組織は階層的であり、その形態を

維持しようとする傾向がある 

より非階層的であり、一次的であ

る 

出典：(Gibbons 1994=1997: 22–30をもとに筆者作成) 

 

モード 1型の知識生産を特徴について、主として科学社会学分野から分析を

行うものにマートンによる分析がある。マートンは、科学研究を定式化させる

機能については、科学研究が持つ倫理やエトスの中に内在化されるという分析

を行っている。彼は科学知識それ自体がもつ文化として表 11 で示す「CUDOS」

を挙げ、これが近代科学における知識生産の発展に不可欠な社会的特徴である

ことを指摘する。マートンは普遍主義について、科学知識は個人的・社会的な属

性、つまり人種、国籍、宗教、階級、個人的素質などによって左右されてはな

らないものであると説明する。また、科学知識の成果は本来協働的・累積的な

性質を持つものであり、その成果は広く共有されるものである公共性・公有制

（コミュニズム）についても取り上げる。また、そうした科学知識の集積物は

個々の利害を超越（利己主義でも利他主義でもない）するものであると取り上

げる(Merton 1949＝1961)15。 

また、モード２型の研究開発の特長について分析したものについてはザイマ

ンによるものがある、彼によればさらに基礎研究と応用研究の境界がこれまで

と比較してなくなってきたことにともなって、基礎研究を行うインダストリや、

                         
15成定によれば、マートンが展開した科学社会学は、自律的な社会システムとしての科

学者集団内部の構造・機能的な分析に限定するようになったことから、科学知識をブラッ

クボックスの中に封じ込めてしまったと批判されているが、この理由として彼が指摘して

いるのは、1940年代から 50年代にかけて米ソの冷戦体制下のイデオロギー的対立を反映

して、科学と社会との相互作用を主題とする研究は左傾的だとみなされる恐れがあり学界

でもタブー視された事情があったことを挙げている。こうした背景から、マートンその人

も、第二次大戦後は科学と社会の相互作用を総合的に問題とする学位論文執筆時の研究関

心を後退ないしはシフトさせたと分析する(成定 1994: 318–19)。 
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特許や産業化さらにはマネジメントに注力するアカデミアなど、それぞれがこ

れまで固執・踏襲してきたやり方を変え、それぞれの境界線を乗り越える必要性

が生じている事に言及する。このような状況が生じた背景として、彼はマートン

の CUDOSに対となる概念として「PLACE」を位置づけ（表 11）、基礎研究と応用

研究を隔てる考え方や文化が狭まっている現状において、これまでの研究開発

で常識とされてきた方法論や認識論を改めなければならない状況にあると指摘

する(Ziman 1994=1995: 231)。 

 

表 11 CUDOSと PLACE の比較 

CUDOS PLACE 

Communalism（普遍主義） Proprietary（所有的） 

Universalism（公有性） Local（局所的） 

Disinterestedness（利害の超越） Authoritarian（権威主義的） 

Organised Scepticism 

（系統的な懐疑主義) 

Commissioned Expert work 

（請負的・専門的） 

出典：(Merton 1949＝1961; Ziman 1994=1995 をもとに筆者作成) 

 

・学術的側面の評価：ピアレビュー 

研究活動を評価する方法論としては、研究者仲間（ピア）による質的な評価

法としてのピアレビューがある。藤垣は、科学者の形成する主要なグループと

して「専門誌の編集・投稿・査読活動」を担うジャーナル共同体についての言

及の中でピアレビューの果たす役割について分析する。彼女は、ジャーナル共

同体の主要な機能についての議論の中で、以下の四つを挙げている。 

 

1. 科学者の業績は主に専門誌に印刷され、公刊されることによって評

価される。 

2. 科学者によって生産された知識は、信頼ある専門誌に掲載許諾され

ることによって、その正しさが保障される（妥当的保証） 

3. 科学者の後継者の育成は、まずこの種の専門誌に掲載許諾される論

文を作成する教育をすることから始まる 

4. 科学者の次の予算獲得と地位獲得（研究予算、研究人員、研究環境

等社会的側面の獲得）は、主にこのジャーナル共同体に掲載許諾さ

れた論文の記された業績リストを基に行われる (藤垣 2003: 16–

17) 
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藤垣は、ジャーナル共同体を介して科学者がその業績として評価され、その

中で活動し次なる世代の育成までになう、まさに科学者の社会を形成するもの

であると説明する（藤垣 2003: 22) 16。 

ピアレビューが研究内容を評価するとともに、研究内容が公平かつ中立であ

ることを社会的に保証する機能も担っている点について、プライスはピアレビ

ューが成立した背景についての議論の中で、学術論文を執筆する背景につい

て、仕事の内容ではなく、仕事がピアレビューによって認められることによっ

て正当化されるためであるとの分析を行っている。彼は現行の以前の先行研究

などを引用しながら学術論文を書くスタイルが確立されたのは、1850 年ごろで

あるとして、それ以前のものについては、脚注をつけることによって分析を進

めるスタイルはあまりみられなかったとする。彼は選考の業績を引用したもの

が主流になるまでは、それまでの学術論文を執筆する目的として「知的財産の

確立」とその権利の保護であったとする。また、ピアレビューが確立した背景

として、芸術家による創造との比較を紹介している。彼は、芸術家による作品

が個性を主張しそれを認めてもらう形をとる一方で、科学論文はその評価は同

僚によってはじめて認められるものであり、これがピアレビューを確立させた

ものと説明する (Price 1963=1970: 80–85) 。 

科学知識の品質を審査し定式化するピアレビュー制度は、科学技術政策を支

える評価軸としても活用されてきた。例えば、自らも生化学者でもあるコーン

バーグは、第二次大戦後の米国における科学技術政策のとった改革として第一

にあげているものとして、公的研究機関である米国の国立衛生研究所（NIH）

の資金配分法として採用したピアレビューを挙げている。彼はこの制度こそが

研究成果の社会的展開についても重要な役割を果たすものとしてこれを評価す

る(Kornberg 1989=1991: 174–78)。彼は戦前における研究プログラムのファン

ディングはこのようなピアレビューではなく、行政や一部のボスたちが閉鎖的

に行ってきたものであるとして、具体的な例として米国における農業科学のプ

ロジェクトを挙げる。彼は農業科学のプロジェクトが当時の農林省の官僚に任

せられていたことにより「農学に対する基礎的な知識は不活発のままとなり、

                         
16 藤垣は、この概念に反対するものとして、昨今注目されるようになった環境問題等にお

ける技術・政策アセスメント等をはじめとしたオープンで開放的な考え方を旨とする科学

技術に関する「公共性」について、これが専門主義による閉鎖性とは逆の性格を持つもの

であるとする。彼女は公共性について「だれもがアクセスしうる空間である」・「公共性の

条件は、人々の価値が互いに異質なものであるということ」・「公共性は、人々の間にある

事柄、人々の間に生起する出来事への関心を問題とし、同一性を持たない。公共空間は共

通の関心事をめぐって、差異を条件とする言説の空間である」・「共同体のように一元的・

排他的な帰属を求めない」点をあげ、専門主義と公共性を対置した時に見えてくる大きな

特徴の一つとして閉鎖性と公開性が存在することを挙げている(藤垣 2003: 25–26)。 
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植物や農業の動物についての基礎的な生化学や遺伝学について、ほとんど新し

い知識が得られることはなかった」(Kornberg 1989=1991: 179)とこれを批判

する。彼は戦後 NIH が行ってきたファンディングでは、その時代時代の科学者

にとって興味深い微生物、ビタミン、酵素、遺伝子などをはじめとした具体的

なテーマが科学者によって選定され、ピアレビューによる競争を経て配付され

てきたとする (Kornberg 1989=1991: 394–95)。 

ピアレビュー制度を批判するものとして、社会的・政策的な影響力が増して

いる研究開発の評価を既存のピアレビューによる質的評価のみで評価すること

へ疑義を示すものがある。例えば、この点に関して例えば福島と田原は社会環

境をめぐる多元的な要素が知識生産の評価に大きく影響を及ぼしている状況に

ついて「ポスト・ノーマル・サイエンス」と述べ、著者、編集者、査読者など

「選ばれたエリートたちによって科学知の品質が積み上げられ保証される」

（福島・田原 2013:11）考え方はもはや成り立たないとする見解を示す。 

標葉と林も、研究費が増大したことにともなって、一般的な政策と同様に科

学技術に対してもより効来的・効率的な配分・運用が強く求められるようにな

っており、研究開発評価のシステムは、既存のピアレビューによる学術的な質

的評価を超えるものへと拡大する必要がある点を指摘する(標葉・林 2013: 

52)。彼らは、ジャーナル共同体単位での評価に加えて、法人組織としての評

価の必要性についてもあわせて主張する。これまでの評価の指標がそれぞれの

研究者が所属するそれぞれのジャーナル共同体によるピアレビューによって学

術的な評価がなされてきており、それぞれが所属している大学等法人機関によ

る評価はあまり重視されてこなかった背景から「これまで当然に存在してきた

研究基盤や人材などのインフラ整備のための資金も政府や産業界からの競争的

資金の中から獲得しなくてはならなくなるため、大学や研究機関は組織として

戦略的にその獲得を図らなければならない」として、研究評価に関しても個々

の研究者だけでなく、彼らが所属している大学等研究開発機関など法人レベル

においての評価が行われるようになってきた点について指摘する(標葉・林 

2013: 57)。 

宮田も、ピアレビューで評価する価値軸が特定の専門知識のみを対象とした

ものでしかないとして、これが限定的で社会的な影響が見えづらい点に言及し

ている。彼は米国政府からの研究資金の分配は、専門家である科学者による相

互評価制度で決定するとこの方式がある程度の成果を上げてきたことに言及す

る一方、過去の成功実績も考慮され研究が保守的なものになる可能性があるこ

と、またレビュアーの同意をとりづらい常識はずれのテーマには資金は行きに

くいといった問題や異なる学問分野同士の比較は難しいなどの問題を挙げてい

る。また、そもそもピアレビューは研究者仲間の相互評価を基本としており、
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成果一つ一つの社会に対する影響について評価することまで対応することが難

しいのではないか、と指摘する。彼はこうした問題に対応するためには「納税

者への責任を持たせるため、民主的に選ばれた議会の方がもっと決定に関与す

べき」(宮田 2002: 70–78)だとする改善案に言及している。 

バーンズも同様にピアレビューが内向的で社会性に関して欠如している部分

があることを指摘している。彼は科学の質についての評価の方法として採用さ

れている、専門家達によるピアレビューが仲間内の内向的な存在となってお

り、それ以外の社会グループの意見を採用しにくい現状があることも指摘す

る。彼は、科学の世界においては、「資格のある科学者の言うことはほとんど

常にまともに受け止められ、その科学者の評判がよいだけの理由で正しいと信

じられることが多い。部外者の言うことは一般にまともには受け取られず、部

内者が独自に検証して初めて承認される」として、その内向的な性格について

取り上げる (Barnes 1985=1989: 69)17。 

 

・アプリケーション的側面の評価 

これまでの知識生産の主要な特徴であった学術的な評価についてピアレビュ

ーによる質的観点とサイエントメトリクスによる量的な観点からのアプローチ

を紹介したが、これら学術的な観点に加えて研究活動を社会・経済的な要素か

ら評価することを検討するものもある18。 

                         
17 ピアレビューに対して懐疑的なスタンスをとる背景として、彼は科学研究を遂行するた

めに要する費用が急激に増加したことによって、これまでは科学のコミュニティにおおむ

ねすべての決定を委ねてきたような流れから、社会的・政治的な観点を重視しこうした観

点を加味しなければならなくなってきたことに言及する。バーンズは、戦後の「巨大科

学」などが建設・設置してきた、加速器、電波望遠鏡、巨大計算機などの装置の設置や維

持管理に多くの費用が要することになり、その増加については指数関数的な尺度で見られ

るようになっていると指摘する。こうした背景を受け、科学活動の政治的・経済的側面を

考慮すべきだとの考え方が定式化されつつあるとする(Barnes 1985=1989: 6–7)。彼は、

科学知識については、専門知識の取得の上に成り立つその性格上、基本的に技術の習得の

要素が強く、議論や検討して作り上げる要素が弱いとのことから、独断と権威を重んじる

要素が色濃く持っていることに言及している。また、バーンズは、科学知識の習得につい

て「信条が純粋に理性に基づいて受け入れられ、権威とか隠れた強制によるのでは全くな

いことを望」んだうえで、科学は一つの職業であり、職業として存在を続けるために知識

を学ぶ独断的な活動とならざるを得ないことを指摘する。そしてその例として、科学の学

生が知識を習得する際に、哲学の学生が解釈をめぐって議論を積み重ねるのに対して、議

論を積み重ねるよりは技術の習得のためにその多くの時間を費やすことを挙げている

(Barnes 1985=1989: 100–101)。 
18 このアプローチの先駆けとしてプライスは、実験で扱うエネルギー等の増加にともな

う装置の大型化・高額化など、科学研究が使用する予算などが指数関数的に大規模なこと

になっていることから、その方向性についても学会のみに任せるのではなく、社会政策レ
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研究の質的内容についての評価はピアレビューが基本となっているが、マー

ティンは研究開発の評価、特に大型研究プロジェクトについて、基礎研究を多

次元に評価する指標としてピアレビューに加え、1）科学的、2）教育的、3）

技術的、そして 4）文化的に代表される 4つの社会的な指標に基づいてこれ

を、複合的に参照し評価する必要性を説く(Martin 1996: 346)。 

彼は、こうした指標が必要になってきた背景として、ピアレビューが新興研

究分野や予算が上昇している分野についてはよく機能するが、その逆に関して

はあまり機能しない例に触れつつ、大型研究プロジェクトなどの実施による多

額の予算や、行政予算の減少などの背景をふまえ、ピアレビュー以外の指標で

評価をする必要性が高まっている点に言及する(Martin 1996: 345)。また、研

究プロジェクトに予算をどれだけ配分すればよいかという問題について、行

政・政策担当者が把握できるように、以下の四つのポイントを明確にする必要

性を述べている(Martin and Irvine 1983: 62)。 

１）他の公共セクターに対してどれくらいの規模が適正なのか 

２）異なる分野に対してどれくらいの規模の予算を投じることが適正なのか 

３）異なる研究組織にどのように予算を配分すべきなのか 

４）同一分野においてどのように予算を配分すべきなのか 

このようにマーティンは、適正な予算配分のためには、政策決定者もきちん

と評価軸を持っていなければならないとして、これまでどんなアウトプットを

出してきたのかを複合的に評価することはできるけれど、将来どう言った投資

をすべきなのかについて判断する指標となることはできないことが課題である

とする(Martin and Irvine 1983: 88)。 

                         

ベルで把握しておく必要性について言及する。彼は、科学技術に関する経費が戦争に匹敵

するほどの予算を必要とするようになってきているとして、科学者のみにその采配を任せ

るには荷が重過ぎるとして、これを定量的に把握することの必要性を冒頭で述べている 

(Price 1963=1970: 1-2)。プライスは、定量的に科学技術に関する活動を把握することに

よって判明した「一貫性と規則性」として、科学技術の発展は「複利式であり、等しい期

間に一定数倍するような増え方をする」(Price 1963=1970: 7)ものであると指摘する。具

体的には、出版された論文や雑誌、特許、研究費を計量・分析することにより、科学技術

に従事する人員や論文等の出版物で示される科学技術の規模は１０年または１５年で二倍

になることを示す(Price 1963=1970: 11)。また、彼はこの挙動は、ほかの計量可能な諸

特質と比較してより忠実な規則的な挙動を示す物であるとしている(Price 1963=1970: 

186)。 
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また、福島と田原は、科学技術の評価が、質的な観点から判断されるのみな

らず、量的な要素も重要なファクターとなりつつあることに言及する。そし

て、こうした背景において、知識生産がどのように評価されるのか、どのよう

な背景のもとで評価されて来たのか、について整理する必要があると述べてい

る。彼らは、その方法として、質的な評価に重点を置くピアレビューと定量的

な方法論としてのサイエントメトリクスの二つに言及する。ピアレビューが、

研究活動の内容や質的観点を充分に理解できるピアレビューによる評価で判断

する一方、サイエントメトリクスは研究の質を「論文の引用数等のネットワー

ク構造」の形で明示化していくものであるとする(福島・田原 2013: 10)。 

彼らは、現代においてはこうした方法論を通じて、これまでの行政などが科

学政策の立案にあたって客観的なエビデンスよりは「非合理な政治性」が一定

の影響力を持っていた背景から「客観的根拠(エビデンス)に基づき、合理的な

プロセスにより政策」を立案しかつ「政策形成の実践の場に活用できる客観的

根拠に基づく複数の政策メニューが提示され、そこから科学的合理性をもった

選択がなされるという政策決定のプロセス」を導入するきっかけになるとして

一定の評価を与えている（福島・田原 2013:13）。 

標葉と林は、研究開発の評価に関する議論の中で、研究開発を評価する基準

として、科学・学術的な貢献を重視するものと社会経済的な貢献をどれだけ行

ったのかについての基準を別のものとして考えるべきである見地に基づき、社

会経済的な知識生産について検討を行っている。 

彼らは、こうした考え方が導入された背景について検討するため、ヘムリン

とラスムッセンが主張する「質の管理」から「質のモニタリング」への移行に

おける視点に注目する（表 12）。彼らはこのように知識生産に対する評価が

社会経済的な観点に多元化したことに指摘しつつも、実際には新しい価値基準

が法人等の予算等資源配分にあまり影響を与えてこなかったとして、評価の実

施意味があやふやになっている現状もあわせて指摘している。彼らによれば、

この考え方においては知識生産の評価基準はこれまで主流であった科学的価値

のみから社会的価値を含むものに拡大したとし「評価の焦点(単位)は個々の研

究者やその成果から、集合体としての組織やプログラムへと拡大」して「評価

者もピア以外を含む形に変わる」ものであると説明する(標葉・林 2013: 

57)。 

 

表 12 「質の管理」から「質のモニタリング」への移行における視点 
 

質の管理（プロダクト中心） 質のモニタリング（プロセス中心） 

基準 科学的 科学的かつ社会的 
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焦点 個々の研究者 組織、ネットワーク 

目標 知識の妥当性・信頼性 知識の社会的頑健性、学習 

評価者 伝統的ピア 新たなピア、ユーザー、コンサルタ

ント、一般市民 

評価の

時期 

成果が出た後 常に継続的に 

科学論

におけ

る視点 

一次：知識の哲学・社会学 二次：知識マネジメント、組織学習 

出典：(標葉・林 2013: 57）をもとに筆者作成 

 

アプリケーション的な観点からの評価が陥りやすい問題点として、評価軸が

短期的な指標にとらわれがちである点を指摘するものもある。例えば伊地知

は、日本における研究開発機関の行う評価体制は、研究プログラム、法人、行

政などによる様々なレベルから重層的に行われているとこれを評価しつつも、

その多くが個々の研究開発プログラムの予算の多寡をはじめとする短期的な側

面ばかりに目がいってしまい研究開発組織の中長期的な観点からの改善、つま

り当該法人それ自体のマネジメントや「国全体として、広義での「研究基盤」

が十分に備わっているかどうか」の観点からの評価については目が行きにくく

なっている点について指摘する(伊地知 2010: 221–30)。 

彼は、法人が定める中期計画についても、その多くが短期的な達成指標に重点

が置かれ、「長期的に、研究開発コミュニティが備えるべきおよび機関が獲得・

蓄積すべき、知識・能力の構築という観点」(伊地知 2010: 224)や「持続的な研

究開発システムを保持することにつながる」（伊地知 2010: 230)要素があまり

注目されていない点を指摘する。こうした問題が生じてしまった背景として彼

が指摘するのは、それぞれの研究開発機関の中に「個々の機関・大学等が相互に

競争すると、国全体としてよりよい結果が得られるはずである」(伊地知 2010: 

230) といった暗黙の過程が存在することを挙げている。こうした前提が結果と

して個々の法人ごとの特性等をふまえたマネジメントを策定することに後ろ向

きな姿勢や判断を与えることに対して危惧を投げかける。 

福島と田原は、第二次世界大戦後の米国の科学政策が「科学に関わることは科

学コミュニティにまかせておくことが社会に対して最も効果的に便益をもたら

す方途であるとする勢力(「繁栄の自治」型)と「科学であっても公的支援を受け
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るからには「投資に見合った価値」を示すべきであると考える勢力(説明責任派)

が拮抗してきたとするコジェンズの議論に言及する(福島・田原 2013: 12)。ま

た彼らは知識生産における評価に関して重要な観点を一元的に決めるができず、

仮に何らかの基準を設定して評価するとその指標が独り歩きしてし、時として、

近視眼的で成果主義に外れた中長期的な指標が無視されてしまう事態が生じる

可能性があることを指摘する19(福島・田原 2013: 10)。 

 

 アカデミアとインダストリの溝 

アカデミアとインダストリの共存が難しいことを指摘する議論が存在する。

例えばピサノは、バイオテクノロジーを利用したビジネスは基礎研究と応用研

究の境界が限りなく存在しないとされていることから、即、莫大な利益を生み

出すものとしてベンチャー・キャピタル等の投資家などの興味をひきつけてい

るが、サイエンスとビジネスの間には依然として明確な境界が存在し、利益を

出すことの難しさについて言及する。また、連携がうまくいかない背景とし

て、彼は実際にビジネスに結びつけるとしても、そもそもアカデミックとビジ

ネスが持つ価値観はそもそも異なるものであり、両立する事の難しさについて

指摘する。サイエンスとビジネスの摩擦は、文化的規範や価値観、習慣の違い

に始まりさまざまな場面で見て取れるとする分析を行っている20(Pisano 

2006=2008) 

彼は、ビジネス上の制度の要求する基準とサイエンス上の制度の要求する基

準の間で緊張が生じる背景に注目し、例えばサイエンスがアイデアや知見の妥

当性や方法論を重視し、情報の公開と共有に価値を置き、アカデミックなイン

                         
19 応用研究と基礎研究のどちらに充填すべきかといった問題に対しては、たとえば宮田

は、米国においては国防省が 1966年に発表したレポートのなかでイノベーションは基礎

研究から起きておらず、明確な目標を持った開発の成果であると主張する一方、ファンデ

ィング機関 NSF（National Science Foundation）が基礎研究の存在を重視するといったス

タンスを展開していたことを紹介する(宮田 2002: 41–51)。 
20 ピサノは、バイオテクノロジーを利用した製薬会社について、一つ薬を上市するまでに

R&Dに要する費用は平均 2000億円だが、あたれば特許が切れるまでに要する約 10－15年

間で年間平均 1000億円もの売り上げを計上するとしつつも、これまでのバイオテクノロ

ジー産業の 1975～2004年までの収益と利益の合計額の推移をみて、利益はほとんどない

ことを指摘し、目覚しい科学的成功はまだ経済的成功に結びついていないことを言及する

(Pisano 2006=2008: 23)。また、バイオテクノロジー産業がベンチャーキャピタルからあ

る程度の評価を受けてきたことについて、投資家の「極端な成功例に目が向いている」

(Pisano 2006=2008: 195)ことを挙げている。また、こうした成功例に自信のキャリアパ

スを変更する科学者の姿についてのエスノグラフィについては、ラビナウの分析が詳し

い。ラビナウは、1980年代にバイオテクノロジー分野が社会に大きな影響を与えた状況に

焦点を当て、当該分野の大学院生が終了後のキャリアパスとしてアカデミックなキャリア

のかわりに、バイオ産業に身を投じる認識的文化を分析したエスノグラフィを発表してい

る(Rabinow 1996: 2)。 
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パクトと知識体系への貢献を評価の対象とするのに対し、ビジネスでは有用性

や結果を重んじ、なされた仕事についてはおおむね秘密と占有をもとめ、要求

される成果については、あくまでも財務成績が評価基準とするように、そもそ

も共有する価値観を持っていない点を指摘する(Pisano 2006=2008: 24–25)。

彼は、基礎研究が応用に適応可能と思われがちだが、そう見えているだけで、

実際はそうではない点を、基礎研究を産業化する際に必要な「リスク管理」と

「すり合わせ」と「組織学習」が必要ないと一見思われてないことが、様々な

投資をひきつけていたが、実際は、これらの手続きなしに製品化を行うことが

難しいことを分析することでこれを批判する21 (Pisano 2006=2008: 10)。 

また、アプリケーションの側面が強調されすぎると、学術的な発想がゆがめ

られてしまうことを危惧する議論も存在する。ネーダーとクリムスキーは、利

益相反の観点から、基礎研究が中立・公平ではなくなってしまうことを危惧す

る見解も表明する。彼らは『産学連携と科学の堕落』のなかで、知識の公平・

中立性がなぜ失われてしまったのかについて、利益相反の問題とそれをもたら

した背景を指摘することによって議論を展開している。彼らは、科学における

利益相反の問題は「研究のバイアスならびに大学の科学者の間での社会的に価

値のある倫理的規範―公平無私の精神―が失われていることにかかわってく

る」(Nader and Krimsky 2004=2006: 8)として、これまでの科学知識のモット

ーとしていた中立的な規範が失われるようになってしまったことを指摘する。

彼らは、こうした問題が顕在化した 1990年代に多くの学術雑誌が執筆者に利

益相反の開示を義務付ける等の利益相反のポリシーを定め、具体的には、テー

マと直接利益相反を持つ人間は論評や論説を執筆できないようにしたとする

(Nader and Krimsky 2004=2006: 205)。こうした状況が出現するきっかけとし

て彼らが提示するのが、科学技術に利益相反の問題を顕在化させることとなっ

た大学と企業をつなげるきっかけをもたらしたバイオテクノロジー分野の出現

を挙げている22。 

                         
21 ピサノはこうした事態に対応するために、基礎研究成果を実用化に向けて一般的に行わ

れるようなリスクを管理し、引き受けたリスクに応じて報酬を分配するメカニズムとして

「新興企業に資金調達の道を開く未公開株式市場とベンチャーキャピタル、株式に流動性

を与えるための株式市場、知的財産権を他者に使用させるライセンスなどの契約制度、知

的財産権を保護する特許制度などの仕組み」の必要性を主張する(Pisano 2006=2008: 28–

29)。 
22 彼らは、1980年代におけるバイオテクノロジーの進展は大学と企業の間を密接にするき

っかけを作ったとする。彼らはその具体的な例として、米国での当該分野における大学で

使用する研究費に対する企業からの資金の比率は全分野の平均より 20ポイント高く、ほ

ぼ 50％のバイオテクノロジー企業が大学に資金提供していたとする。また、1984年まで

にバイオテクノロジーでは企業から大学への研究資金は 1億 2000万ドルとなり、企業か

ら大学への研究資金全体の約 42％を占めていた(Nader and Krimsky 2004=2006: 32)とし
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・過度な経済性は創造性を侵食する 

アプリケーションの側面を過度に追及することが閉鎖性を助長し、自由発想

から知識生産を行うことを危惧する者もある。ハートとネグリは、知識生産に

おいて社会経済性を重視する要素として知的所有権をあげ、これによる個人の

創造性やイノベーションを阻害している点について言及する。彼らは、本来知

識生産はオープンな環境において個々人の創造性を高める活動でなければなら

ないのに、社会的で公共的な知識が排他的な知的所有権によって囲まれること

が、それを阻害していると議論する(Hardt and Negri 2005=2006: 297)。この

ような立場にたてば、特許などをはじめとした知的所有権の主張について知識

の所有化を進めることは、イノベーションや知識の向上を進める流れに反する

ものであると考える(Hardt and Negri 2005=2006: 300)。 

また、ジョンソンは、特許制度は近代資本主義と密接に結びついているの

で、一見するとその制度の趣旨である権利の排他性が重要であるとしつつも、

競争がイノベーションを形成する問観点に立てば、この閉鎖性が弊害となりか

ねない点を指摘する(Johnson 2012=2014: 156)。彼によれば、科学分野のイノ

ベーションの情報は依然として共有財産とされていたが、商業分野のイノベー

ションの領域は特許法と独占的所有の承認に支配されるようになったとして、

「アイデアは、コミュニティ内を流通することが広く許されればいっそう改良

されるが、周囲に独占権の壁を巡らせば進歩の歩みが遅れるだけである」とこ

れを批判する(Johnson 2012=2014: 149–50)。 

タプスコットとウィリアムズも、これまでの知的財産の保護が逆に自由なイ

ノベーション創出を阻害している点を指摘することで分析している。彼らは、

クローズドな環境下においては組織の中で閉じられたものになりがちで、顧客

の観点なども見えにくくなってしまう。オープンな知識生産環境下において

は、顧客にとって必要な最終的な成果物を見据えて内外と調整しながら製品化

を目指す動きが新たにみられるようになっている。彼はこれまでの研究開発を

めぐる環境が閉鎖的なものであったと分析する。彼はこうした組織がある程度

の正当性を持っていた背景として、研究開発をめぐる環境にクローズドなもの

があったことに言及する。例えば、研究開発は閉じられた階層型組織において

外部の知識に頼ることなく独自の組織内で秘密裏に進められ(Tapscott and 

Williams 2010=2013: 130–31)、開発のために益となる情報だけでなく、ミス

や弱点など不利益になる情報もともども外部に出ることはなかった。また、技

                         
て、バイオテクノロジー分野において、中立・公平をモットーとしていた大学の知識生産

において私的な企業による資金が大きな影響を与えていたとする。 
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術情報は特許によって囲われていたとする23(Tapscott and Williams 

2010=2013: 52–53)。 

また、社会経済性を重視する基礎研究への批判として、基礎研究自体が軽視

され発展しなくなることを危惧するものも存在する。化学者である菅は、社会

経済的な要素が科学者の倫理に大きな影響を与えるようになったと認識しつつ

も、基本的には学術的な要素を追求する姿勢を崩すべきではないスタンスを持

っている。こうした議論を展開する背景として、国などの外部資金の申請にお

いて、学術要素を軽視した資源配分を行うことで、基礎研究が軽視される状況

を生み出し、研究開発環境が疲弊する恐れがあることを指摘する(菅 2012)。 

ミヨシは、現代日本における大学が日本社会の興味を急速に失っている現象

についての議論の中で、利潤に基づく「新自由主義」原則が、学者の理論に強力

に影響し、そのために世界政治システムばかりか、世界中の人間の日常文化が、

消費社会に圧倒され、アカデミア志向が疲弊している点について指摘している。

彼はこうした状況においては、知的所有権に関連する知識のみが重要視され、そ

れ以外の知識は相手にされなくなっているし、そうした状況の下で、それ以外の

知識において知識それ自身に意味を持たせない『知識のファッション化』と呼ば

れる状況が進展していると批判する。彼は、こうした状況が帰結するものとして

「大学が、商業利益活動のための機構へと再編される場合、利潤に直接つながっ

ていない社会科学、人文科学、また基礎科学が軽視される傾向が増大する」(ミ

ヨシ 1999: 50–51)と警鐘を鳴らす。 

社会学者のブルデューはその著書である『科学の科学』のなかで、これまで自

律性を保ってきた科学が、特にバイオテクノロジーといった科学的成果が経済

                         
23 タプスコットとウィリアムズによれば、オープンでフラットな研究開発環境で重視さ

れるのは「自分たちの顧客が本当に求めているのは何か」との観点で最終的な製品化を当

初からにらみつつ、場合によっては外部から知的財産を獲得し、そこから設計・構成する

コーディネート力が要求されると説明する。彼らは、科学知識のフラットな形成過程に着

目し、フラットな研究環境についての重要性を分析する(Tapscott and Williams 

2010=2013: 130–31)。 

彼らはボトムアップ型のコラボレーションが、クローズドな階層構造（すぐに消えてな

くなることはしないとしつつも）のライバルとして台頭していることを紹介する。彼は、

現状の研究開発をめぐる環境が、オープンでフラットな環境が整備されつつあり「誰もが

参加できるフラットな仕組みを超えて、知恵、能力、資源を一か所に集めたほうが、一組

織や一個人よりもはるかに大きなことを成し遂げられる点」(Tapscott and Williams 

2010=2013: 52)に注目している。こうした環境の下では、科学に関するデータや研究手法

を公開し共有することが可能となり「世界に散らばる新人研究者もベテラン研究者も、科

学的な発見の過程に参加できるようになり、研究が促進される」(Tapscott and Williams 

2010=2013: 36)とこれに注目する。 
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的な利益を大きくもたらす分野を中心に、政治的・経済的な圧力に科学が著しく

影響を受けている点を指摘する(Bourdieu 2001=2010: 10－11)。こうした状況

において、研究業績を質的な観点というよりは、論文数といった量的な観点のみ

によって評価されるということは、「科学や科学者を統治する合理的な手段」で

あるとこれを批判する(Bourdieu 2001=2010: 46)。サイエントメトリクス（科学

計量学）24は、論文の数で業績を計るのみで、社会的・経済的な背景を無視した

「マートン的構造＝機能主義と同じ根拠の上に成り立って」いると批判する。彼

はこうした考え方が「科学と科学者を統治するいかにも合理的な手段、そして官

僚的決定にいかにも科学的な正当化を与えるいかにも合理的な手段を科学行政

官に提供」(Bourdieu 2001=2010: 46)していると分析する25。 

 

 まとめ 

この項では、イノベーションハブにおけるインセンティブと評価を検討する

ため、研究開発組織においてこれまでの議論を整理した。イノベーションハブ

では、アカデミアやインダストリに所属する多様なグループが研究基盤施設を

利用することが期待されているが、一般的に研究開発組織において、アカデミ

アとインダストリはそれぞれ異なる評価軸を持っている。これまでの議論で

も、アカデミアとインダストリの評価はそれぞれ別個に行うというものであ

り、融合は難しいというが通説である。 

イノベーションハブにおいては、ユーザーがアカデミアかインダストリのど

ちらに属するのかによって、目指すゴールが異なるので、どちらかに偏った価

値軸だけでは評価は成立しない。一方、研究基盤施設自体はアカデミアに属し

ているので、インダストリユーザーが利用したことによる評価軸を導入するこ

とは一層困難となっている。 

  

                         
24 サイエントメトリクスでは、研究論文の成果を量的な指標に置き換えることにより研究

活動を把握するアプローチを採用している。これについては例えばガーフィールド

(Garfield 1955: 1964)による論文の参考文献の引用数を統計的にまとめた考察が古典的

な仕事として位置付けられている。彼は、ある論文がどの論文を引用することで成立して

いるのか、またどのような論文へ引用されているのかについてのインデックス（サイエン

ス・サイテーション・インデックス：SCI）を作成し、ライデスドルフがいうところの

「定量的な科学政策研究」の道を開いたとする (Leydesdorff 1995=2001: 34)。 
25 スタンフォード大学の化学部長であったザレも、学部長の 6年間の経験を通じて、科学

者としての優劣はサイエントメトリクスによる量的データでのみ評価するのではなく、組

織全体の公益を考え、例えば「良き教師である」といった質的指標が求められるとして、

特に昨今のアジア各国が重視する指標としてのサイエントメトリクスに過信することに注

意を促す(Zare 2012)。 



 63 

 

2.4. イノベーションハブを促進する研究開発マネジメン

ト 

ここでは、研究開発マネジメントの議論のうち、イノベーションハブの担当者

のインセンティブを促進する研究開発マネジメントを検討することとしたい。

これまでの MOT の議論においても、インセンティブを促進するためにアクター

の裁量に重きをおくものと、組織に重視するものとでどちらが適切とされるの

かについて、大きな議論となっている26。 

こうした背景を受け、イノベーションハブの担当者のインセンティブを促進

するマネジメントを整理するため、これまでの研究開発マネジメントのうち、ア

クター主導型・ユーザー主導型、そしてアクター／ユーザー共存型の三つの型に

注目し先行研究を整理することとしたい。 

 

 アクター主導型 

研究開発組織において、特に基礎研究を行う研究者に対し、その主体性を発

揮させるためのマネジメントとして、多く議論されているものとして、管理職

等からの管理を徹底させるというよりは、担当者に自由な発想で研究開発を行

ってもらうことを第一義とする、という考え方がある。これについては例え

ば、1960年代までの主として米国を初めとした研究開発組織において主流を占

めていた、有能な研究者に自由に研究してもらえれば、画期的な研究成果が輩

出されるというものがある。こうした考え方においては、研究開発部門は事業

部門との信頼関係が構築されていることは問題ではなく、その基本的な方針に

ついては「幹部の直感」によって決めればよい、とするものである(丹羽 

2006： 168)。 

アクター主導型は、基礎研究を行う研究開発にこのモデルがみられることが

多いことが指摘されている。「研究開発組織における研究開発の従事者の」で

                         
26 この点に関して例えば丹羽は「自主性と階層性のジレンマ」に関する議論の中で、研究

開発にはそもそも担当者の創造的で自律的な発想が大きくこれを支えているという現状を

指摘し、そのモチベーションを高めるためには「ボトムアップ的なアプローチ」が重要な

指標となるとする。一方、マネジメントでは「他部門との関係も含めた広い立場からのト

ップダウン的な意思決定」が重要な要素になるとして、そもそも研究開発にマネジメント

の要素を導入することの難しさについて言及する（丹羽 2006: 223）。彼は研究開発に関

してマネジメントの要素が必要になってきている背景について言及しつつも、研究現場も

しくは担当者が知りえる不確定要素や不確実性から「科学技術的な新発見や新発明が起こ

る可能性」があることを加味しながらマネジメントを検討すべきであるとの立場をとる

（丹羽 2006: 177）。 
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言及した、科学業績の輩出と法人組織での地位向上などのそれぞれの価値観は

別々のベクトルを有しており、双方共に満たすことは基本的にはないとするペ

ルツの立場を紹介した。この議論の中でサイエンスオリエンテッド型の動機を

促進するためには、従事者へのコントロールをできる限り少なくし、自由な発

想を尊重することがマネジメントとして重視する必要があるとしている (Pelz 

1976: 137–39)。 

この型に対する批判としては、例えば沢井は研究部門に所属するアクター

は、組織全体の論理とはかけ離れた自身の研究活動に耽溺しがちであり、研究

開発を担当者の主導で任せることのむつかしさを指摘する(沢井 2012: 58)も

のや、大林による研究開発組織は基本的にアカデミック志向の価値観に根差し

たものであることから、研究開発組織において問題解決型の製品開発志向のプ

ログラムが設定されても、従事者の多くがアカデミア志向であり、ピアレビュ

ーオリエンテッドな論理に一義に置かれがちであり、プロジェクトが進まない

ことを批判する ものもある(大林 2005)。 

これに関連して、アクター主導型は、担当者の持っている技術展開にのみ、

重視されがちであり、実用化の観点が希薄であると批判するものもある。バー

ジェルマンとセールスは「科学者出身の経営者は、何らかの現象を理解して難

しい技術的問題を解決していく際に、研究サイドから見てもっとも簡単に探求

でき、また評価できるような方向へ応用を図ろうとする点であり、特定の技術

的な解法に固定化する傾向がある点」(Burgelman and Sayles 1986=1987: 64)

があることを指摘し、研究開発を主たる業務として行う人々は方法論に固執

し、最終成果物や実用化の観点が薄いことを指摘する。 

同様の批判として、バイオテクノロジーの分野で、物質の分子レベルでの画

期的な分離法を確立しても大量生産には向いていないにもかかわらず、その方

法論ありきで検討が進められ実用化に至らなかったことについても同じく言及

する(Burgelman and Sayles 1986=1987: 64-65) 。彼らは、基礎研究を行って

いる科学者は実用化をするより技術の開発自身に価値をおくので、自分たちの

開発した技術がいったん実用化されると、それ以上の技術を高度化は意味がな

いものとみなされることにネガティブな見解を持つ点なども指摘する

(Burgelman and Sayles 1986=1987: 105)。 

 このように、アクター主導型は、研究開発の担当者の自主性を尊重すること

で、成果の最大化を狙うというものであり、特に研究開発のリニアモデルを支

えた主要な型でもある。一方、このモデルは自主性を重んじるあまり、実用化

やプロジェクト全体との関係が見えにくくなることが指摘されている。 
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 トップダウン型 

トップダウン型は、前述したリニアモデルを批判する研究開発マネジメントの議論に

見ることができる。ザイマンは研究開発をトップダウン方式で管理する流れにつ

いて、問題解決や社会政策解決のために設置された研究開発はチームやセンタ

ーの形態をとることが多く、管理的に運営されることが多い点を指摘する 

(Ziman 1994=1995: 77)。 

ラッセルらは、優秀な研究者に自由に研究開発を任せる型を「第一世代の研究開

発マネジメント」としたうえで、研究開発部門で独自の管理をするマネジメントを第二

世代、事業部なども見据えた、管理者・開発者・研究者が一緒となって目標に向かっ

ていくマネジメントを第三世代として、組織が主導して研究開発を行う必要性を説く

(Roussel, Saad, and Erickson 1991)。彼らは、研究開発を個別に管理するだけでは

「経営計画全体の戦略性は怪しくなる。各事業内のプロジェクトや事業ごとに優先性

をつけるのが至難」(Roussel, Saad, and Erickson 1991, 12–13)となることを指摘し、

「研究開発幹部と各事業部長とがパートナーシップを組んでそれぞれの発想を共有

化ないし、一体化することで意思決定にあたる。コスト、利益、リスク／収益が現実に

即して評価され、こういった各変数が研究開発ポートフォリオの枠組みの中で考慮さ

れ、企業全体の目的を達するための最適解が求められる」(Roussel, Saad, and 

Erickson 1991, 13)として、単に管理するのみならず、中長期的な観点も重視している

点を主張している。 

丹羽も、研究開発をトップダウンで行うことの背景について、限られた投資

の中で研究開発の成果の最大限を目指し「プロジェクトの機関や経費、事業イ

ンパクト、不確実性、管理方法、実行施策などについて事業部と研究開発部の

マネージャーが共同で検討」(丹羽 2006: 168–69)する必要性が、1990 年代以

降に促進され、事業部等で行われている研究開発部門が「企業全体の中で孤立

化しないようにし、研究開発と他部門の幹部との間のパートナーシップ精神と

相互信頼の下、研究開発の内容、期間、理由などが共同で議論・決定」すると

いうより俯瞰的・大局に立ったマネジメントが見られるようになった事を指摘

する(丹羽 2006: 169)。研究開発部門が独立して主導するというよりは、事業

部の要望に即した研究開発が求められているというものである。 

ザイマンによれば、こうした管理の流れは「19世紀末から多数の産業界や政

府の研究組織が、所長、局長、実験室長、グループ長など公的階層構造を伴う

通常の官僚主義的な線にそって設立」されて以来、第二次大戦後も多く見られ

るものであるとしながらも、昨今の基礎研究と応用研究の境界線が曖昧になっ

ている昨今において特に重点的に取り組まねばらないものとしてトップダウン

型の研究組織を見ている (Ziman 1994=1995: 191)。 
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近代大学組織を教育社会学の観点から分析している潮木も、こうしたトップダ

ウン方式で課題を設定し、研究開発を管理・推進していく考え方が 19世紀のド

イツでも見られたとされる。彼によれば、19世紀帝政ドイツにおけるヴィルヘルム皇

帝研究所では、まず優れた研究者を探し出し、その人物に全権を委任する研究所を

創設する方式を紹介する（潮木 2008:218）。彼はこうしたトップダウン型研究開発組織

の例として、1915年に執筆されたフランス人科学者デュエムによる分析を以下のとお

り紹介する。 

ドイツの大学の実験室は、巨大な工場に似ている。その中では多くの学生

が、軍隊組織のようなスタイルで働いている。彼らの目的は博士号を取るこ

とである。彼らはいずれも正教授が指定した一つの理論を中心にそこから導

き出される、より細かな仮説を受け取る。その仮説を検証することで、博士号

が製造されている。どの学生も規則正しく、几帳面に所長からもらったテーマ

を研究している。しかし彼らはそのテーマの内容について討議することはな

い。自分の研究の中に、自分なりの独自性を持たせようとすることもない（潮

木 2008:220） 

ここでは、研究者の独自性・自主性よりも、効率性を目指した管理の側面が 19世紀

末にすでに確立された組織となっていることが示されている。 

トップダウン型に対する批判としては、研究開発組織にトップダウン的なマ

ネジメントを導入することが研究者の創造性を阻害する問題点についての言及

の中で見ることができる。例えば丹羽は研究開発に関して「他部門との関係も

含めた広い立場からのトップダウン的な意思決定」が重要な要素になるとし

て、マネジメントの要素が必要になっている背景について言及しつつも、研究

現場もしくは担当者が知りえる不確定要素や不確実性から「科学技術的な新発

見や新発明が起こる可能性」があることを加味しながらマネジメントを検討す

べきであるとの立場をとる(丹羽 2006: 177)。 

また桑島も同様に、トップダウン型による組織が研究者の活動に介入するこ

とが彼らの自由な発想を阻害するとする立場をとる。彼は、例えば新薬開発の

上流にあたる研究開発では偶然や運がその成功に大きく影響しており、こうし

た基礎研究にマネジメントは存在しないと説明する。こうした背景の中で、成

功要因は主として成功した当事者の具体的な能力やそれを支援するパトロン的

役割をする上司などの存在、である。彼はこうした観点から具体的に、成功要

因として、「プロダクト・チャンピオンの粘り強い研究姿勢」「スポンサーの

存在と研究の自由度」「積極的なコミュニケーションと情報収集」、そして

「適切な研究ドメインの設定」の存在を挙げている(桑嶋 2006: 52–57)。また

彼は、こうした上流フェーズにおける研究開発のマネジメントを策定すること

は難しいと言及する一方で「下流段階でのマネジメントや能力差こそが、研究
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開発成果や競争優位に決定的な差をもたらす」(桑嶋 2006: 70)とし、具体的

に医薬品開発の現場において、下流フェーズで重要な役割を果たすマネジメン

ト手法として、「go or no-goの判断」を挙げている。彼によれば「『go or 

no-goの判断』とは、あるプロジェクトや議案を先に進めるか、進めないかの

判断を意味するが、医薬品開発では開発中の新薬候補品（化合物）を次の段階

に進めるかどうかの判断をさす」(桑嶋 2006: 71)ものであるとし、こうした

一つ一つのフェーズにおいて判断を下していく重要性について言及する。 

ミラーとモリスは過剰な管理が生み出す問題として、研究開発のマネジメント

は行き過ぎると管理統制に走ってしまい、えてして安全牌的な運営となってしまうとこ

れを批判する。彼らは、この障害となるものとしては、ヒエラルキカルな運営方式を改

め、オープンでフラットな組織体制を作ることが求められている。研究開発のマネジメ

ントがもたらしたのは、管理と引き換えに、リスクを取らなくなってしまったことから、ハ

イリスクかつ高収益な分野に挑戦できなくなってしまったことを指摘している (Miller 

and Morris 1999: 15)。 

 

 アクター／ユーザー共存型 

ここでは担当者のインセンティブについて他者との関係性に注目しながら構

築するものとして、アクター／ユーザー共存型について述べることとしたい。

このアプローチについては、例えばプラハラドらの分析の中に見ることができ

る。彼らは、これまでの企業が中心となって価値を創造する考え方はこれまで

ある程度の正当性を持ってきたとしながらも、こうした考え方に代わる新しい

考え方が必要とされている点について取り上げ、その新しい価値観として注目

するのが、消費者側に視点を置いた製品開発などの重要性を考える「価値共

創」の考え方である(Prahalad and Ramaswamy 2004＝2013: 36)。彼らはこの

価値観が示すものとして、消費者が企業や消費者コミュニティの構成するネッ

トワークと目的意識を持ちつつ関わりあうことで、「特定のタイミング、場

所、出来事に関係した特定の患者の共創経験」をはじめとした消費者独自の観

点から生じた価値観を製品開発やサービスに反映させることが次なる世代のイ

ノベーションの基盤となるものとして注目している(Prahalad and Ramaswamy 

2004＝2013: 49)。 

 こうした考え方が成立する背景として彼らが指摘するのは、消費者が持つこ

とのできる製品やサービスなどについての情報がこれまでより多くのものを得

ることができるようになった社会環境であるとする。これまで製品やサービス

等に充分な情報を持つことができなかったことで、消費者は受け身の姿勢を取

ることが多かったが、情報を持つことでそれまでの受け身の姿勢をすて、積極

的に製品やサービスの向上・改善などに向けて発信し、ネットワークを通じて
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影響力を発揮している状況がある。彼らはこうした流れを顕著にみることがで

きる分野として、娯楽や金融、ヘルスケアをはじめとした分野を挙げ、特にヘ

ルスケア分野について、これまで医師の指導通りに治療を受けるだけの患者の

姿勢とは異なり、患者がインターネットを用いて病気や治療法について独自に

情報を習得し、医師や病院、医薬品の臨床試験についての最新動向を探ること

で、治療に主体的に関わろうとする姿勢を紹介する。また、メーカー等企業に

おいても、消費者の姿勢や役割が変化したことで「製品設計、生産プロセスの

企画、マーケティングメッセージの考案、販売チャネルの管理などを消費者に

よる介入なしに進めるわけには行かなくなった」として、企業の方でも価値共

創にむけて消費者側の意思を取り込む動きが活発になっていることについて取

りあげる(Prahalad and Ramaswamy 2004＝2013: 37–41)。 

ラッシュとバーゴは、マーケティングに通底する考え方にモノを中心とした

価値観であるもの（Goods-Dominant Logic(GDL)）とサービスを中心とした価値

観（Service-Dominant Logic(SDL)）の二つの型を取り上げる。彼らは「共創」

概念を導入し、これによる価値軸である SDL について説明する。彼らは、SDLの

公理として、「サービスが交換の基本的基盤」「顧客は常に価値の共創者」「す

べての経済的および社会的アクターが資源統合者」「価値は常に受益者によって

独自にかつ現象学的に判断される」4 つの点を挙げる(Lusch and Vargo 

2014b=2016: 9–18)。 

彼らによれば、GDL の議論において、マーケティングにおける生産者と生産さ

れる「モノ中心」で、消費者との関係においては「静的」な要素が重視され、消

費者の考えが反映されにくいことから、生産者と消費者の共創関係を構築する

際の障害の一つとなっていることが分析されている(Lusch and Vargo 2014; 

Vargo and Lusch 2004)。また、GDLの議論においては、マーケティングにおけ

る生産者と生産される「モノ中心」で、消費者との関係においては「静的」な要

素が重視され、共創関係を形成する際の障害の一つとなっていることが分析さ

れている(Lusch and Vargo 2014b=2016; Vargo and Lusch 2004)。この関係を

図にしたものが図 13 である。この関係によれば、生産者と消費者の関係は、製

品と価値の引き渡し及び貨幣とグッズの交換という単一的な関係によってのみ

説明される。また、製品は生産者（企業）のよってのみに担われ、企業が主導者

でありかつ製品を生産することが企業の主な目的であり、かつその生産過程に

おいてグッズに価値が埋め込まれるものであるとする（Lusch and Vargo 

2014b=2016: 9）。 
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図 13 G-Dレンズ 

出典：（Lusch and Vargo 2014b=2016: 11） 

 

彼らによれば GDLにおいて生産者と消費者の関係は「製品と価値の引き渡し」

と「貨幣とグッズの交換」によってのみ成立している。また価値は主観的にフレ

キシブルに規定されるよりは、単一的に定義されるものとして位置付けられる。

アクターの定義やそれぞれが重視する価値観などについても、GDLによれば、単

一的で社会的に画一的な定義によって規定される (Lusch and Vargo 

2014b=2016: 10–15)。このように、彼らは GDL の特長として、「グッズ中心性」・

「交換価値」・「企業中心性」の三つを挙げ、グッズ中心性で重要なのは販売を通

じて得られるサービスよりはグッズそのものという考え、交換価値においては

交換されるサービスは使用者によって主観的に規定されるものではなく経済効

率を向上させるものに価値を置く普遍的な考え方によって規定されるもの、そ

して企業中心性においては、経済交換の場である市場における中心アクターは、

個人ではなく企業に代表される総体に基づく考えを示している(Lusch and 

Vargo 2014b=2016: 5–10)。 

一方、ラッシュとバーゴは GDLに対置される SDLの概念を提唱する。SDLにお

いては、アクターは単なる社会・経済的な観点のみならず、サービス・資源全般

について、目的を持った存在として位置付けられる。また、アクター各々の目的

は、画一的な価値観で規定されるのではなく、それぞれのアクターでそれぞれ異

なるものであると認識され、その価値観自体は個人の中で完結して形成される

のではなく、他者との連携により相互作用的に形成される（Lusch and Vargo 

2014=2016: 9-10）。 

彼らは、GDLと SDLの相違点について、表 13に示す相関表を用いて説明する。

生産者・消費者にみられる関係を、経済的な観点から規定される生産者や消費者

などのアクターが画一的な価値観（GDL）で規定されるのではなく、サービス・

資源全般について、目的を持った存在として位置付けることで、非営利企業や政
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府組織、個人や家庭までも範疇に入れる（SDL）ことを提案する27。彼らは、こう

したアクターの目的は、画一的ではなくそれぞれのアクターでそれぞれ異なる

ものであるとしている。また、その価値観自体は個人の中で完結して形成される

のではなく、他者との連携により相互作用的に形成されるものであるとする。 

 

表 13  GDLと SDL の相関表 

GDL SDL 

最も重要な交換の単位あるいは基盤は

アクターたちが交換するグッズ 

サービスが最も重要な交換の単位ある

いは基盤である 

グッズの役割は「最終製品」と捉えら

れる 

グッズは中間「製品」であり、それは

価値創造プロセスにおける装置として

別の顧客によって使用される 

受益者（顧客）はグッズの受け手とな

る。グッズを購入してくれる潜在的な

顧客を獲得するために、マーケティン

グを施す必要のある対象者としてアク

ターを扱う 

受益者は価値の共創者となる 

価値は生産者によって決定される。価

値はオベランド資源（グッズ）の中に

埋め込まれ、「交換価値」と定義され

る 

価値は「使用価値」に基づいて受益者

（顧客）によって知覚され判断され

る。そのため、価値は常に文脈的であ

る 

企業は取引を生じさせるために顧客に

行為を施す 

すべてのアクターがリレーションの中

で密接な関係を持っている。しかし時

には、それらのリレーショ ンは取引

が行われるまで一時的に中断すること

もある 

余剰となった有形資源やグッズから富

がもたらされると捉える 

どんな富よりも福利の方が重要である

と見なされ、福利は専門化されたナレ

ッジとスキルの適用や交換を通じて獲

得される 

出典：(Lusch and Vargo 2014b=2016: 93–94)より筆者作成 

 

アクターとユーザーの共存型によって活動を進めていくアクター／ユーザー

                         
27 Maglioらはこれらを総合的に考察した「サービスサイエンス」を提案する（Maglio et 

al. 2010）。 
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共存型の考え方の対極にあたる議論としては、信念対立に関する議論がある。京

極によれば、信念対立とは主義・主張の異なるアクターが一堂に会して協働して

問題解決に当たる際に生じるコンフリクトをさす。例えば文科系の学問全般に

おいて信念対立が起きる例として、これらにおいて共通して研究の意義を評価

しあう方法論が存在しないことから、それぞれの専門分野の研究者同士でそれ

ぞれを非難しあう関係が長く続いた状況を指摘する。こうした問題について、彼

はお互いが納得しあえる共通のテーマを見つけることが必要との議論を展開す

る。彼は「特定の関心のもとで論理的に考えていけば納得にいたる、共通了解可

能性が担保された理路」を見つけ出すことによって衝突の際に生じる「問題を問

題でなくしてしまう営み」へとつなげることの必要性を説く (京極 2011: 29–

31)。 

 

 まとめ 

ここでは、イノベーションハブを促進する研究開発マネジメントとして、こ

れまでの研究開発マネジメントの議論のうち、イノベーションハブを促進する

研究開発マネジメントとして、アクター主導型とトップダウン型、そしてアク

ター／ユーザー共存型の三つの型に注目し先行研究を整理した。これらの先行

研究をまとめたものが表 14である。 

 

表 14 イノベーションハブを促進する研究開発マネジメントモデル  
アクター主導型 トップダウン型 アクター／ユーザー

共存型 

特徴 アカデミアへの

貢献 

トップダウンに

よる管理・統制 

ユーザーとの関係性

を意識した研究・製

品開発 

課題 組織全体の貢献

が希薄 

自由な発想が阻

害 

アカデミアを想定せ

ず 

出典：筆者作成 

 

アクター主導型では、研究者に研究活動の方針を一任し、研究開発を行って

いれば、応用につながる成果が輩出される研究開発のリニアモデルに根差した

型である。また、トップダウン型は、大型プロジェクトや大型研究施設の運営

のため、プロジェクト全体の効率性を重視した研究開発を行うことを志向した

ものである。 

アクター／ユーザー共存型は、自己が発する自発性を重視しつつ、他者との

関係についても考慮するもので互恵関係を構築する研究開発マネジメントを志
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向するものである。また、これらの議論ではラッシュやバーゴの議論で示され

たとおり、価値観やゴールは「価値は常に受益者によって独自にかつ現象学的

に判断」されることで、これまでの画一的な価値観や特定の限定された科学者

や技術者によってのみ行われてきたことにより生じる問題を乗り越えるものと

して注目されている。 

イノベーションハブにおいては、アカデミアのみならずインダストリユーザ

ーが研究基盤施設を利用することが求められている。このためには、様々なユ

ーザーの希望を考慮しつつも、担当者のインセンティブを促進しつつ相手の存

在を考慮する研究開発マネジメントを検討する必要性がある。 

アクター主導型はアカデミアを中心とした基礎研究に専従することが前提で

あるので、それ以外の外部共用や産学連携といった活動が二義的に位置づけら

れてしまうのが課題とされている。多様なユーザーを前提とするイノベーショ

ンハブにおいてインセンティブを高める研究開発マネジメントとして十分に機

能しない恐れがある。 

また、トップダウン型に関しては、トップダウン的に研究開発のアクターを

管理することで研究者の個々の自由な発想で展開する研究開発活動を妨げると

いった批判がある。定型的な業務を効率的に行うにあたってはある程度の機能

が期待されるが、多様なユーザーとかかわることで新たなイノベーションをも

たらすことを期待されているイノベーションハブにおいて、この型は発展・継

続性に課題があるといえる。 

アクター／ユーザー共存型は様々な相手を考慮にいれつつイノベーションを

惹起するモデルとして注目されており、研究者／技術支援者の二項対立的な考

え方を乗り越えた互恵関係を志向する外部共用を検討する際に、この型が重要

な視点をもたらす可能性がある。一方、先行研究が想定しているのはメーカー

やマーケティングなどインダストリの現場であり、アカデミアを想定していな

い28ことから、アカデミアのイノベーションハブにおいて、この型を明らかに

することを目的としていることから、本稿がこの空隙を埋めることが期待され

ている。 

 

  

                         
28 この点に関して、研究開発マネジメントが想定している現場とは、インダストリがほと

んどであり、これらが対象とする研究組織としては、そのほとんどが産業界における研究

開発現場を対象としており「大学や公的研究機関が進める科学研究については、ほぼ未着

手」(安西・仙石 2013: 210)であることから公的研究機関の分析が進んでいないことを指

摘するものがある。この背景には、アカデミアにおける研究開発のリニアモデルが研究開

発マネジメントに大きな影響を与えていることが想定される。 
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2.5. 先行研究の総括と本稿への視座 

先行研究では、 

⚫ アカデミアとインダストリは別個の価値軸や評価軸を持つものとして認識

され、これら異なる二つの価値観の融合や連携を推進することは難しい 

⚫ 研究基盤施設においては分業が確立されており、基本的に研究支援者は知

識生産の直接のアクターになることはない 

⚫ イノベーションハブの研究開発マネジメントとして期待されるアクター／

ユーザー共存型はインダストリがメインでアカデミアは想定していない 

ことが明らかにされた。 

これまでアカデミアやインダストリが個別に研究開発を行ってきた背景にお

いてはこうした整理で研究開発を行ってきた。しかしながら、イノベーション

ハブにおいてはアカデミアのみならずインダストリにも貢献する姿勢やオープ

ン・イノベーションを喚起するため知識生産のアクターの多様性をより尊重す

るといった柔軟な姿勢が求められている。 

今回整理した先行研究レビューで明らかにした既存アプローチでは、イノベ

ーションハブに求められている柔軟な対応をとることは難しいのではないだろ

うか。こうした状況を乗り越えるためにも、イノベーションハブの現場として

の外部共用において、担当者が科学者／支援者の役割分担の二分法にとどまら

ず、これらを超える関係性をどのように構築するのかを分析することが課題と

なっている。 

本稿では、こうした実務上の改善を目指すのみならず、学術的な知の更なる

活性化やイノベーションを促進する知識生産の形態の学術的な探求について新

たな観点を投げかけることとしたい。 
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 事例 
本稿では、外部共用を行っているあるいは行うことを検討している研究基盤

施設を対象として取り上げる。具体的には、公的研究機関における NMR施設・遺

伝子解析施設・大型放射光施設・小型中性子源施設、及びソフトウェア基盤・工

作部門である。 

これらの施設のうち、理研の NMR施設と次世代シーケンサー施設については、

筆者が担当する事業所内の施設であることから、他施設よりもインタビュー調

査に加えて参与観察を中心としたエスノグラフィ調査を長期にわたって行うこ

とができた。インタビューの実施時間は１回あたり概ね１－２時間程度であっ

た。 

これらの研究基盤施設におけるエスノグラフィ調査を通じて、得られた課題

や問題点などを中心に、外部共用を行う担当者が外部共用活動におけるサービ

ス業務をどのようにとらえているのか、この業務を自身が日常行っている知識

生産活動の中でどのようなものとして位置付けているのか、についての観点か

ら 2014 年～2017 年にかけて 30 名を超える外部共用を行う担当者や責任者に対

してインタビュー調査を行った（表 15）。 

インタビューの質問項目としては、知識生産活動にサービス業務をどのよう

に関連づけているのかを明らかにするため、 

・外部共用をどのような背景から行っているのか？ 

・外部共用を進める際の問題や課題とは何か？ 

・外部共用を進めるための推進方策とは何か？ 

の観点を中心に調査を行った。 

 

表 15 インタビューの実施概要 

施設・部門 日程 対象 

NMR(理研) 

2016年 5 月 9日 

研究者 A1 

2016年 5 月 27日 

2016年 8 月 29日 

2017年 1 月 5日 

2017年 1 月 26日 

2016年 9 月 13日 

研究者 A2 
2016年 11 月 22日 

2017年 3 月 8日 

2017年 3 月 27日 
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2016年 8 月 29日 
研究者 A3 

2017年 6 月 20日 

2016年 4 月 22日 研究者 A4 

2016年 6 月 27日 
技師 A1 

2017年 3 月 3日 

NMR（北大） 

2016年 7 月 21日 研究者 B1 

2017年 5 月 10日 

研究者 B2 2016年 7 月 21日 

2017年 8 月 2日 

NMR（阪大） 2016年 10 月 7日 研究者 C1 

スプリング８ 2016年 6 月 1日 研究者 D1 

フォトンファクトリー 2016年 10 月 26日 研究者 E1 

Swiss Light Source 2017年 5 月 18日 研究者 F1 

スタンフォード大学 2016年 5 月 20日 研究者 G1 

中性子施設 2017年 5 月 18日 研究者 H1 

同位体顕微鏡施設 

2017年 3 月 22日 
研究者 I1 

2016年 7 月 22日 
技師 J1 

小型中性子施設 

2015年 10 月 30日 
研究者 K1 

2016年 1 月 20日 

2016年 1 月 20日 
研究者 K2 

2016年 7 月 26日 

工作・工学施設 
2016年 3 月 30日 研究者 L1 

2016年 1 月 22日 研究者 L2 

次世代シーケンサー施設 

2017年 3 月 3日 研究者 M1 

2017年 6 月 27日 

研究者 M2 
2017年 7 月 7日 

2017年 9 月 30日 

2017年 10 月 24日 

2017年 3 月 3日 
技師 M3 

2017年 3 月 7日 

2018年 7 月 5日 研究者 N3 
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3.1. 外部共用のエスノグラフィ 

ここでは、研究基盤施設において外部共用の日常をここでは描き出すことを

試みることとしたい。筆者が 2016年 4月以来、約 3年にわたって担当している

理化学研究所の NMR 施設と次世代シーケンサー施設を取り上げる。 

 

 NMR 施設 

核磁気共鳴（NMR）法は、化合物やタンパク質などの生体高分子を原子レベル

で同定・測定するための分析法である。化学、材料・素材、食品・環境、生命科

学等の広範な分野で広く使われており、近年では創薬、薬物代謝物動態、新世代

電池の解析など、ライフイノベーションやグリーンイノベーションに直接つな

がる分野への利用も広がっている。NMR装置の原理としては、外部静磁場に置か

れた原子核が固有の周波数の電磁波と相互作用する現象を利用した測定法で、

周波数が高ければ高いほど、分解能の高い分析を行うことができる。装置を構成

するものとして、 

・高磁場を作り出す超伝導電磁石 

・試料を収めると共に、試料に電磁波を送信し NMR 信号をとらえる検出器とし

てのプローブ 

・試料の測定のために必要な電磁波を送受信する分光計 

から構成される（図 14）。 
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図 14 NMR装置概要 

出典： (理化学研究所 NMR施設 2018) 

 

このほかに電磁石の超伝導状態を作り出す液体ヘリウムを液化して施設内

に循環させるインフラ施設であるヘリウム液化機を有し、一般的な理化学機器

と比較すればかなり大掛かりな装置から構成されている。 

また、測定に際しても試料の調製をはじめ適切なプローブ・測定法の選択、

実際の測定、測定データの分析など装置に習熟していないものが一回ですべて

行うことはほぼ不可能であり、施設側と綿密な打ち合わせを経なければ、論文や

製品開発につなげるデータを得ることは難しい。このようにその操作や維持管

理、分析においては高度な技術を要することから、メーカーにおいても専門分析

会社でも一部が整備されるのみとなっている。装置自体はメーカーから市販さ

れているが、その価格は数千万～数億円と非常に高価な装置である。950MHz が

世界最高性能レベルとして市販されているが、1 台 10 億円を超える高額装置で

あり、現時点での日本の研究機関では横浜市大と大阪大学にしか存在していな

い（ここで、950MHz とは水素原子核の NMR 計測でやり取りする電磁波の周波数

を示す。磁場強度に比例しているので、周波数が大きい程、強い磁場を発生する

ことのできる磁石が必要となる）。 

 

・施設の概要（理研） 

神奈川県横浜市に設置する理研の NMR施設（図 15及び図 16）の開設経緯と

しては、国家プロジェクトとしてのヒトゲノム解読プロジェクトに続く形で

2002 年より始まったタンパク質の基本構造を 3,000 種構造解析することを目的

として開始されたライフサイエンス関連の新たな国家プロジェクトである「タ

ンパク 3000」プロジェクトの遂行のために整備されたものである(福島 2017; 

伊倉 2008)。プログラム自体は 5 年で終了し、その後いくつかのプロジェクト

を経たが、運転予算は減少の一途をたどり、現在では図 17及び図 18に示す通

り当初整備された約 40台から比較して、10 台（NMR 900MHz3 台、800MHz2台、

700MHz3台、600MHz2 台）まで減少したが、それでも全国でも最大の規模の施設

として知られている。プログラム開始当初は、プロジェクト遂行のために理研内

部のみで利用されていたが、上記国家プロジェクト終了後の 2007年度以降外部

共用を開始することとなった。 
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図 15 理研 NMR施設空撮図 

出典：(理化学研究所 NMR施設 2018) 

 

 

図 16 NMRが設置されている中央 NMR棟 

出典：(理化学研究所 NMR施設 2018) 
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図 17 施設における NMR配置図 

出典：(理化学研究所 NMR施設 2018) 

 

・施設の構成と日常 

施設を構成する人員は約 15 名ほどである。施設を構成する人員は、大きく

分けると 

（A）施設を高度化する技術者 

（B）施設を利用して論文を書く研究者 

（C）外部利用者が施設の共用を円滑に行うためのコーディネータ 

（D）施設の維持管理担当 
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から構成される。これらの分類は明確に分かれているわけではなく、同一人

物でも「Aおよび B」「Bおよび C」というように一部重複することがある。この

ほかに、国内外の研究機関やメーカーなどからの共同研究員や研修生が 10名程

度存在する。 

 

 
図 18 理研施設に設置されている 900MHzNMR 

出典：(理化学研究所 NMR施設 2018) 

 

日常的な保守と日常点検としては、 

・装置を冷却するための液体ヘリウム・窒素の充填 

・ヘリウム残量チェック 

・蒸発ヘリウムのガス流量チェック 

などを行っている。また、保守契約対象外の装置のメンテナンス対応や保守

停電対応も行っている（図 19）。 

施設は研究所の内部の利用者のために設置されている。内部の研究者が装置

を利用する際には、利用目的、測定内容を記載して施設に登録し、2週間に一度、

事前に連絡した承認期間のものを施設長が承認するフローで利用されている。

他の利用者と重なっている場合は施設長に優先度を決めてもらい、ユーザーに

状況確認ならびに利用期間を変更してもらうよう調整する。また、急なトラブル

でのメンテナンスの際にはユーザーとの調整実施の上マシンタイムを確保する。
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NMR施設の装置は各人のデータを守るため、アカウントで管理を実施。測定デー

タに関しては毎日定時にバックアップを実施している。 

 

図 19 液体ヘリウムの充填作業 

出典：(理化学研究所 NMR施設 2018) 

 

・ＮＭＲの操作 

装置の操作に習熟していないユーザーにとって、NMRは簡便な操作で行うこと

ができる。試料を装置にセットし、操作卓で試料を測定プローブ内に挿入する。

挿入するのは空気圧により行う。磁場の中央に試料がセッティングされるよう

に微調整を行うことができるがこれはマニュアル操作で行う。試料がいったん

セットされれば、あとはソフトウェアによって自動化されたプロトコルにより、

データが自動的に測定される。複雑な測定であるタンパク質の 3 次元構造であ

れば、数日かかるものもあるが、簡単な構造であれば数分でデータは取れる（図 

20・図 21）。 
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図 20 NMR測定風景１ 

出典：筆者撮影（2017） 

装置横の制御 PC で操作 

 

 

図 21 NMR測定風景２ 

出典：筆者撮影（2017） 

試料管を NMRにセットする 



 83 

 

測定の際に重要なのはサンプルの質で、サンプルの質が低いときちんとした

データが取れないのでユーザーに対しては質の高いサンプルを準備してもらう

よう話している。また、外部共用の際に施設へサンプルを送付して、測定デー

タをユーザーに送るだけ、ではなくサンプルのセッティングの一部について

は、ユーザーにやってもらうようにしている。自動でサンプルを替えてくれる

サンプルチェンジャーがあれば、簡便に行うことができるが、それがなければ

何度も装置と操作卓を行ったり来たりしなければならないので、面倒な作業と

なる。 

 

・外部共用について 

施設で行う業務の一つに NMR装置を外部ユーザーが利用するための共用のた

めのサポートやサービスを行うものがある。施設の外部共用については、図 22

のフローに沿って行わる。 

 

図 22 施設利用のフロー 

 

１
• 事前相談

２
• 誓約事項締結

３
• 解析内容の確認・相談

４
• 利用申請（WEB上で登録可能）

５
• 実施課題の選考（学術性など審査）

６
• 施設の利用

７
• 利用報告書の提出

８
• 利用料金徴収
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基本的に、外部ユーザーが施設を利用するためには、 

（1）内部ユーザーと共同研究を行うか 

（2）外部ユーザーとして施設の（サービスとしての）共用利用を行う 

の二つの方法がある。前者であれば、利用料金は基本的にはかからない（場

合に応じてユーザーが負担）が、後者であれば、保守費をはじめとした運転のた

めに必要な経費を負担する必要がある。また、（2）についてはさらに、 

（2-1) 成果占有利用（共用利用によって産出されたデータを外部に公開せ 

ず独占する） 

（2-2) 成果非占有利用（共用利用によって産出されたデータを学術論文な 

どの形で外部に公開する） 

の二つのカテゴリーがある。前者であれば利用時間に比例した運転経費のす

べてを負担し、後者であればその一部を負担するのみとなっている。これは、論

文を作成し、成果社会に公開することを前提として、料金の一部を施設が負担す

るものである（表 16・表 17）。 

 

施設にとっては外部利用者のために便宜を図っているわけであるが、それに

よって施設を利用した成果（論文や開発した製品）が社会に還元される考え方に

基づいている。共用サービスの具体的な内容については、初めてのユーザーであ

れば、試料測定のために NMR を使うことが妥当であるか、測定に必要な資料を

そろえられるかについてのサービス的な業務から、実際に測定に来たユーザー

に対して測定方法や具体的な測定に対する補助や助言、さらには測定されたデ

ータをどのように解析するか、いわば一部共同研究的な位置づけとされる業務

も存在する。これらは主として上述したコーディネータが担当し、タンパク質解

析、化合物・天然物解析、材料解析等の分野毎で担当分けをして分担している。 

 

表 16 理研 NMR施設の外部共用の利用体系 

 成果占有利用 成果非占有利用 

利用料 徴収 徴収 

研究成果の

取り扱い 

排他的 非排他的 

利用者 
誰でも 

（インダストリ中心） 

誰でも 

（アカデミア中心） 

出典：(理化学研究所 NMR施設 2017) 

URL: http://www.ynmr.riken.jp/use/apply.html をもとに筆者作成 

 

http://www.ynmr.riken.jp/use/apply.html
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また図 23 で示すとおり、施設が持つマシンタイム（NMR 装置を実験に使用

することができる時間）のうち約三割が外部共用に供されている。 

 

 

図 23 理研 NMR施設の外部共用の利用形態 

（2013～2015 年） 

出典：(理化学研究所 NMR施設 2018) 

 

表 17 理研 NMR施設における利用料金 

  成果占有利用 成果非占有利用 

MHz 1週あたり 1日あたり 1時間あたり 1週あたり 1日あたり 

600MHz ¥548,000 ¥110,000 ¥13,800 ¥238,000 ¥48,000 

700 MHz ¥653,000 ¥131,000 ¥16,400 ¥278,000 ¥56,000 

800 MHz ¥759,000 ¥152,000 ¥19,000 ¥316,000 ¥64,000 

900 MHz ¥865,000 ¥173,000 ¥21,700 ¥356,000 ¥72,000 

出典：(理化学研究所 NMR 施設 2016b) 

URL: http://www.ynmr.riken.jp/apply_inform/fee.html をもとに筆者作成 

 

表 18 理研 NMR施設における外部共用リスト 

（平成 27年度） 

No. 利用区分 法人名 課題名 

1 トライア

ル利用 

LIXIL 技術研究本部

分析・評価センター 

機能性添加剤の結合状態の構造解

析 

内部利用

58%
トライアル利

用

13%

外部共用

25%

その他

4%

http://www.ynmr.riken.jp/apply_inform/fee.html
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2 トライア

ル利用 

ツムラ 生薬研究所

生薬本部 生薬品質

研究部 

チョウトウコウの多成分網羅的な

評価 

3 トライア

ル利用 

豊田中央研究所先端

研究センター 

金属認識アプタマーの分子構造解

析 

4 トライア

ル利用 

古河電気工業株式会

社研究開発本部 先

端技術研究所 

ポリイミド系樹脂の劣化構造解析 

5 トライア

ル利用 

デンソー基礎研究所

先端研究部バイオ材

料研究室 

金属イオン吸着ペプチドの構造解

析 

6 トライア

ル利用 

コスメ・バイオベン

チャ－・アライアン

ス有限責任事業組合 

合成コラ－ゲン溶液に分子状水素

ガスを封入し、溶液内にどのよう

に水素ガスが存在するか測定す

る。 

7 トライア

ル利用 

古河電気工業株式会

社解析技術センター 

分析技術グループ 

ポリイミド系樹脂の劣化構造解析 

8 トライア

ル利用 

ツムラ生薬本部 生

薬品質研究部 

ハンゲの多成分網羅的な評価 

9 成果非占

有利用 

京都大学大学院農学

研究科 

アレルゲンコンポーネントの立体

構造解析 

10 成果非占

有利用 

京都大学大学院農学

研究科 

アレルゲンコンポーネントの立体

構造解析 

11 成果非占

有利用 

東京医科歯科大学大

学院医歯学総合研究

科摂食機能保存学 

歯質修復材料有効成分と歯質象牙

質コラーゲンの相互作用の観測 

12 成果非占

有利用 

千葉大学工学研究科 高充填放射性廃棄物ガラスの構造

解析 

13 成果非占

有利用 

帝人ファーマ株式会

社生物医薬総合研究

所 

19F核を利用した低親和性リガン

ドの結合モード決定法の開発 

14 成果非占

有利用 

三井化学分析センタ

ー 

末端基および微量構造の測定法の

開発およびその測定法を用いた構

造解析手法の確立 
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15 成果非占

有利用 

分子科学研究所 カーボンブラック充填ポリイソプ

レンゴムの高磁場固体 1H NMR によ

る運動性と構造の相関に関する研

究 

16 成果非占

有利用 

麻布大学 アミロイド構造を伝達する豚 SAA

ペプチドの立体構造の解明 

17 成果非占

有利用 

高知大学教育研究部

総合科学系黒潮圏科

学部門 

藻類多糖体による TLR4 依存的アレ

ルギー反応抑制機構の解明 

18 成果非占

有利用 

東北大学大学院医学

系研究科 

19F標識 NMR法による Keap1 構造

変化の解析のための技術開発 

出典：(理化学研究所 NMR 施設 2016b) 

URL: http://www.ynmr.riken.jp/use/result/2015x.html をもとに筆者作成 

 

NMRは測定する試料の違いによって装置の構成を変える。溶液 NMR と固体 NMR

があるが、磁石は変更しないが検出するプローブがそれぞれ専用の仕様となっ

ている。溶液用プローブは主としてタンパク質の機能・構造解析に使用し、固体

用プローブは主に材料科学に使用する。最近の傾向だと固体プローブの利用が

増加傾向にある。利用される研究分野は、タンパク質の機能・構造解析を行う構

造生物学・ライフサイエンス分野をはじめとして、ドラッグディスカバリー分野、

メタボロミクス、食品科学、ポリマー・材料科学など多岐にわたっている（図 

24・図 25）。 

 

http://www.ynmr.riken.jp/use/result/2015x.html
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図 24 外部共用利用分野のトレンド（1） 

出典：(理化学研究所 NMR施設 2018) 

 

 

図 25 外部共用利用のトレンド（2） 

出典：(理化学研究所 NMR施設 2018) 

 

 

 次世代シーケンサー施設 

次世代シーケンサー装置は、疾患の原因解明や治療法確立のため研究が進ん

でいるゲノムの塩基配列を大量かつ迅速に測定する装置である。1990～2003 年

に実施された国際ヒトゲノム計画時に数百億もの費用と数年の期間を投じて一
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人のゲノムを解読していたが、技術革新により次世代シーケンサーでは、低コス

ト化・高効率化が達成されており、数十万円・数日で解析することが可能となっ

ている(荒内 et al. 2014)。 

理化学研究所ライフサイエンス技術基盤研究センター機能性ゲノム解析部門

ゲノムネットワーク解析支援施設（GeNAS）（図 26）では、次世代シーケンサー

を用いた開発したゲノム解析技術を社会に普及させるために 2009 年より 30 名

ほどのスタッフが支援を行っている。施設では、受益者負担の原則に基づいて、

外部共用を含めた遺伝子解析受託サービスを提供している(理化学研究所ゲノ

ムネットワーク解析支援施設 2017b)。 

研究室の構成は 15 名ほどで、彼らは 

（A）研究・技術開発を行う者 

（B）マネジメントや支援を行う者 

（C）外部共用や受託業務を担当する者 

から構成される。独自の研究開発を行いつつ、外部共用では、施設が研究者の

要望を聞きながら、サンプル調製・シーケンスを含めてデータ解析のサポートを

行っている。これまでに 30，000個近くのサンプルを DNA・RNAシーケンス解析

している。 

 

表 19 施設が提供するサービス 

メニュー名 内容 

CAGE  CAGE法とは CAP修飾された mRNA分子の 5’末端

配列を切り出し塩基配列を決定する理研独自の技術

です。次世代シーケンサーと組み合わせることによ

りゲノムワイドに遺伝子発現解析を行うことができ

ます。従来のマイクロアレイによる発現解析法と比

較して、ダイナミックレンジが広くかつ定量性に優

れた遺伝子発現プロファイルが得られます。サンプ

ル（組織・細胞・ステージ等）に特異的な転写開始

点の解析情報を得ることが可能です。 

Genome-

Seq 

Whole genome 

sequence 

全ゲノム配列のシーケンシングにより、変異解析な

どを行うことが可能です。次世代シーケンサーでは

１度のシーケンシングで、ヒトゲノムの 200倍以上

(Hiseq2500の場合)のデータを産出できます。 

de-novo 

sequence 

ゲノム配列が未知の生物種について、全ゲノムシー

ケンシングを行い、ゲノム配列を決定することがで

きます。 
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Target 

resequence 

目的に応じてエクソン領域や、ゲノム上の特定領域

の配列を重点的に解析し、変異の種類や位置を解析

することができます。 

ChIP-Seq ChIP-Seq（Chromatin Immunoprecipitation-

sequence）では、クロマチン免疫沈降により得られ

る DNA断片の塩基配列から、転写因子などの DNA結

合タンパク質や、特定の修飾を受けているヒストン

が結合しているゲノム領域の箇所を特定できます。

MBD-seqなど修飾 DNAの検出にも応用可能です。 

RNA-Seq Directional 

RNA-Seq 

次世代シーケンサーを用いて、RNAの配列を調べる

ことにより、転写産物の定量的な発現解析や構造を

解析します。新規の転写産物の配列情報や、新規の

スプライスバリアントの探索も可能です。 

Non-

directional 

RNA-Seq 

さらに、細胞内での RNAの向きを反映した検出が可

能な directional RNA-seqによる解析を提供してい

ます。non-directional RNA-seq 法では検出困難で

あったアンチセンス RNAの検出が可能となります。 

small RNA-seq 転写や転写後の遺伝子発現調節に関与している可能

性のある miRNA や siRNAなどの small RNA を、次世

代シーケンサーが産出する大量のデータにより解析

します。マイクロアレイや qRT-PCR（定量 PCR）な

どと比べて、より網羅的な解析（新規 small RNAの

探索も含む）が可能であり、高発現のものから低発

現のものまで、定量性の高い発現頻度の解析を行う

ことができます。 

出典：http://www.clst.riken.jp/ja/science/labs/dgt/genas/ 
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図 26 次世代シーケンサー施設 

出典：筆者撮影（2018） 

左・右上：試料調整室 

右下：次世代シーケンサー 
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図 27 測定サンプルをシーケンサーに装てん 

出典：筆者撮影（2018） 

 

施設では、一般的なゲノム/トランスクリプトーム解析のみならず、施設独自

の技術である転写開始点解析(CAGE)をはじめとしたユニークで幅広い解析を提

供している。施設では、図 28に示した経営理念に基づいて、専門スタッフが、

利用者目線によるきめ細かなサポートを心がけている。 
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図 28 HPに掲載する「経営理念」(2018年 3月まで) 

出典：(理化学研究所ゲノムネットワーク解析支援施設 2017d) 

URL: http://www2.clst.riken.jp/genas/about/message.html 

 

 
図 29  HPに掲載する「経営理念」(2018年 4月以降) 

出典：(理化学研究所ゲノムネットワーク解析支援施設 2018) 

URL: http://www2.clst.riken.jp/genas/about/message.html 

 

・外部共用の一連の流れについて 

http://www2.clst.riken.jp/genas/about/message.html
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図 30 外部共用のフロー 

出典：http://www2.clst.riken.jp/genas/flow/index.html 

をもとに筆者作成 

 

外部ユーザーからの問い合わせについては、ＨＰの問い合わせフォームに入

力してもらい、どんなサンプルを出すかという相談を行う。測定に使用するサン

プルであるＤＮＡはユーザーに精製してもらう、濃度測定してもらって、サンプ

ルの品質情報をつけてもらって、出してもらう。 

サンプルを準備することは、施設で準備することもできなくもないが、サンプ

ルの性質をよく知っているユーザーに準備してもらうのが一番良いと考えてい

るので、ユーザーにやってもらうことになっている。準備するサンプルの品質基

１
• 問い合わせ

２
• 秘密保持契約の締結

３
• 解析内容の確認・相談

４
• 開始

５
• サンプル送付

６
• 作業実施

７
• 納品

８
• 支払い

http://www2.clst.riken.jp/genas/flow/index.html
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準については、分析会社のほうが若干サンプルの品質の基準が緩いようだ。当方

で求めている基準のほうが厳しい分、データの確かさに影響があるようだ。ゆる

くしたほうが依頼するサンプルは増えそうだが、敷居下げたくない。 

サンプルの準備を自分で生成できないユーザーもいる。せいぜい１－２割程

度だが、そういったユーザーには施設で代わりに準備している。しかし、この作

業は施設に負荷がかかるのでしたくない。 

ユーザーが準備したサンプルから、実際にサンプルからシーケンサーにのせ

るために、フローセル（図 31）に搭載する「ライブラリ」と呼ばれる試料を作

製する。ライブラリまで作ってくるユーザーもいるが全体の１－２割程度。ライ

ブラリを作製するためのキットは年々ユーザーフレンドリーに作成できるよう

になっているが、一般のユーザーにはまだまだ手間やノウハウがかかる作業な

ので、専門的なノウハウを持つ施設で作成している。 

 

 

図 31 DNAシーケンサーで解析するために DNA試料を搭載するフローセル 

出典：筆者撮影（2018） 

 

また、ライブラリ作成のうち「ＤＮＡライブラリ」は１－２日程度で簡単にで

きるが、この施設が売りにしている「ＣＡＧＥライブラリ」の作成には複雑なプ

ロセスを要するので１０日ほどかかる。これまでは３０日もかかっていたが、作

業の見直しなどをして１０までに短縮することができた。シーケンス自体はサ

ンプルによって時間がかかるものはまちまちだが、大体は２－１０日ほどで解

析は完了する。解析が終了の後、データをユーザーに送付し、解析料金を入金し
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てもらう。 

測定のフローとしては、基本的には、ユーザーからサンプルをもらって解析し、

データをそのまま返す、というのが一連の流れとなっているが、ユーザーとのか

かわりあいの中で、共同研究に話を持っていくことができればよいと考えてい

る。しかし、こうした考え方については、施設のスタッフによって考え方はまち

まちで、サービスに徹することをよしとする考え方もある。 
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3.2. NMR 施設 

ここでは、理化学研究所と北海道大学そして大阪大学の NMR施設の調査を見

ていくこととしたい。それぞれ、施設の概要や外部共用に際してのフローや利用

料金などに触れた後、外部共用の担当者にインタビュー調査を行った。特に理研

については、筆者が所属する組織でもあることから、施設の日常のメンテナンス

や測定風景などを 2 年近くにわたりそばで見ることができた。また、筆者の日

常業務である、彼らの研究活動に対するサポート業務のなかで、施設研究者と打

ち合わせる中から生じた施設の問題点や課題を知る機会を得ることができた。

こうした理由により他施設に比較して理研施設に関するインタビューが多くな

っている。 

 

 理化学研究所 

 

・インタビュー調査 

ここでは、NMR 施設において外部共用担当者に対するインタビューを紹介し

たい。約 1 年半にわたる参与観察の折をみてインタビューを行った。インタビ

ューに協力いただいたのは施設を構成する 15名ほどの常勤メンバーのうち、NMR

施設の責任者である研究者 A1と外部共用の担当者である研究者 A2と技師 A1で

ある。また、施設に所属する研究者 A3と研究者 A4にも協力いただいた。 

研究者 A1 は NMR 施設全体の活動方針を決める施設長（～2018 年 3 月）で超

電導科学が専門である。大学卒業後、電機メーカーで超電導部門に所属し学位を

取得して研究開発に従事の後、現在の地位となっている。研究者 A1 の主な業務

は、施設の行う研究方針の策定、施設の行う共同研究の企画、外部共用活動のマ

ネジメントと装置の日々のメンテナンス等の指示などである。また、専門である

研究開発活動として超電導磁石の開発も行っている。 

また、研究者 A2 は外部共用をコーディネートする構造生物学が専門で学位

を有している。製薬会社で研究開発に従事したのち 15年ほど現在の研究所で研

究活動と外部共用のコーディネータをしている。コーディネートする研究分野

については自身の専門である構造生物学分野にとどまらず、自身の研究分野と

は異なるポリマーや材料科学など多岐にわたっている。 

研究者 A3は米国の大学・研究機関でポスドクを経て米国の大学で PIとなっ

た後、現在は日本の大学で教鞭をとりつつ、2018 年 4 月より施設の責任者とな

っている。研究者 A4 は構造生物学を専門とする研究室を所内で主宰している。

外部共用活動を長く行っており、文科省の研究基盤施設の運営についての部会
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の委員を務めている。技師 A は外部共用チームに所属する修士の学位を持つ 20

代のテクニカルスタッフで、主な業務として外部共用のコーディネータのサポ

ート業務や事務手続きに関する業務を行っている。インタビューに協力しても

らった方々には、施設が行う外部共用の問題点と解決方策について質問を行い

これに回答する形で行われた。 

 

・研究者 A1 
施設に対する運営予算や資金がある程度豊富にあれば、装置を潤沢に

用意し、装置が陳腐化すれば丸ごとリプレイスすればよい、といったよ

うな判断もできるかもしれない。しかし、予算がある程度限定されたも

のであれば、こうしたリプレイスを頻繁に行うことはできなくなる。実

際、現在に至るまでに、予算は切られる一方である。事実、私が施設長

になった際には世界的に稀有な規模を有していた 40 台もの NMR 装置を

一つの施設でそろえていることも、予算減に従いすべての装置を維持管

理・リプレイスすることができなくなり、10台まで整理した。 

仮に今後この流れをそのまま続けるのでは、トカゲの尻尾切りのよう

に施設の予算が徐々に切られ、最後は施設の維持が立ち行かなくなるま

で切られて運営は立ち行かなくなってしまうだろう。予算がない時代に

求められるのは、維持管理費を最低限なものとしつつ、ユーザーの興味

を引くようなフラッグシップ機を独自に開発して、他のどこでも測れな

いようなものを作ることではないだろうか。 

他のどこにもないものを、独自の技術を使って開発することによって、

施設の技術やインセンティブも保持される。また、どこにもない装置で

あるから、これを目当てにしたユーザーが集まることを期待している。

施設がサービスだけしていたのでは、独自性が担保されないので発展性

は先細りするだけだ。ここと同じように NMRを外部共用をしているとあ

る公的研究機関では、研究活動とサービス業務を分けて運営する方策を

とることによって、研究重視の予算配分となり、結果的に施設に予算が

流れなくなったそうだ。 

サービスだけでは、予算が先細りするので、独自技術を駆使したフラ

ッグシップ装置の開発や利用研究をあわせておこなうことを施設で行

わなくてはならない。MIT なども海外施設でもそうしている。こういう

わけでサービス業務だけの施設など有り得ないと考える。 

（研究者 A1-01: 2016年 5月 9日実施） 
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現在 NMR施設ではメンバーの何人かが外部共用の業務に従事している。

施設を運営する予算はこの 10 年ほどで削減され、外部共用から得られ

る収入なくしては運営することができなくなってしまった。運営のため

に必要な業務であるにもかかわらず、外部共用を広く進めることについ

て施設としては気が進まない状況となっている。なぜなら、自分たちと

無関係な外部ユーザーに対して施設を開放すること自体にメリットを

利用料以上の意味や意義を得られないからである。そうした状況におい

ても、外部共用行う背景は、外部共用を通じて知り合った外部ユーザー

と共同研究をはじめとしたアカデミックな連携を新たに生み出すこと

ができるからである。こうした連携の中から、施設にとってハイインパ

クトな成果を生み出したり、施設をアップグレードできるような新たな

アイデアを導いたり、施設の質を高める新しい測定法を開発したりする

ことができる。（研究者 A1-02: 2016 年 5月 27日実施） 

 

施設は外部共用を行うよう位置付けられている。しかし、同時に我々の

主たる使命は基礎研究を行うことでもあるので、アカデミアへの貢献も

行う必要がある。この意味で、外部共用は、アカデミックなコラボレー

ションのスクリーニングとしていかに位置づけることが重要になって

いる。このため、施設として以下の取り組みが必要だと考えている。 

・常に最先端の装置を準備し、新しい測定法を検討する 

・外部共用を通じて知り合ったユーザーとハイインパクトなアウトプッ

トを見込める共同研究を模索する 

・外部共用を行うスタッフのモラルアップを図る 

・施設におけるサービス業務のためのインセンティブを向上させる 

（研究者 A1-03: 2016年 8月 29日実施） 

 

基本的に施設が行うこれまでの外部共用は、予算上は今年度までは文

科省の補助金によってのみ行っていた。この補助金で外部共用を行うた

めのコーディネータを雇用する経費を確保してもらい、基本的にはこの

補助金を使って外部共用を行っていた。この補助金はサービス業務をお

こなう共用活動のみを補助するとする整理であり、この補助金を使って

外部共用以外の研究活動を行うことを禁じていた。 

しかし、施設に所属する研究者は共同研究含めて外部組織と何かしら

の関係を持っている。いままでは外部共用の定義とみなしていなかった

が、外部共用それ自体を振興するために、施設が外部ユーザーと連携す

る活動を応援していく必要があると考える。サービス業務だけでは施設
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が本来行っている外部研究機関との研究活動を行うつながりが見えに

くくなってしまう恐れがある。こうしたことをふまえて、補助金事業が

終了した今後は、これまで施設が行ってきた外部研究機関との連携も積

極的に「外部共用」として位置付ける必要がある。 

 (研究者 A1-04: 2017年 1月 5日実施) 

 

産業界ユーザーの中で、依頼者が施設に来ることなくサンプルだけ

送ってきて測定してほしいといわれるケースがある。確かに料金をも

らって、測定方法や分析法などについて特段打ち合わせる必要もなけ

ればそれだけで済んでしまう関係かもしれない。また、会社の所在地

などもここから遠ければ、ちょくちょく来ることなど難しいかもしれ

ない。しかし、そうした関係だと、料金をもらう以上の関係は生まれ

ないので、最先端の装置や人材を駆使して測定してあげることが本当

にここの施設のためにならないのではないか。ありふれた手法や測定

かもしれないが、担当者に来てもらうかこちらから出向くかして、今

後のコラボレーションとしてどういった方策があるのかを検討する必

要があると思う。（研究者 A1-05: 2017 年 1月 26日実施） 

 

・研究者 A2 

外部共用事業で施設が目指すゴールとは、ユーザードリブンでサイエ

ンスを目指すものを見つけることだと思っています。成果は『ネイチャ

ー』や『サイエンス』をはじめとした著名誌に掲載されるだけではない。

共同研究をはじめとしたコラボレーションとして示すことも一つの形。

施設を共用したことによって、どれだけ施設にメリットがあるのかを示

せればそれが成果となる。成果占有課題は確かに施設にとって成果には

ならないかもしれないが、依頼者はさまざまな装置を使っても解析でき

ずに困って理研に測定を依頼する。成果占有課題は、仮にデータを返し

てあげても、直接的な論文成果にはならないが、きちんとデータを返し

てあげたことによってユーザーと信頼関係が生まれるので、次の研究テ

ーマにつながる可能性が大きい。サービス業務のみで施設に利用料金以

上の利益がなくても今後大きな共用研究につながればよい。成果占有は、

今後のコラボレーションのスクリーニング。成果占有課題を少しやって、

データは返すのみで施設に利益は残らないが、長い関係で見ていければ

と思っている。 

材料科学系の研究室はあまり NMR をもっていないので、NMR を外部共

用で利用するニーズがあるようだ。ここの NMR施設ではそもそもタンパ
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ク質の研究を行うためのもので、材料科学には分野が違うこともあって

材料科学の知見とは縁が薄いが、材料科学で取り組むポリマーの構造と

タンパク質のアミノ酸の三次元構造は基本的なところで似ているので

はないかとの意味で、応用が利くのではないかと考えている。また、高

分子材料に関しても同様の議論ができるのではないかと思っている。 

共用事業は、自分たちの興味のある特定の分野のみならず、全分野を

見なければならないが、施設で対応する共用の担当者は全分野をカバー

することがむつかしいので、何らかの形でも異分野の測定を担当する人

材をメーカーなどから派遣してもらえるようであれば助かるのではな

いかと考えている。特に、材料科学などで利用する固体 NMR の測定技術

に人気があるので来年度からこれまでの 2台から 3台体制にしていきた

いと考えている。材料関係が測れる固体の需要が増えているのは事実。

今後増やしていきたいと思うが、現状の人員ではメンテできる人材は限

られているのが問題。 

（研究者 A2-01: 2016年 9月 13日実施） 

 

外部共用でユーザーから要求されている分野は医薬分野をはじめ、無

機材料分野など多岐にわたる。一般的に大学で研究者になるためのト

レーニングとしては、特定の分野に絞って研究するのが通例である。

一方、外部共用で来るユーザーに対応するためには特定の分野にとど

まらず多岐にわたる分野に対応できる人材が求められる。アカデミア

では、こうした幅広い分野に対応できることに慣れておらず、またこ

うした考え方を軽視する流れにある。なので、公的機関が行う外部共

用についてはなかなかいい人材が集まらない背景がある。問題点とし

ては、研究組織の中では論文を成果としてみるのが一般的なので、大

学とコラボレートすることが求められるが、彼らは利用料金を支払う

予算を持っていないことが多いので、利用料金を徴収することがむつ

かしい。一方、企業は利用するための資金を持っているが、成果とし

てはアカデミアに貢献できるものがあまりないので、アカデミックな

貢献を求めることがむつかしい。 

（研究者 A2-02: 2016年 11月 22日実施） 

 

外部共用の仕事を通じて思ったことは、産業界ユーザーの NMR測定の

質が落ちているのではないかということがある。測定についての問い

合わせを外部から随時受けているが、ある産業界ユーザーは 20年前の

測定技術の話をいまだにしている状況がある。こうした背景に NMRは
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操作が難しいので、国立大学で NMR を専門とする教員の中でも、測定

に習熟していない人もいることが挙げられる。NMR装置は高額だから売

れないこともあるが、そもそも操作が難しいので、測定できる人材を

各研究室でそろえることもなかなか難しいのかもしれない問観点もあ

る。測定に際しては、装置から算出されたどのシグナルを、データと

みるのかあるいはノイズとみるのかとの問題が測定者の経験がものを

言うので、敬遠する人がいるのかもしれない。 

（研究者 A2-03: 2017年 3月 8日実施） 

 

NMRを主に利用している研究分野の流行と、必ずしも NMR を利用して

いないが関連している研究分野の流行は違う。本質を見据えて、どこ

に利用のニーズがあるのかをきちんとやっておくことが求められる。

たとえば、これまであまり NMRを使用してこなかった分野に NMRの利

用を積極的に紹介することで、新規な研究成果を創出できる可能性が

ある。例えば、高分子業界は今でも 20年前の技術をつかって NMRでや

っている状況なので、こうしたユーザーに NMR分野の新規測定法を紹

介することで新たなアカデミックな成果が出てくることを期待してい

る。 

現在、高分子分野からの問い合わせが増えている。高分子分野では

これまで NMR 解析することがあまりなかったし、また、使いこなせる

人が減っているので、高分子は作る人専門で解析する人がいない。 し

かしこの背景としては、これはかつての NMRの性能や解析方法が十分

ではなかったことから利用が進んでいなかったことが挙げられる。一

方、利用が今は活発化している。当時はできなかったことができるよ

うになっている。たとえば、高分子材料の末端基を NMRで測定するこ

とはこれまで難しいと高分子業界で見られていたが、これは 10数年前

の低磁場 NMR を利用しての見解だった。現在の高磁場 NMRを利用する

と末端基がみえるようになってきて、プラスチックを高品質に再生可

能な技術につながると注目されるようになっている。 

こうした例をいくつも導き出していくのが外部共用の一つの目的にな

っていると思う。まじめに外部共用やればすこし違った成果が輩出され

たかもしれないのに、外部共用をユーザーからもたらされたサンプルを

ただ測定して返すだけのつまらないものにしていることで、結果として

つまらない作業になっているのかもしれない。 

しかし、行政が外部共用に支援する事業は、論文の数しか見ないので

基本数の多寡を重視するものになっている。こうした考え方のもとで
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は、ユーザーからサンプルをもらって解析データを返し、その対価と

して利用料をもらうやり取り。しかし、当方で重視しているのは、測

定の前後に行ったコンサルテーションやその後の施設側の研究活動に

どうつながったかというもの。しかし、表に見えるだけのアウトプッ

トとしては、利用料収入の多寡やどういった著名な論文にどれだけ掲

載されたのか、といった一部分であり、氷山の一角でしかない。これ

では氷山の下の努力の部分をまるで見ていないことになってしまう。

実際は色んな事やっているところを見てほしい。 

（研究者 A2-04: 2017年 3月 27日実施） 

 

・研究者 A3 

施設の自立のためには施設を外部に共用することは大事だと考えてい

る。しかし、外部共用は外から成果が見えにくく、共用それ自体は施

設の研究に益をもたらさないことから、試みはあまり進んでいないの

が現状。両者を両立させる仕組みを作ることが、重要となると考えて

いる。そもそも、先端研究で行うアカデミックな研究活動とサービス

業務を主体とする外部共用は基本一致しない。施設が成果を上げてい

くためには先端研究をしなければならないので、サービスを中心とす

る共用に重きを置くことはできないので、そのバランスをどう考える

かが重要となる。サービス業務自体は施設の成果として表にでてこな

いが、施設との共同研究になれば、施設の成果として表にあらわれ

る。 

どこまでがサービスでどこまでが研究活動のためのコラボレーション

なのかを施設の中できちんと仕分けたうえで、それぞれにプライオリ

ティ付けを行う必要があると考えている。現時点では、両者が混在し

ているようにみえるのが問題。サービス業務、そしてコラボレーショ

ン、がつながってそこから先端的な研究成果が輩出される。そして、

その成果が新たなユーザーを呼び込む。そんな形ができれば、施設は

総力的に外部共用を中心としたサービス業務にも取り組まなければな

らないのではと考えている。 

（研究者 A3-01: 2016年 8月 29日実施） 

 

外部共用は、共同研究に代表される研究活動とサービス業務から成

り立つと考えている。研究活動だけをしていたのでは、施設に利用料

収入は入りづらいけれど、共用活動の一環として重要な業務。また、

お金をもらわなければならないサービス業務の部分もある程度残さな
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いといけない。特に企業との関係を深めていくためには、こうしたサ

ービス業務を行う必要があるので、最低限のレベルだが研究者がやり

たくないようなサービス業務もやらなくてはならない。 

今後は、共同研究的な共用の要素をもっと見せたい。また、評価の

対象として、こうした活動が見える形を導入していきたい。具体的に

は外部研究機関からサンプルを施設にもたらし、施設の成果とするよ

うな形をとることが想定される。これまでは、独力で自分の研究活動

を推進するために、測定サンプルを調整する形が所内の研究者のある

べき姿とされていた。しかし、自分でサンプル作るだけでは限界があ

る。国内外問わず、外に出て行ってサンプルを外から持ってくる形を

もっとビジブルにしたい。現状はせっかくいい装置があるのに、いい

サンプルがないように見える。施設にはサンプル調整に関する施設・

設備が小規模なので、もっと大きな施設を準備する必要がある。ま

た、通常だったらテクニシャンがやるような仕事を研究者がやるのは

非効率なのでこの点についても改善する必要がある。 

（研究者 A3-02: 2017年 6月 20日実施） 

 

・研究者 A4 

大型装置の維持管理については、今までは大型装置の維持管理経費

については予算が国や本部からきちんと措置されており、利用者から

仮にそれが当該施設に属さない外部ユーザーであっても、利用料金を

徴収する考えはなかった。かつての国研では、大学では持てない大型

の装置が設置されているので、施設を持ちえない大学のユーザー皆が

使いに来ていたが、近い研究者などごく一部の限定されたユーザーが

中心の利用だった。しかしながら、今は、かつてのような一部のユー

ザーに限定することなく、共用促進をよりパブリックに進めて多くの

ユーザーを取り込むことが求められている。一方、現在の法人の評価

軸は、出版した論文がベースなので、それ以外の共同研究数などの評

価軸では正直認められない。共用促進をがんばって進めてユーザーを

呼び込んで運転資金を確保しても、法人から前向きな評価をもらえな

い状況となっている。 

（研究者 A4-01: 2016年 4月 22日実施） 

 

・技師 A1 

これまで共用促進をするために国から補助金が支出されていた。この

補助金の金額で共用に供するマシンタイムが決められていて、この金額
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以下でも以上でもなかった。ここで出された成果を施設が主張すること

はなく論文のアクノレッジメントに「補助金を使った成果です」と記載

するのみだった。補助金で雇用された技術者は、基本的には共用促進に

従事するのみで、自分の成果となることはない。だから、定年退職した

第二の人生を施設で測定にあてたり、測定のみに興味があって論文を書

く必要がない、というように、研究成果を出すことと関して直接的な興

味を持たない人材でないと務まらないのが実情なのです。 

(技師 A1-01: 2016年 6月 27日実施) 

 

これまで NMRを利用したことのないユーザーが、いきなり施設に来

て装置を利用し料金を支払う流れにはなかなかならない。その背景と

して、一回の測定で数十万はしてしまうので、どんなデータができる

か予想できない状況で、料金を支払って NMRを使いましょうとの流れ

にはなりにくい。 

こうした状況で、施設が初回測定分の利用を補助するトライアル利

用であれば、ためしにやってみようとのことで新規サンプルがくる。

本来であれば、こうしたユーザーからも利用料金を徴収すべきだが、

施設がその費用の一部をトライアル利用で補てんする目的としては、

新規ユーザーはこれまでのルーティンできまった測定法で取り組むや

り方とは別の新規の方法論、例えば温度を可変したり、特殊な環境下

で測定したりすること、で取り組む必要がある。また、いい結果が出

てくれば、次もぜひ使いましょうとの話にも展開するので、共用のト

ライアル利用に施設がかかわることは必要なことであると考えてい

る。 

（技師 A1-02: 2017年 3月 3日実施） 

 

 北海道大学 

 

・施設の概要 

北海道大学・先端 NMRファシリティは、先端生命科学研究院・次世代物質生命

科学研究センターに設置された 800MHz の溶液 NMR 装置を中心とする生体高分

子・材料等の高度な解析技術を特徴とする研究施設と、理学研究院・高分解能 NMR

研究室に設置され 600MHzの溶液、固体 NMR 装置による材料・食料・地域資源,環

境など幅広い分野の測定に対応する研究施設から構成されている。 

施設では外部共用を行っていて、産業界の他、研究機関、大学等から以下の 3

種類のパッケージを提供している。 
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・トライアルユース（産業界のみ対象・成果公開義務あり・無償） 

・成果非占有利用（利用者制限なし・成果公開義務あり・有償（割引料金適用）） 

・成果占有利用（利用者制限なし・成果公開義務なし・有償）(北海道大学 

2017d) 

2016 年度における外部利用は表 20 に示す通りトライアル利用が 5 件、成果

非占有利用が 6件である。 

 

表 20 北大ＮＭＲ施設における外部共用リスト 

（平成 27年度） 

No. 利用区分 法人名 課題名 

1 トライア

ル利用 

一般財団法人北海

道環境科学技術セ

ンター 

再生プラスチックの成分評価方法の確

立 

2 トライア

ル利用 

株式会社クロレラ

工業 

クロレラ試料の成分分析 

3 トライア

ル利用 

株式会社沖縄

UKAMI養蚕 

エリ蚕シルクパウダーの固体 NMR解析 

4 トライア

ル利用 

東芝ナノアナリシ

ス株式会社 

リチウムイオン二次電池電極活物質材

料の評価 

5 トライア

ル利用 

株式会社コーケン NMR による発酵玄米中機能性成分のパ

ターン分析 

6 成果非占

有利用 

熊本大学 大学院生

命科学研究部 

活性制御物質の創生を目指したチロシ

ンキナーゼの構造・機能・動態の解析 

7 成果非占

有利用 

九州大学生態防御

医学研究所 

ランタニドイオンプローブを利用した

タンパク質の動的構造解析 

8 成果非占

有利用 

北海道大学大学院

薬学研究院 

表面受容体蛋白質群に結合する新規化

合物の探索 

9 成果非占

有利用 

シンゲンメディカ

ル株式会社 

アカエゾマツ新芽を用い、蒸気蒸留法

により分離した芳香水および製油の生

物活性の検討および単離 

10 成果非占

有利用 

国立研究開発法人

産業技術総合研究

所 

菌類不凍タンパク質のＮＭＲ解析 

11 成果非占

有利用 

旭化成株式会社 L7/L12 タンパクの構造解析 
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出典：(北海道大学 2017b) 

URL: http://altair.sci.hokudai.ac.jp/facility/nmr/results.html  

をもとに筆者作成 

 

北大の施設では、800MHz の溶液用 NMR を 2 台と同じく溶液用の 600MHzNMR を

2台の計 4台を共用している。ここでは、施設の外部利用者が一時的に測定デー

タの解析を行うことが可能なユーザーズオフィス（表 22・表 23・表 24）や試

料調製等を行うことができる利用者用実験台を整備し、利用の便宜を図ってい

る。 

 

 

図 32 北大 NMR 施設 

出典：(北海道大学 2017e) 

 

図 33 北大 NMR施設における外部ユーザーのための控室 

出典：(北海道大学 2017a) 

 

http://altair.sci.hokudai.ac.jp/facility/nmr/results.html
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図 34 北大 NMR施設における外部ユーザーのための実験台 

出典：(北海道大学 2017a) 

 

外部利用者が施設を利用するためには、表 21に示されるとおり、 

（Y-1) 成果占有利用（共用利用によって産出されたデータを外部に公開せず独 

占する） 

（Y-2) 成果非占有利用（共用利用によって産出されたデータを学術論文などの 

形で外部に公開する） 

（Y-3)トライアルユース（産業界限定、同一課題で二回まで） 

の三つのカテゴリーからニーズに応じて選択する。占有利用であれば利用時間

に比例した運転経費のすべてを負担し、後者であればその一部を負担するのみ

となっている。これは、論文を作成し、成果社会に公開することを前提として、

料金の一部を施設が負担するものである。 

 

表 21 外部利用者が施設の利用パッケージ 

分類 対象 成果公

開義務 

施設利用料 利用回数制限 

トライアルユース 産業界のみ あり 無償 同一課題 2回まで 

成果非占有利用 制限なし あり 有償（割引） 無し 

成果占有利用 制限なし なし 有償 無し 

 

出典：(北海道大学 2017d) 
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URL:  http://altair.sci.hokudai.ac.jp/facility/nmr/guide.html 

をもとに筆者作成 

 

また、利用料金は、表 22に示すとおり 

（Y-1) 成果占有利用は、14,300円～28,100 円／時間 

（Y-2) 成果非占有利用は、1,000円～3,400 円／時間 

となっている。料金設定は、後述する学内全体の施設の取りまとめを行っている

大学本部から積算方法の指示により決められている。 

 

表 22 北大ＮＭＲ施設の料金表 

装置名 トライ

アルユ

ース 

成果非占有利

用 

成果占有利用 

大学・公的研

究機関 

一般 

1時間あたり 1時間あたり 1時間あたり 

800MHz（溶液） 無償 3,700円 25,800円 33,500円 

800MHz（溶液） 無償 3,000円 28,400円 36,900円 

600MHz（溶液） 無償 1,300円 20,100円 26,100円 

600MHz（固体） 無償 1,000円 14,300円 18,600円 

 

出典：(北海道大学 2017c) 

URL:  http://altair.sci.hokudai.ac.jp/facility/nmr/fee.html 

をもとに筆者作成 

 

北海道大学 NMR施設では 2016年度より文部科学省「先端研究基盤共用促進

事業（共用プラットフォーム形成支援プログラム）」に参加している。この事

業では、産学官をはじめとしたユーザーが外部共用可能な研究施設・設備等に

ついて、その整備・運用を含めた施設間のネットワーク構築により、高度な計

測分析機器を中心としたイノベーション創出のためのプラットフォームを形成

するとともに、日本の研究開発基盤の持続的な維持・発展に貢献することを事

業目的としている。代表機関、実施機関の 4機関による運営委員会を設置して

NMR利用サービスの更なる質の向上に努めるほか、NMR技術領域の飛躍的な発

展に資する課題を実施するための「最先端利用開発利用枠」の設置、最先端の

技術や先端的な NMR 装置・技術を活用したイノベーションを創出するための、

装置・技術開発に関する施策やプログラムとの協調連携や NMR技術領域内外の

学生・アカデミア研究者・企業研究者の NMR の教育・学び直しや NMR 共用プラ

ットフォームの高度技術支援者の技術・知識の維持・向上を目的とした人材の
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育成、広報・連携・ネットワーク構築等に取り組んでいる(NMR共用プラットフ

ォーム 2017)。 

 

・インタビュー調査 

 北大 NMR施設でのインタビュー調査には、運営に携わっている研究者 B1と研

究者 B2 に協力いただいた。研究者 B1 は構造生物学の研究部門の教授であり、

施設の責任者である。研究者 B2は研究者 B1の研究室に所属する准教授であり、

外部共用の責任者である。それぞれ外部共用の課題や問題点などについての質

問を行った。 

 

・研究者 B1 

NMR施設は今年度から文科省の事業である NMR共用プラットフォーム

事業に参加している。これに参加することでプラットフォームに参加

している、他機関と連携することが可能となり、スケール感を生かし

た外部共用のプログラムが可能になると考えている。現在想定してい

るものとして、たとえば現在北大では全学スケールで行っている「COI

プログラム」があり、食品メーカーなどと連携して食品サンプルなど

の DB化、標準化、を大規模に行っていこう、という話が出ているが、

北大 NMR施設だけでは規模が小さいので、全学的なプログラムに参加

することをためらっている。 

しかし、「NMRプラットフォーム」として参加することができれば、

他機関と連携して大きな予算取りに関わることのできるプログラムに

参加することも可能となるのではと考えている。 

（研究者 B1-01: 2016年 7月 21日実施） 

 

・研究者 B2 

非占有利用については利用の消耗品などを徴収するのみであるが、施設

側としてはこの料金設定は少し安すぎる認識を持っている。一方、占有利

用についての内訳は消耗品に加えて、装置の減価償却費など含んでいる。

幅広いユーザーに利用してもらうためにフレキシブルな料金設定が必要

であると感じている。 

利用にあたっては図 35に示すフローに基づき、占有利用以外の利用

については、学外有識者による「課題選定委員会」による学術的・方法

論的に妥当か等の観点から審査され、認められたものが採択、となる。

利用した学内ユーザーが執筆した論文がアクセプトされた際には、施設
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に対する貢献は基本的にはアクノレッジを記すことをお願いしており、

これをもって施設の成果と位置づけている。 

 

 

図 35 北大ＮＭＲ施設の利用の流れ 

出典：(北海道大学 2017d) 

URL: http://altair.sci.hokudai.ac.jp/facility/nmr/guide.html 

  

 

そもそも共用プラットフォーム事業に参加することで目指したかっ

たコンセプトの一つとして、各機関と連携したプラットフォームを軸

に国際的な NMRのフラッグシップを目指すことがあった。フラッグシ

ップとなることによって、先端的な研究開発を進めていく目的があっ
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たかと思う。当初、フラッグシップになることで、アカデミックな成

果を輩出することを志向していたが、実際に始めてみるとそれほど集

まらなかったので、結局は数値目標を達成するために、アカデミック

な成果を輩出するよりは施設にとっては数合わせのつまらない共用を

するようになってしまった。 

加速器をはじめとした先端機器の場合には市販品ではなく、ゼロから

装置を開発しそういう装置を使って論文にするのが目的だが、NMR につ

いては、装置をゼロから開発するようなものよりは、市販の機器を購入

することで対応できてしまうので、フラッグシップになりにくい。アカ

デミックに特筆した成果を出すためには、加速器のようにオリジナルな

装置を作り上げて提供することが求められるのではないか。人材育成に

ついてもこうした研究成果があってこそ初めてできるものであり、人材

育成だけが研究活動から独立して行えるものではない。 

（研究者 B2-02: 2017年 5月 10日実施） 

 

アカデミア利用と産業界利用については、ほとんどがアカデミア利用

であるが、試験的に利用するユーザーに利用料金などで便宜を図るトラ

イアル利用については産業界の利用が見受けられる。国・行政は大学の

NMR 装置を共用させたいと思っているようだが、施設内部の担当者の一

部ではこれまで学内で占有して利用してきた装置を、外部の利用のため

に共用させることについて受け入れがたい意見を持っている者も施設

の中にはいる。そもそも、北大に関しては、その立地が多くのユーザー

がいる関東地域などから大きく離れていることもあって、そもそも共用

するユーザーが少ない事情もある。こうした問題に対応するため、外部

共用を進めるために施設側と外部利用者にとって双方意味のある互恵

関係となるような仕組みを考える必要がある。 

施設を共用にすることによって、単にユーザーが施設を使って施設

を開放した担当者側には何の寄与もないのではモチベーションが保て

ない。これが現状の施設の共用に関する問題点。こうした問題を解決

するために、施設を外部開放する施設と外部利用者の双方にとって互

恵となる方策を共用に求める必要がある。その一つとして考えている

のが、教育を通じた共用である。これまでに装置を使ったことのない

外部利用者を対象とした講習会を開催し、装置の利用になれてもらう

ことと、施設担当者に講師となってもらうことによって教育活動に慣

れてもらうことで、双方にとってメリットとなることを目指してい

る。 
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実習は少人数が基本とし、受講者の能力レベルに違いがあるので講

習のやり方についてはフレックスに対応できるよう考えている。講習

会に参加するユーザーは基本道内からの参加者であり、それ以外から

の参加者はほぼいない。北大は場所がボトルネックとなっており、多

くの参加を目指すのであれば、首都圏などで開催して大規模に行うの

が良いのかもしれない。現在は実習用にマシンタイムの運転費用・消

耗品費をもらっているが、旅費や宿泊費などは計上されていないので

北大が位置する場所の立地上、旅費や宿泊費の補助が出るとなお広ま

っていくのではないかと考えている。 

教育プログラムの装置実習費を頂くと、それに係るマシンタイムの

維持費が補える。また、講習会の参加者の中から新規ユーザー獲得の

ための宣伝もできる利点もある。 

いずれにせよ、まずは装置を使ってもらわないと始まらない。これ

までの補助金事業では、今まで使ったことのないユーザーに試験的に

使ってもらうトライアル事業があった。この手の試みを続けていくこ

とが必要と思われる。今後取り組みたい課題として、NMR装置の実習用

にウェブなどに公開前提としたテキストの作成を行っていきたい。メ

ーカーが作成したものをそのまま公開するわけには知財の関係からで

きないと考えているので、どの部分を除外できるのかできないのか、

についてメーカーに相談しながら作成する必要がある。 

（研究者 B2-03: 2016年 7月 21日実施） 

 

マシンタイムの半数は構造生物学だが、外部共用の件数の 7割は外

部共用。食品業界をはじめとしたメタボロミクスで構造生物学とは異

なる研究分野である。構造生物学をターゲットとする企業は創薬を行

う企業なので、北海道にはそうした創薬のためにタンパク質の構造解

析を行う企業はそんなにない。しかし、メタボロミクスであれば、話

が違う。食品業界をはじめとして北海道周辺においても外部ユーザー

は潜在的に広いのではと考えている。自分の専門は構造生物学である

が、こうしたユーザーを開拓した中からコラボレーションを進めるこ

とにより、自分のそれまでの専門とは異なるが新たなアカデミックな

ペーパーを書ければと考えている。溶液だけでなく、固体もまだまだ

ある。先日、自分の専門は溶液 NMR であるが固体 NMRについての成果

で初めて発表した。自分の専門外のことであったので、たどたどしか

ったけれど。外部共用ユーザーは、普段自分たちが接しているサンプ
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ルとは思いがけないものをもってくるので、勉強になる側面もある。

（研究者 B2-04: 2017年 8月 2日実施） 

 

 大阪大学 

 

・施設の概要 

 大阪大学蛋白質研究所（蛋白研）では、タンパク質の構造解析を原子分解能で

行うため、その手段として NMR が重要な装置として位置づけられている。蛋白

研の NMR装置群は、世界最大級の磁場で正解最高性能の能力を持つ 950MHz NMR

（図 36）をはじめとする装置群を整備している。 

 

 

図 36 阪大施設に設置されている 950MHzNMR 

出典：筆者撮影（2016） 

 

 阪大蛋白研では共・共拠点としても活動しており同一研究コミュニティーユ

ーザーに対して施設の共同利用を行っている。共同研究員（大学院生以上）は、
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審査結果に応じて研究費、旅費および滞在費が支給され、共同研究員のための宿

泊施設を利用することができる。この共同研究員制度は 1959年から実施してお

り、2015 年度までに総計 2,687 名の研究者がこの制度によって本研究所で研究

に従事している。共同利用のための経緯費が研究所の予算に別途組まれている。 

こうした共同利用に加えて、蛋白研では施設の外部共用も行っている。外部共

用では、北大の NMR 施設と同じく論文で成果を公開することを条件に料金をデ

ィスカウントした「成果公開」利用と、産業界ユーザーによる権利化などを念頭

に置いた「成果非公開」利用を想定しそれぞれに料金を設定（表 23）し、HPで

公開している。利用の流れとしては、施設のコーディネータに相談ののち、申請

書を提出、成果公開の課題であれば、第三者有識者による課題選定を経て利用が

採択、実験の終了後に報告書と料金を施設に支払うプロセスとなっている。 

 

表 23 阪大 NMR施設の利用料金表 

（／日・税抜） 

利用形態 

＼機器 

400MHz 500MHz 500MHz 600MHz 600MHz 

（溶液） （溶液） （固体） （溶液） （固体 DNP） 

成果占有利用

（補助あり） 

¥27,000 ¥77,000 ¥91,000 ¥67,000 ¥477,000 

成果占有利用

（補助なし） 

- - - - - 

成果非占有 ¥5,000 ¥15,000 ¥18,000 ¥13,000 ¥95,000       

利用形態 

＼機器 

700MHz 700MHz 800MHz 950MHz 
 

（固体） （固体 DNP） （溶液） （溶液） 
 

成果占有利用

（補助あり） 

¥143,000 ¥490,000 ¥111,000 ¥170,000 
 

成果占有利用

（補助なし） 

- - ¥47,000 ¥74,000 
 

成果非占有 ¥29,000 ¥98,000 ¥22,000 ¥34,000 
 

出典：(大阪大学 2017a) 

URL：http://nmrpf.jp/information/osaka.html をもとに筆者作成 

 

実施する課題としては、平成 27 年度では約 9 件の課題を実施している（表 

24）。 

 

http://nmrpf.jp/information/osaka.html
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表 24 阪大 NMR施設における外部共用リスト 

（平成 27年度分） 

1 トライアル ユース 電池材料向け無機固体材料

の NMR 構造解析 

三井金属鉱業 株式

会社 

2 トライアル ユース  固体 DNP－NMR による高分

子膜の表面 構造解析手法の

構築 

富士フイルム 株式

会社 

3 トライアル ユース  材料系試料への 溶液・固体

ＮＭＲ法の応用 

JFE ﾃｸﾉﾘｻｰﾁ 株式

会社 

4 トライアル ユース  DNP NMR 法を用いたポリマ

ーコート フィルム表面層の

高感度測定 

旭化成 株式会社 

5 トライアル ユース LCP(液晶性ポリマー)の末端

基測定 

上野製薬 株式会社 

6 成果非占有利用 ミトコンドリア呼吸鎖にお

けるシトクロム c-シトクロ

ム酸化酵素間の電子伝達機

構の構造化学的解析 

北海道大学大学院

理学研究院 

7 成果非占有利用 免疫機構に関与する細胞表

面受容体タンパク質のリガ

ンド認識機構の比較 

北海道大学大学院

薬学研究院 

8 成果非占有利用 天然変性蛋白質、機能性核酸

及びバイオマスの構造・機

能・分子運動相関解析 

京都大学エネルギ

ー理工学研究所 

9 成果非占有利用 蛋白質の高エネルギー状態

の立体構造解析 

立命館大学薬学部 

10 成果非占有利用 Ferredoxin-NADP+酸化還元

酵素の酵素基質間相互作用

の NMR解析 

金沢大学理工研究

域物質化学系 

11 成果非占有利用 c-Myb DNA結合ドメイン、エ

ンド 1,3βグルカナーゼ、3α

ヒドロキシステロイドデヒ

ドロゲナーゼの立体構造解

析 

京都府立大学大学

院生命環境科学研

究科 

12 成果非占有利用 NMRに基づくアミロイドβペ

プチドのオリゴマー化メカ

熊本大学大学院生

命科学研究部 
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ニズムの解析 

13 成果非占有利用 Helicobacter  pylori  由

来のニッケル特異的結合タ

ンパク質 Hpn の構造機能相

関 

愛媛大学農学部 

14 成果非占有利用 ポリユビキチン線維とユビ

キチン関連蛋白質の構造解

析 

京都大学大学院工

学研究科 

出典：(大阪大学 2017b) 

URL:  http://nmrfacility.info/usage-guidance/utilization-report より

をもとに筆者作成 

 

・インタビュー調査 

大阪大学の NMR 施設では、施設の責任者である研究者 C1にインタビューす

ることができた。研究者 C1はタンパク質の構造解析が専門の研究者であり、理

学部において研究室を主宰している。NMRを利用した研究のみならず、ハード開

発も行っている。 

 

・研究者 C1 

蛋白研では、日本における蛋白質研究の一大拠点であった経緯から、

タンパク質の構造解析を行う主要な手段の一つである NMR装置について

は、高性能・高分解能な装置を整備してきており、それに伴ってこれま

でに多くの共用を外部ユーザーに対して行ってきた。その多くはユーザ

ーが費用経費を負担するのではなく、大学や外部資金が外部ユーザーが

負担する経費を代わりに負担する「共同利用・共同研究拠点」制度を整

備してきた。これにより、学内ユーザーは無償で利用することができる。 

この制度では、大学・高等教育機関の教員、国公立研究機関の研究員

などで、本研究所で実施されている研究に参加を希望する者などを共同

研究員として受け入れ、共同研究を行っている。これらの利用では、施

設は共著者やパテントなどいかなる権利も主張し要求することはない。

なので、例えば理研施設が成果非占有利用などで要求するような成果の

主張をユーザーに対して行うことは阪大においては難しいと思う。もし

そんなことを主張するのであればユーザーは離れてしまうだろう。施設

ごとに個々の事情で動いているので、統一ルールを作るのはむつかしい。

阪大の場合は、大学本部で措置される共同利用・共同研究拠点のお金で

アカデミアユーザーを補助し、産業界ユーザーについては文部科学省の
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委託事業である NMR プラットフォームの委託費を使って補助している整

理となっている。 

（研究者 C1-01: 2016年 10月 7日実施） 

 

3.3. 放射光施設 

放射光とは、電子を光とほぼ等しい速度まで加速し、磁石によって進行方向を

曲げた時に発生する、電磁波であり、この電磁波を活用することにより物質や材

料の微細な構造を分析することができることから、ライフサイエンスや材料科

学など幅広い分野で活用されている(SPring-8 2017e)。放射光施設では、表 25

で示すとおり基礎研究から応用研究に至る広範な研究分野で利用されている。 

 

表 25 スプリング 8を利用する研究分野 

生命科学 タンパク質巨大分子の 3次元構造解析、非結晶生体物質の

小角散乱、薬剤設計、新薬開発など 

物質科学 先端材料の原子・電子の構造、極端条件下の材料物性、産

業材料の評価、新物質創製と材料改質など 

化学 触媒反応の動的挙動、表面のＸ線光化学過程、原子・分子

分光、超微量元素分析及び化学状態、考古学的研究など 

地球科学 地球深部物質の構造と状態、極限環境下の物性、隕石・宇

宙塵の構造など 

環境科学：生体試料中の環境汚染微量元素の分析、高性能

電池材料の局所構造解析、環境浄化用触媒の分析など 

医学 微小血管造影法による腫瘍血管の観察、トモグラフィ、屈

折コントラスト・映像法による呼吸器系疾患の観察など 

産業 半導体用新酸化物材料の評価、ナノ材料の評価、微量元素

分析、材料の断層観察、材料の歪み分布解析など 

出典：(SPring-8 2017e) 

URL:  http://www.spring8.or.jp/ja/about_us/whats_sr/utilization_sr/ 

をもとに筆者作成 

 

 ここでは国内にある放射光施設のうち「共用促進法」により理化学研究所が設

置するスプリング 8（SP8）と大学共同利用機構である高エネルギー加速器研究

機構（KEK）が設置するフォトンファクトリー（PF）の二つの施設を取り上げる

こととしたい。この二つの施設に注目した背景としてこの二施設が日本を代表

する放射光施設であることに加え、前者が行政による研究開発法人の設置とい

http://www.spring8.or.jp/ja/about_us/whats_sr/utilization_sr/
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ったいわばトップダウン的なものと、アカデミアの共同利用を発端としてボト

ムアップ的に設置された後者といった特徴を有している。こうした背景の違い

で、それぞれ差分がみられるかどうか検討を行う。 

また、海外施設としてスイス施設を取り上げる。スイス施設を取り上げた背景

として、スイスのアカデミア施設がナショナル・イノベーション・システムの中

において明確な役割分担の下で機能していると指摘されていることが挙げられ

る（JST-CRDS 2016）。また、米国スタンフォード大学に併設されている DOE

（Department of Energy、エネルギー省）管轄の SLAC（ SLAC National 

Accelerator Laboratory）に設置されている放射光施設の状況をよく知るスタ

ンフォード大学医学部教授に対するインタビュー調査を行うことができた。そ

れぞれ、日本施設との差分がみられるか検討を行うこととしたい。 

 

 国内施設 

・施設の概要（スプリング 8） 

兵庫県に設置されている理化学研究所の放射光施設である SP8（図 37）は約

500名のスタッフで運営されており、平成 9 年より大学、公的研究機関や企業等

のユーザーに外部共用している。1周約 1.5 キロあるリング状の施設の内部はビ

ームラインと呼ばれる放射光を研究サンプルに当てる装置が整備されている。

施設内部には、図 38に示した「ビームライン（BL）」と呼ばれる測定装置を介

して行う。BL 毎に高分子材料やタンパク質の構造解析などの異なる実験を行う

ことが可能となっている(SPring-8 2017a)。施設の運営については、前述した

「共用促進法」により、産学官の研究者等による共用を促進するための施設整備

や外部共用のために必要な経費が措置されている（文部科学省 2009）。 



 120 

 
図 37 放射光施設スプリング 8空撮図 

出典：(SPring-8 2017a) 

URL: http://commune.spring8.or.jp/imageterms/img/img02l.jpg 
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図 38 スプリング 8ビームラインマップ 

出典：(SPring-8 2017c) 

URL: http://www.spring8.or.jp/ja/about_us/whats_sp8/facilities/bl/map/ 
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 SP8では、年間当たり平均して約 600あたりの実験課題が外部共用として行わ

れている（図 39）。 

 

 

図 39 スプリング 8における採択課題数変遷 

出典：(SPring-8 2017b) 

URL: http://www.spring8.or.jp/ja/about_us/spring8data/ 

 

 スプリング 8で外部共用を行うための利用形態としては、NMR施設で紹介した

ものと同じく、施設を利用して研究成果を論文等に出版することを条件に施設

の利用料金が無料となる成果非占有利用と、製品開発などの一環で施設を利用

することで成果公開の義務がない代わりに利用料金を負担する成果占有利用の

二つからなる（表 26）。 

 

表 26 スプリング 8における外部共用の利用体系 

利用形態 概要 料金 成果 

成 果 非 占

有利用 

論文等により研究成果を公表する

代わりに利用料は免除 

無料 公開 

成 果 占 有

利用 

成果公開の義務がない代わりに、

利用時間に応じた利用料が発生 

8時間（１シフト）

あたり 480,000 円 

非 公

開 

出典：(SPring-8 2017d) 

URL: https://user.spring8.or.jp/?p=605 をもとに筆者作成 

 

https://user.spring8.or.jp/?p=605
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・インタビュー調査 

スプリング 8では、研究者 D1にインタビュー調査を行うことができた。研究

者 D1はスプリング８において外部共用を行うビームラインの責任者である。学

位を取得の後、タンパク質の構造解析を行うビームラインの設置や運営に携わ

っている。 

 

・研究者 D1 

研究基盤施設の採用の際に表面化されるものとして技師と研究者の

評価についての問題がある。例えば、研究職として採用されるために

は、どんなに技術やマネジメントが秀でていても、アカデミックペー

パーでファーストオーサーがないと評価されない現状がある。施設の

メンバーで研究職にふさわしいと推薦しても、技師から研究者に転身

することは現状では難しい。研究者から測定を依頼されたことでセカ

ンドオーサーやアクノレッジが何百とあっても、いざ研究者としての

評価がどうかというと、評価の対象外となってしまう。 

だから、ここの施設では独自で研究で評価される評価軸とは異なる

評価軸やインセンティブを設けている。しかし、こうした基準はあく

までここの施設内だけに認められるものであり、体外的には公式に認

められていないのがつらいところ。よく、技師と研究者は対等という

が、暗黙的に研究者が上位に位置するヒエラルキーが存在する。たと

えば、どんなに技術があって研究のセンスがある人でも、こうした人

間を採用するに際して、研究者を交えた人々で構成される採用審査委

員会で審議すると「研究職として採用するのではなく、技師でいいの

では？」みたいな議論となってしまう。そんな議論が出てくること自

体差別的な環境があることを明示している。 

（研究者 D1-01: 2016年 6月 1日実施） 

 

・施設の概要（フォトンファクトリー） 

フォトンファクトリー (Photon Factory, PF)は、高エネルギー加速器研究機

構(KEK)のつくばキャンパスにある放射光施設である。先のスプリング 8と同じ

く、放射光を利用して、ライフサイエンスや材料科学などの研究を行っている。

図 40に示すとおり、PFリングとアドバンストリング（PF-AR）の 2つの放射光

専用の光源加速器から発生する放射光を用いて、外部共用を行っている。フォト

ンファクトリーでは、1982 年に放射光発生に成功しＸ線の領域では日本初のと

なる放射光源となっている。放射光を利用して分子や結晶の変化する様子を捉

える時間分解実験や、高エネルギーＸ線を利用した地球科学研究などが行われ
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ている(KEK 2017b)。 

 
図 40 フォトンファクトリー（PF）空撮図 

出典：(KEK 2017b) 

URL: https://www2.kek.jp/imss/pf/about/sr/ 

 

フォトンファクトリーは、大学共同利用機関の施設として、国内外の広い分野

の研究者に共同利用の場を提供しており、毎年、約 1000件の実験課題が実施さ

れ、約 3500人（実数）の研究者が利用研究を行っている（図 41）。施設の内部

はスプリング８と同様ビームラインが設置されている(図 42)。 

 
図 41 フォトンファクトリー実施課題数変遷 

出典：(KEK 2017d) 

https://www2.kek.jp/imss/pf/about/sr/
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図 42 フォトンファクトリーにおけるビームラインマップ 

出典：(KEK 2018) 

URL: https://www2.kek.jp/imss/pf/apparatus/bl/ 

 

フォトンファクトリーが提供する外部共用の利用形態としては、主としてア

カデミアが利用する成果公開の上で利用料金を無料とする「共同利用実験」と、

インダストリーが利用する成果非公開で利用料金を負担する「施設利用」、さら

に論文を公開する共同研究を前提に利用料金を無償とする「共同研究」「共同利

用」のタイプが整備されている（表 27）。 

 

表 27 フォトンファクトリーにおける外部共用の利用体系 

区分 名称 概要 料金 成果 

アカデミ

ア利用 

共同利用実験 アカデミア研究機関

の研究者又はこれに

準ずる研究者が研究

成果を無償で社会に

還元することを目的

無料 公開 
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とする研究に利用。 

産業利用 施設利用 有償利用制度 標準 BL：27,300 円

／時間 

高性能 BL:53,550円

／時間 

非 公

開 

共同研究 インダストリ研究者

と KEK職員が共通の

課題について共同で

取り組むための制度 

共同研究費負担 原 則

公開 

共同利用 学術的な成果の創出

を目的とする研究の

ための利用 

無料 公開 

出典：(KEK 2017a) 

URL:  https://www2.kek.jp/imss/pf/use/program/ をもとに筆者作成 

 

・インタビュー調査 

研究者 E1はフォトンファクトリーにおいてタンパク質の構造解析を行う構造

生物学ビームラインの責任者の方である。自身も構造生物学における研究活動

に従事しつつ、施設の運営を担当し外部共用を行っている。ここでは、それぞれ、

施設における外部共用の位置づけや外部共用を行う担当者の位置づけや、分野

全体に通底する問題点などについてインタビュー調査をすることができた。 

 

・研究者 E1 

外部共用とは、新規ユーザーの獲得のための営業活動が重要となる。

いままで使っていないユーザーにいかに施設を使ってもらうか、売り

込むこと。どれだけ施設を使ってもらっても、共著者にはならずにア

クノレッジメントだけでよしとするくらいの気持ちがなければ外部共

用は続かない。 

外部共用を行う際に求められるのは、少なくともこれを片手間で行

うような考え方ではうまく続かないと考えている。成果にならない活

動を続けていくだけの覚悟があるのか、ということ。とはいえ、外部

共用は相手のためだけではない。自分たちの技術開発の契機となるも

のでもある。例えば、測定に使われるタンパク質を自動的に調製する

ことができる全自動結晶化装置は産業界ユーザーの共用があってこそ

https://www2.kek.jp/imss/pf/use/program/
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生まれたもの。こうした装置は自分たちだけで施設を利用したのでは

生まれなかった。こうしたように施設に利益があるからこそ外部共用

はなりたつのではないか。ユーザーに対するサービスばかりではうま

くいかないとの面もある。 

施設には 50名くらいのスタッフがいるが、パーマネントの職員はほ

ぼいない。半分がサンプル調整をはじめとしたウェット部分を担当

し、半分が放射光施設のビームライン部分を担当しちる。ウェット側

からの要望をビームライン側で応えて測定する関係となっている。そ

れぞれがそれぞれの立場を意識しないと協調関係が保てない。一緒に

動くのはむつかしい。努力して頑張っている。ウェット部分とビーム

ライン部分の間に自動化技術の開発などを担当するスタッフがいて、

これが結構重要な二つの部門のバッファー的な役割を果たしている。 

施設で行うタンパク質の構造解析は、昔は難しい技術で限られたも

のしか使うことができなかった。しかし、現在では、生物学の中で一

般化しつつある技術となりつつある。ビームラインもみんなにもっと

使ってほしいとの思いがある。構造解析にこれまで興味を持ったこと

がない人にも使ってもらいたいスタンスで施設の運営をやっていきた

いと考えている。放射光施設はこれまで専門家のためのものであった

が、いまはみんなのための放射光施設をめざす姿勢で運営している。 

測定の自動化は自分が研究を始めた 25年前では、考えはしつつも実

現はむつかしかったが、今はそんなことはない。自動化を進めてきて

いる。施設のタンパク質構造解析用ビームラインは 5本ある。そのう

ち 2本が自動測定用となっている。しかし、ほかのビームラインの順

次自動化する流れにある。ユーザーインターフェースについてはすべ

て共通化し、測定自動化ソフトも開発している。 

現在、一本の論文に 10個くらいの結晶構造を解かないと論文に掲載

されない状況。また結晶作るのが今まで以上に難しくなっているの

で、その準備のためにサンプル調整にかける時間がほとんど。かつて

は施設の測定技術のことを深く知らないと構造解析できなかったが、

現在では、このあたりの技術が自動化されていて施設の測定技術のこ

と知らなくても問題ない。結晶さえできてしまえば、測定まではほと

んど自動化でできてしまう。またかつては、測定したデータから二日

も三日も徹夜しながら施設で手作業で解析していたが、それに関する

作業がほとんどソフトで行うことができてしまうので、施設にべった

り張り付く必要もない。現在のところのボトルネックは、サンプル調
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整のところと調整したサンプルから結晶を作るところである。ここは

まだ自動化できないので手作業。 

BLも測定するのに、一個の結晶で 3分から 5分でできてしまうので

結晶を交換する時間がほとんど。試料を交換したり測定者が休憩した

りする時間がほとんどとなっている。実際にデータを集めているのは

全体の 2割程度しかない。結晶を 16 個入れるカセットがあるので、そ

れに結晶さえ入れれば、自動的にサンプルを測定できるシステムがで

きつつある。来年度にはほぼすべてのユーザーが利用することができ

る。ロボットを使うとマニュアルよりも霜がついていいデータができ

ないので不便であり、マニュアル的に手のせ方式で行ったほうがいい

との話もある。しかし練習すればうまくできるので問題ないと思う。 

測定自動化の今後の課題としてはたとえば結晶を BLに設置するとこ

ろの高度化が重要な技術開発となっている。不慣れな人がやるとうま

くやる人との間で測定の分解能にずいぶんと差が出てしまうので、こ

の問題にどう対応するかが課題となっている。 

（研究者 E1-01: 2016年 10月 26 日実施） 

 

 海外施設 

ここでは、海外放射光施設の事例を紹介することとしたい。スイスチューリッ

ヒ郊外にあるポールシェーラー研究所（PSI）に設置されている放射光施設 Swiss 

Light Source(SLS)を取り上げる。今回、構造生物学ビームラインの担当者であ

る SLSの日本人職員からインタビューを行うことができた。 

スイス公的研究機関は連邦経済教育研究省直下に置かれたものであり、具体

的には、 

•連邦工科大学チューリッヒ校（ETHZ） 

•連邦工科大学ローザンヌ校（EPFL） 

•ポールシェーラー研究所（PSI） 

•スイス連邦森林研究所（WSL） 

•スイス連邦材料試験研究機関（EMPA） 

•スイス連邦水資源・水質管理研究所（EAWAG） 

の連邦工科大 2 校と 4 つの研究機関を合わせたものを「ETH グループ（ETH 

Bereich）」と称している。これらの研究機関は、スイス科学庁に属するスイス連

邦工科大学理事会（The Board of the Swiss Federal Institutes of Technology）

によって統括されている。JST‐CRDSの調査によれば、スイスの科学技術システ

ムにおいては、教育と研究環境の整備は公的な資金により運営されるが、イノベ

ーションに直接かかわる部分については産業界が行うという役割分担が明確で
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あるとしている（JST-CRDS 2016）。こうした環境のもとでは外部共用の担当者に

はどのような意識がみられるのかという、問題意識のもと調査を行った。 

 

・施設の概要 

PSIは ETH（チューリヒ工科大学）に付属する自然科学・エンジニアサイエン

スでスイス最大の研究所である（図 43）。チューリッヒ郊外の Villigen に位置

し、市内から電車で 30 分ほどの後、バスに乗り換え高台を 20 分ほど登ったと

ころにある。研究所の中央部には川を挟んで東地区と西地区があり、東地区には

かつては研究用の原子炉があった。西地区はもともと民間の研究所があったと

ころ買収し、拡張した。図 44で示した全景部の右側に示した丸いリング施設が

放射光施設である SLS（Swiss Light Source）が設置されている。 

研究組織としての PSIでは、物性研究や環境・エネルギー研究、ライフサイエ

ンス研究を行っている。毎年 2500 名を超える国内外研究者が研究活動を行って

いる。次世代の人材育成のため、スタッフの 25％は若手・ポスドクによって担

われている。約 2,100 名のスタッフによって運営され、毎年約 380 億円の予算

が措置されている。物性研究では、多種にわたる物質・材料の内部構造の解析を

行い、これらの知見は新規材料や技術応用に展開される。環境・エネルギー研究

では、サステナブルなエネルギー創成や環境にやさしい材料開発を行っている。

ライフサイエンス研究では、生体機能の解明のみならず、治療法や疾患の原因の

解明などの分析を行っている。PSIでは、放射光施設の Swiss Light Source (SLS)

のほか、中性子源施設の SINQ とミュオン施設の SμS の大型研究施設をスイス

で唯一有しており、独自に活用するのみならず、外部ユーザーのために外部共用

している(Paul Scherrer Institute 2017c)。 
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図 43 ポールシェーラー研究所空撮図 

出典：(Paul Scherrer Institut 2017c) 

URL: https://www.psi.ch/about/psi-in-brief 

 

 

図 44 SLS全景模式図（左）と BLマップ（右） 

出典：(Paul Scherrer Institut 2017a) 

URL: https://www.psi.ch/sls/beamlines-at-sls 

https://www.psi.ch/about/psi-in-brief
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この放射光施設の特徴は、放射光を発生させるブースター加速器と放射光を

発生させる蓄積リング並行していることである（通常の施設は分離している）。

この背景として、限られた場所に設置する理由があったことと、放射光を高性能

にするトップアップ運転を行うためには好都合となっている。全 19 本のビーム

ライン中、3 本がタンパク質の結晶構造解析用ビームラインとなっている（図 

45）。 

 

 

図 45 SLSのタンパク質構造解析ビームライン PXⅢ（左）と PXⅡの内部

（右） 

出典：筆者撮影（2017） 

 

SLS に設置されている 20 本ある BL のうちタンパク質の構造解析をする 3 つ

の BLのうちの一つが PXⅡビームラインである。図 45に、スポンサーとなって

いる企業名が BL 入口扉に記されており、産業利用のための BL であることがわ

かる。図 45の右手にある、アームが伸びた装置が試料となるタンパク質結晶を

自動で測定台に乗せるサンプルチェンジャーである。この装置により、タンパク

質の結晶さえ準備されてしまえば、あとはほとんど自動で実験データをとるこ

とができる。 

BL の運転は 20 名ほどのスタッフサイエンティストとテクニシャンによって

担われている。図 46 の左側の写真は、BL横にはってある BLの整備や外部共用

を担当するスタッフサイエンティストとテクニシャンのリストである。図中、上
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部二列は博士号を持つスタッフサイエンティストであり、全員スイス以外の外

国人から構成となっている。また、3列目 4 列目に記載のメンバーはテクニシャ

ンで全員スイス人ネイティブから構成されている。このような人員構成になっ

た背景に特段理由はないようだが、テクニシャンの多くは地元の高専から施設

に就職することが多い。同じく図 46 右の写真で示すのは、BL 内部の設置され

ているコントロールルームの写真である。写真中、上部に飾ってある酒瓶には、

施設を使って構造解析した結果導き出されたタンパク質の構造を示した図（リ

ボン図）とタンパク質の名称、そして掲載されたジャーナルが記載されている。

SLS の BL を使って構造解析されジャーナルに掲載されたお祝いにユーザーから

プレゼントされたものである。 

 

 

図 46 構造生物学グループのメンバーリスト（左）とコントロールルーム内部（右） 

出典：筆者撮影（2017） 

 

 PSIには、放射光施設のほかに中性子源施設や現在建設中の X線レーザー施設

（図 47 の左側）も設置されている29。同じく図 47 右側が中性子源施設 SINQS

である。写真の下部手前から上部に向かって中性子ビームが照射され実験ハッ

チ内での実験に利用されている。 

                         
29 写真の右手方向から左手の検出器の方向に、線形加速器を介した X線レーザーを利用し

てタンパク質の構造解析や物性解明のための実験が行われる予定。 



 133 

 

図 47 XFEL の実験ハッチ（左）と中性子源施設 SINQS（右） 

出典：筆者撮影（2017） 

 

SLSを外部ユーザーが施設を利用する利用形態としては、日本の他の外部共用

を行っている施設と同じく、アカデミアによる成果公開利用とインダストリを

中心に利用する成果非公開利用の二つがある。アカデミア利用について利用料

金は無料であるが、成果非公開利用については有料（利用料金は利用用途により

異なる）となっている。また、課題の公募プロセスについては、一般課題につい

ては一年に二度の募集であるが、タンパク質の構造解析については、ユーザーに

対するフレキシビリティを考慮して年に三回の公募となっている (Paul 

Scherrer Institut 2017b)。 

 

 インタビュー調査 

 海外施設に関して、研究者 F1と研究者 G1、さらに研究者 H1からインタビュ

ー調査を行うことができた。研究者 F1は SLS でタンパク質の構造解析ビーム

ラインの外部共用業務を行っている日本人スタッフである。外部共用を行うた

めの、新規ユーザーの開拓から日々のユーザーとのやり取りを担当している。

研究者 G1は日本の放射光施設において構造生物学グループの責任者を経た

後、現在米国の大学で構造生物学の研究室を主宰している日本人研究者であ

る。日米において外部共用の問題について共通する問題や異なる問題点などに

ついてインタビュー調査を行った。 

研究者 H1は PSIにおいて中性子源施設 SINQS においてポスドクをしている

日本人研究者である。外部共用業務を直接行っていないが、施設利用するユー

ザーの視点から、外部共用についての問題点などをインタビュー調査を行っ

た。 

 

・研究者 F1 

1996 年からフランスのリヨンに設置されている EU が管理する放射光施
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設 ESRF(筆者注：European Synchrotron Radiation Facility)でタンパ

ク質構造解析を行うビームラインで施設の維持管理・高度化に関する業

務に従事の後、SLSには 2002 年から今日に至るまで SLSが有しているタ

ンパク質構造解析ビームラインの維持管理・高度化に関する業務に従事

している。PSI からはスタッフサイエンティストとして雇ってもらって

いる。3 本ある BL の運営するスタッフは 22 人おり、うち 6 名が利用料

金からの収入で雇われている。スタッフのうちでも古株の 1人、年収は

10万スイスフランを超える。スタッフのうち、サイエンスに関する担当

者とテクニックに関する担当者がいる。前者は全員非スイス人だが、後

者は全員スイス人。地元の高専を卒業して PSIの技術部門に就職すると

のサイクルが出来上がっている。 

 

スイスの放射光施設は産業界の強い要望があって設置された経緯があ

ったことから、SLS は産業利用をとことん追求するのが特色となってい

る。たとえば世界的な製薬企業がパワーユーザー。 しかしディレクター

が代わり、新しいディレクターからは産業振興のみならず、アカデミア

への貢献もしてほしいと言っている。自分としては、アカデミックペー

パーを書くよりは、お客様の要望をとことん聞いて、その中で新しい技

術革新を行っていくことをしていきたい。SLS は産業界ユーザーの利用

料をベースに動いているので、お客様の要望なくして施設の発展はない

と考えている。部門の前のディレクターは、基本論文以外の指標となる

成果を認めていた。ユーザーが測定後に施設に提出するユーザーレポー

トなどで施設担当者に対する感想・要望を述べる箇所があり、そこでの

評価が人事評価に影響する。しかし今のディレクターは論文成果を見る

のですこしやりづらい。アカデミックペーパーはいままでほとんど書い

てこなかったが、こうした背景から少し書かないといけないなと思って

いる。また、来るユーザーすべてに共著者にしてほしいとのお願いをし

ていたら、ユーザーから「こいつは自分の成果しか欲しくない」とみら

れてしまい、結果的にユーザーから信用されない。これまでに関係性を

保ち、ずうっと面倒を見ていたユーザーでも、いざトップジャーナルに

掲載されるデータについては他施設を使われてしまい、まったく共著者

にもされなかったこともちょくちょくある。 

 

BL の維持管理をするためのスタッフをビームラインサイエンティス

トと呼んでいるが、ここではそうではなく「ビームライン・スレイブ」

なんじゃないかと冗談で話しているくらい。日本の放射光施設の担当者
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と以前意見交換したときに、当方が「お客様」と言ったら、施設側がそ

んな下手に出たら対等にユーザーと議論ができないことを言われたが、

他施設と競争する状況では、サービスの観点が本当に必要だと思う。欧

州では飛行機で 2 時間半径内に 20 個も放射光施設があるが、施設毎の

性能自体はそんなに変わらないので、サービスの要素が重要となってい

る。こちらの施設では基本施設が運転を始めると何日も止まることがな

いので、動き始めたら基本 24 時間つきっきりでサービスするのがこち

らの売りと考えている。日本の放射光施設のビームタイムは事前にユー

ザーに配られないが、こちらはフレックスにユーザーに時間を配ること

ができるユーザーに対して柔軟なシステムを持っており、使い勝手のよ

い施設を目指している。欧州だけでも 20 もある他の放射光施設との連

携し協調することについては、ビームライン回りのサンプルホルダーの

共通化や DB を共通化しようとの話がある。その一方で、施設間で測定技

術を共通する仕組みを作ったら、施設ごとの差別化ができないからあま

りしないほうが良いとの議論も施設な中ではある。多国間で施設をシェ

アすればよいとの考えもあるが、もしそうであれば狭い欧州の中で 20も

施設は必要ないと思う。各国が自前で持ちたいとの希望があるようで、

こうした背景から EUにより運営されている放射光施設である ESRFのよ

うな欧州全体で持つ施設もあれば SLSのようにスイスドメスティックな

施設もある。かといって、SLS では国際的な利用を妨げているものでは

ない。 

タンパク質の構造解析をする BL（PXBL)は産業利用がほとんど。3本あ

るBLのうち、産業界の利用率はほぼ100％利用のもの、60％程度のもの、

そして 20％程度でアカデミア利用が多いものがある。 ユーザーは、大

量のサンプルを高速に測定することを強く求めている。現在の施設では、

8時間で 130 個のタンパクを測れる。日本の施設では 1シフトで 30個し

か測れないだろう。実験ハッチの開け閉めや、試料測定台のゴニオメー

ターの遅さが、測定時間に大きく影響している。速さが要求されるサン

プルチェンジャー、最初はこちらで開発し、その後日本で改良されたも

のが、またこちらで転用、というもの。 

ユーザーには、単なるユーザーと BL パートナーの二種がいる。BL パ

ートナーは一種のパワーユーザーで産業化ユーザーがメイン。年間当た

り約 1,000万円を施設に投じる代わりにビームタイムを 20 シフト（1シ

フトは 8 時間）利用できるようになっている。SLS のビームタイムは年

間当たり、3200時間あるので、約 5％利用できる権利を持つことになる。

また、ビームラインのスペックについても意見を言うことが認められて
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おり、施設側はこうした要望を聞きながら、BLの高度化や維持管理を行

なっている。産業界ユーザーは単にデータが欲しいだけで、一緒にサン

プルを測りたいということではない。彼らはできる限り多くのサンプル

を迅速に測りたいのが目標。確かに放射光施設自体の技術開発は基本的

なところは達成されており、あまり新しいところを見せることはできな

いかもしれない。しかし、こうした要求を受けて、より早くサンプルを

交換し、より早く測定できるような仕組みを導入できれば、先がもうな

いとされたところにも新しい技術革新や新しい科学上のニーズが出て

くるかもしれない。 

装置のリプレイスについては常に更新し続けている。こうした技術開

発は立ち止まったら終わりなので、常に更新し続ける必要がある。SLSの

BLはできて 18年たつけど、常に更新し続けている。こういう仕組みが、

多くのユーザーを引き付けるためにも必要だと思う。 

世界各地の放射光施設に設置されている検出器は、PSI の技術部門が

作ってスピンオフして会社を作った。日本ではこうした技術は施設とメ

ーカーと連携して作っているようだが、こちらでは基本的には公的研究

開発法人の中に工作部門がいるし、BL部門の中にもエンジニアがいるの

で、メーカーには外注せずにここですべて作ってしまう。というか、こ

れ自体が外部共用の重要な仕事であると考えている。 

施設ごとの特色を言うならば、近隣フランスにある ESRF は測定料金

のみならず、自国通貨で換算したら 1年分くらいのもの給料が支給され、

さらに旅費も出せるので、東欧をはじめとした貧乏国は ESRF に行くこ

とが多い。スイスは物価が高いから貧乏国出身で測定しようとする人た

ちは必死だと思う。 施設ごとの性能はそんなに変わらないので、こうい

った側面が差別化に大きな影響を持つようだ。つくばの PFで存在した、

ビームラインアシスタント制度の制度。大学から修士課程の学生を BL担

当者として出してもらう。大学からしてみれば人質だけれど、こうした

学生は産業界と仕事をして、こうした企業に採用されているようだ。面

接みたいなこともできる。 

（研究者 F1-01: 2017年 5月 18日実施） 

 

・研究者 G1 

スタンフォード大学に設置されている SLACは DOEがファンドしてい

る。基本的に SLACとスタンフォードの職員はほとんどかぶっている。

両者は、スタンフォード大学では利用研究を行い、SLACは基盤施設を

提供する関係にある。ほとんどの職員は大学と施設を兼務している
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が、一部施設のみの専任の人たちがいる。彼らは、施設の維持管理な

どいわば縁の下の力持ち。 

これまでは、施設は施設、利用は利用、との区分けで仕事をしてき

た。欧米では、技術者と研究者のキャリアパスがそれぞれ独立してお

り、こうした競争は起きないだろうといわれていた。ところが、最近

では施設が提供する技術と利用研究の境目がグレーとなっているとこ

ろ、つまり施設側担当者と利用側研究者が共同して実験に当たらなけ

ればならないところが出てきた。 

SLACの技術者をスタンフォード大学の職員として採用しようとして

も、15年から 20年も施設のことに従事してきて実績となる論文もそこ

そこあるがファーストオーサーやラストオーサーではないのに、いざ

最終選考となると小さいラボで利用研究を行ってきた大学の研究者の

論文実績のほうが上回っているので、そちらが採用されてしまう。 

大学の評価委員会からも、こうした評価の実績に出てこないような

人々を採用できる評価軸を設定するよう、コメントをもらっているが

なかなかうまくいかないのが実情だ。今後、利用研究と施設の高度化

などがどんどん融合化してくるにしたがって、施設のインセンティブ

をどのように設定するのかが大きな課題となっている。 

基盤施設・支援部門で仕事をする人たちの評価をどのようにすればよ

いのかは、日本だけの問題ではない。少なくともスタンフォード大学で

は問題である。同様の施設を抱えるドイツのマックス・プランク研究所

でも同じような問題を抱えているはずだ。 

（研究者 G1-01: 2016年 5月 20日実施） 

 

・研究者 H1 

3年前に日本からＰＳＩにポスドクとして採用され、現在はＰＳＩパ

ルス中性子原子源施設 SINQにて中性子ビームラインに設置する光学関

係の調整・実験に携わっている。日本のアカデミア施設で外部共用が

進まない背景として、そもそも放射光や中性子施設に外部へのサービ

スをする専門の人材がいないから、共用は進まないのでは？その人の

義務としてきちんと人材が措置されていれば、その人は業務としてサ

ービスをやるしかない。そういう担当がいないからポスドクやアカデ

ミック論文を主たる業務としているスタッフが行う日本における外部

共用はあまりすすまないし、サービス業務との兼ね合いで悩む人もい

るのだと思う。せっかく研究するために施設に来たのに、自分の業務

に関係のないサービスしろと急に言われても困る。自分も似たような
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経験したことがある。ポスドクでここにきているのに、実験周りでは

なく、インフラまわりの仕事が回ってきたときに、これ私の仕事？み

たいな思いをしたことがある。それでもやらないといけないのかな

あ、って思いながらやったことがある。 

（研究者 H1-01: 2017年 5月 18日実施） 

 

3.4. 同位体顕微鏡施設 

 同位体顕微鏡施設は、物質中の同位元素の３次元分布をイメージングを行う

装置であり、主として材料科学や地球化学をはじめとした分野で使用される大

型の分析装置である。調査対象施設としては、海洋研究開発機構高知コア研究所

と北海道大学創成研究機構に設置されている同位体顕微鏡において、研究者 I1

と技師 J1 からインタビュー調査を行うことができた。I1 は研究活動を行いつ

つ、外部共用を行っている地球化学を専門とする研究者であり、技師 J1は装置

のメンテナンス・測定を日常業務としつつ、外部共用を行っている担当者である。 

 

 海洋研究開発機構 

 

・施設の概要 

海洋研究開発機構高知コア研究所は、高知県南国市高知空港に隣接する、地

球深部探査船「ちきゅう」などの掘削船がドリルパイプを伸ばし、何百メート

ルもの海底から採取した「コア」と呼ばれる試料を用いた研究を行う研究所で

ある。高知コア研究所には国際的な掘削プロジェクトで採取されたものだけで

も、総計で 100キロメートルを超える長さのコア試料が保管・管理されている

（図 48）。このライブラリは、日本では高知のコア研のみに設置され、内外

の研究者からの要望に応じて分配され、地球科学や生命科学の様々な分野で利

用されている（海洋研究開発機構 2017）。 
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図 48 コアを保存するライブラリ 

出典：筆者撮影（2017） 

 

研究所では、コア試料に残された情報を同位体分析や超微細構造観察手法を

用いて読み解き、地球内部の地球環境変動を解明するための研究などを行って

いる（図 49）。 

 

 
図 49 コア（上）と顕微鏡で分析するコア（下） 
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出典：筆者撮影（2017） 

 

高知コア研究所にはマクロからナノメートルに至るまでの空間分解能での元

素・同位体の高精度・極微量分析と組織観察において、あらゆる科学的ニーズ

に応えられる強力な分析基盤が構築されている。解析には、図 50 で示した同

位体顕微鏡システムをはじめとした大型の研究装置を利用し、超高感度で微小

領域（～0.1 μm）の元素濃度測定や同位体比測定を行うことの可能な同位体

顕微鏡システムを使ってコアを分析している(海洋研究開発機構 2017)。 

 

 

図 50 海洋機構の同位体顕微鏡システム 

出典：筆者撮影（2017） 

 

・インタビュー調査 

・研究者 I1 

本当は外部共用を専門に行う技術者を雇いたいけれど、予算の関係

上できない。外部共用の担当者は、基本は専門を天然物化学としたコ

ア研究を主に行っている。けれど、装置自体は天然物化学以外の他の

研究分野にも利用できるので、本部は運転経費を稼ぐために多くの研

究分野の研究者に使ってほしいと考えている。しかし、この施設に

は、限定された研究分野としてのコア研究者しか施設にいないので、

他の研究分野になかなか広がらないのが課題。現在は、外部共用を行

うことで国からの補助金がついているけれど、装置を外部共用に供出

するため、マシンタイムを割く必要があるので、所内のユーザーから
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のその同意をもらうことがなかなか難しい。外部共用はあくまで法人

の研究開発とは別の業務との位置づけとなっている。外部共用できる

マシンタイムは装置ごとに異なるが、15－20％を共用枠にしている。

この装置は所内の利用希望が大きいのでなかなか外部共用に出せな

い。 

外部のユーザーには、最低限、試料のサンプル準備をしてほしい。

サンプル調整まで施設にお願いされても困る。このような事態がよく

起きているので、サンプル調整については別途分析会社に請負して依

頼してやってもらうことも検討している。分析会社に施設のマシンタ

イムを買ってもらって、外部ユーザーのための測定をしてもらってい

る。また、分析会社では測定できないような試料をこちらに回しても

らう形をとることで、分析会社に一次スクリーニングの役割をしても

らっている。 

本来、この基盤施設を使ってハヤブサ 2が持ち帰った新奇な試料を

測定したい。とはいえ、そうしたサンプルは日常得られるものではな

い。一方、外部共用により装置の利用を検討している材料メーカーが

測定したいサンプルは、メーカーが新たに開発した新規素材である

が、新規材料の観点で見るならば宇宙からものであろうと人が作った

ものと違いはそんなにないと考えている。新規サンプルを測定するた

めには、特殊ホルダーなど測定装置回りを新たに開発する必要がある

ので、外部共用を通じた新規サンプルの測定技術開発を行うことで、

いざという時に宇宙からのサンプルを測定できる環境を整備できれば

と考えている。 

 

論文のオーサーシップは、共同研究はもちろんだが、外部共用で論

文を書いても、基本当方側の研究者がかかわらないと測定できないの

で、外部ユーザーとの共著になると思っている。また、特許をとるよ

うな成果があった場合は、その都度協議することになっている。新規

素材を開発するテーマはまだ始まったばかりで、これから詳細を詰め

ていく方向にある。取得したデータは全部測定者にすべて返してい

る。アカデミアユーザーからは現在利用料として数千円程度を徴収し

ているが、データをとった後の解析相談など入れてしまうと、その人

工費などを含めると金額は数十万オーダーになってしまう。こうした

手間を怠らずに、ユーザーから信頼されることが重要なので、今はこ

うした相談に関してかかる経費を徴収することを我慢しているが、ど

れくらいの金額を外部ユーザーから徴収すればよいのかまだ何とも見
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極められない。現段階では、高すぎるのか、安すぎるのかも見極める

ことは難しい。 

通常、分析会社が行う分析業務は基本測定データをユーザーに返す

だけで、算出されたデータに関するディスカッションや分析はしな

い。こうしたデータの解釈に関する部分を重視してしまうと、それ以

外の研究分野に外部共用のすそ野が広がらないかもしれないが、開

発・研究があっての施設の外部共用があるので、このあたりを施設の

独自性として打ち出す必要があると考えている。 

地方の大学なので、都市部とくらべるとなかなか集まらない。装置

をまとめて一か所に置くことも、一見効率化が図れそうだが、研究の

多様化の観点から行くと担保できない。施設についても装置を一元的

に管理しようかと同様の施設を有している大学と話していたが、うま

くいかなかった経緯がある。 

（研究者 I1-01: 2017年 3月 22日実施） 

 

 北海道大学 

 

・施設の概要 

同位体顕微鏡システム（Isotope Microscope、図 51）は、SIMS（Secondary 

Ionization Mass Spectrometer:二次イオン質量分析計）の技術を発展させ、物

質中の同位元素の 3 次元分布をイメージング可能とした装置であり、隕石に含

まれる元素の構成を把握するために開発された装置である。これまで、主に鉱物

などを観察するのに用いられてきており、隕石中の先太陽系物質の発見、太陽系

起源の実証、地球深部の研究等の宇宙科学・地球科学分野において多くの世界最

先端の科学成果をあげてきた。最近では、鉄鋼メーカーからの依頼で隕石以外に

も、鉄の分析や、マウスの骨の分析などに利用されている。 

 



 143 

 

図 51 北大の同位体顕微鏡システム 

出典：(北海道大学創成研究機構 2017c) 

 

装置は外部共用されており、表 28に示す料金表が示されている。パッケージ

としては、産出されたデータの公開が必要ない成果占有利用と、ジャーナルに公

開することを前提に割引料金が適用される成果非占有利用がある。 

 

表 28 同位体顕微鏡システムの利用料金 

  成果公開利用 成果非公開利用 

同位体顕微鏡システム 17,300 円／時間 58,500円／時間 

次世代同位体顕微鏡システム 17,100 円／時間 58,300円／時間 

高圧凍結装置 1,000 円／時間 6,500円／時間 

凍結置換装置 400 円／時間 4,300円／時間 

ウルトラミクロトーム 500 円／時間 4,700円／時間 

細胞インキュベータ蛍光顕微鏡 900 円／時間 5,500円／時間 

形状測定レーザー顕微鏡システム 700 円／時間 5,500円／時間 

 

出典：(北海道大学創成研究機構 2017a) 

URL:  http://iil.cris.hokudai.ac.jp/usage.cgi をもとに筆者作成 

 

同位体顕微鏡システムを利用した外部共用は、表 29で示す通り 2016 年では約

30が実施されている。 

http://iil.cris.hokudai.ac.jp/usage.cgi
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表 29 北大同位体顕微鏡施設における外部共用リスト 

(平成 27年度) 

No. 利用形態 法人名 課題名 

1 成果非占有利用 北海道大学大学院 

工学研究院 環境創

生工学部門 環境リ

スク工学研究室 

粉末活性炭粒子内の化学物質お

よび微生物の吸着量分布の測定 

2 トライアル利用 株式会社ブリヂス

トン 

フィラー含有エラストマーの高

精度分散・組成評価 

3 成果非占有利用 東京医科歯科大学

大学院う蝕制御学

分野 

歯質の脱灰、再石灰プロセスの

解明 

4 成果非占有利用 北海道大学 歯学研

究科 硬組織発生生

物学教室 

同位体顕微鏡による骨小腔周囲

の 44Ca・42Ca安定同位体沈着

の有無の検討 

5 成果占有利用 ー 非公開課題 

6 成果非占有利用 北海道大学大学院 

工学研究院 材料科

学部門 

高強度マグネシウム合金の機械

的性質を支配する希土類添加元

素の空間分布の決定 

7 成果非占有利用 北海道大学大学院 

工学研究院 材料科

学部門 

超高温用耐熱ニオブ基合金の組

織形成過程を支配する微量添加

元素の相間分配比の決定 

8 成果非占有利用 北海道大学 遺伝子

病制御研究所 分子

腫瘍分野 

正常上皮細胞と変異細胞の境界

で変化する微量金属元素の検出 

9 トライアル利用 日東電工株式会社 安定同位体標識したグルコース

の小腸における動態のイメージ

ング 

10 成果非占有利用 北海道大学大学院 

医学研究科 人類進

化学分野 

同位体顕微鏡を用いた考古遺跡

出土の黒曜石水和層の計測とイ

メージング 

11 成果非占有利用 北海道大学大学院 

医学研究科 人類進

化学分野 

ＳＩＭＳによる黒曜石のマグマ

情報の抽出 
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12 成果非占有利用 千歳科学技術大学 

理工学部 応用化

学生物学科 

慢性腎臓病に伴う低代謝回転骨

の骨質とミネラル代謝の可視化

および解析 

13 成果非占有利用 富士電機株式会社 SiCパワーデバイスの開発 

14 トライアル利用 新日鐵住金株式会

社 

鉄鋼中界面偏析元素の観察 

15 成果非占有利用 北海道大学大学院 

工学研究院 

同位体顕微鏡を用いた核融合プ

ラズマ対向材料中の水素蓄積挙

動に関する研究 

16 成果占有利用 ー 非公開課題 

17 トライアル利用 株式会社ダイセル 樹木セルロースの形成過程とそ

の力学的強度発現機構の解明 

18 トライアル利用 日揮株式会社 BPIガラス固化体からのヨウ素

浸出機構解明のための深さプロ

ファイル分析 

19 成果非占有利用 北海道大学大学院 

工学研究院 

核融合炉構造材料中の水素同位

体挙動に関する研究 

20 成果非占有利用 岡山大学 地球物質

科学研究センター 

地球内部鉱物中の水素拡散係数

の測定 

21 成果非占有利用 国立研究開発法人 

産業技術総合研究

所 

ＳｉＣ埋戻しエピ領域の濃度分

布評価 

22 トライアル利用 SI サイエンス株式

会社 

安定同位体標識を用いた植物細

胞・共生菌内イメージング 

23 トライアル利用 株式会社大林組 酸素同位体プロファイリングに

よる岩石-セメント接触部近傍

の水酸化物イオン挙動の解明 

24 成果占有利用 ー 非公開課題 

25 成果占有利用 ー 非公開課題 
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26 成果非占有利用 北海道大学触媒化

学研究センター 

光触媒 TiO2内の水素定量分析 

27 成果占有利用 ー 非公開課題 

28 成果非占有利用 ゲッティンゲン大

学・地球科学セン

ター 

南極氷床コアに含まれる微小火

山灰の同定を目的とした微量元

素分析 

29 成果占有利用 ー 非公開課題 

出典：(北海道大学創成研究機構 2017b) 

URL：http://iil.cris.hokudai.ac.jp/progress.cgi をもとに筆者作成 

 

・インタビュー調査 

 創成研究機構で同位体顕微鏡システムの外部共用の担当者に外部共用の課題

や問題点についてインタビュー調査を行った。 

 

・技師 J1 

装置の維持管理費用は、そのほとんどは装置を保有する研究室が獲

得した資金で動かしており、本部等から補助は受けていない。とはい

え、恒常的に運営経費が獲得できるかについては今後未知数なところ

があるので、外部ユーザーに共用してもらうことによって安定した運

営経費を獲得したいという思いがそもそもの外部共用を行う背景にあ

る。大型装置を保有する大学内の他施設担当者と議論する機会がある

が、どこも維持管理経費やメンテナンスする技術員の確保に困ってい

るようだ。大型装置の維持管理のため、これまでのようにそれぞれの

部門で装置を維持管理するということは、むつかしいのではないだろ

うか。学内施設の担当者で定期的に集まって 今後の共用事業の進め方

を議論しているが、こうした動きもまだ軌道に乗ったばかりで今後の

方策はあまりないようだ。 

大学から補助をもらい、対外的な産学連携などを行いつつ、外部資

金を狙いながら、 ルーティンでやらざるを得ない外部共用と、自分た

ちが本当にやりたいものを切り分けてやっていくしかない。今後幅広

いユーザーを獲得するのが課題となっている。そもそも装置の維持メ

ンテ費用が高かったのが問題となっており、文科省は運転経費を 100％

http://iil.cris.hokudai.ac.jp/progress.cgi
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外部共用で調達するという意味で自立してもらいたいと考えているよ

うだが、その実現は正直難しい。 

また、文部科学書の事業としての「共用プラットフォーム事業」で

同じプラットフォームを形成する北大、浜松医科大、広島大の装置を

使いこなせるように支援する新技術習得プログラムという取り組みを

行っている。国内外問わず若手を対象としたもので、費用は各機関で

設定・負担するということになっている。単に講習をして技術を習得

してもらいましょう、ということだけでなく、それぞれの施設にとっ

て益になることでなければやる意味がない。ここでいう益とは、施設

側の技術開発でヒントになるような意見をもらえることを意味する。

ヒントがもらえそうな共用ユーザーからはお金をとる必要はないので

は、と内部で議論している。 

施設の装置に習熟しない利用者に対して試験的に利用する試みを増

やすために支援を行う事業として、トライアル事業を行っている。施

設のことをよく知らないユーザーが施設の思いもよらないサンプルを

持ってくることによって、施設側にも勉強になる、ということを期待

している。顕微鏡装置は今まで隕石しか測ってこなかったので、他の

利用を期待できるトライアル利用を宣伝することによって、装置それ

自体を宣伝することができ、この事業を通じて様々なユーザーが来る

ようになったのは一定のメリットがあったと思っている。また、産学

連携という件では、本件で進めるのはなかなかむつかしいが、メーカ

ーと高度化の連携をしたというのも連携の一つと考えている。 

北大には、本部直轄で設置された全学で運用される共用施設を取り

まとめる形としての「グローバルファシリティセンター」が存在する

が、そこから運営経費がもらえるわけではない。本当であれば、本部

から維持管理の人件費をつけてもらいたいが、そこまで補助してもら

えない。実際は施設独自の手弁当で対応しているのが実情。また、装

置は実質ユーザーが独力でやってもらうのが原則となっているので、

高価・複雑な装置を運転して測定することは実質不可能である。 

現在、本部からは利用料金の設定方法、利用承諾書のフォーマット

などをもらえる。今後、ファシリティで全体を管理して、施設ごとに

人員を囲うのではなく、いくつかの施設の面倒を見ることができる人

材を本部から派遣するという形にするのが良いかと思っている。 

（技師 J1-01: 2016年 7月 22日実施） 
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3.5. 小型中性子源施設 

 施設の概要 

小型中性子源施設 RANS（RIKEN Accelerator-driven Neutron Source） は、

理化学研究所光量子工学領域中性子ビーム技術開発チームが取り組む普及型の

小型中性子源システムである。中性子線は金属に対する高い透過能や軽元素に

対する感度の高さなど分析ツールとして注目されているが、一般に中性子を利

用するためには、大型加速器や原子炉を用いた大型の研究施設に利用を申請す

る必要がある。こうした背景を受け、RANS では、小型で可搬可能な中性子源装

置の開発を行うことで、より簡便な中性子利用を目指し現在開発が行われてい

る。RANSが想定している利用研究領域として「非破壊観察による構造物の内部

計測から構造物の強度を予測するシミュレーション」や「橋梁などの大型構造

物非破壊検査健全性診断」を行うことを目指しており、施設が完成の折には外

部ユーザーへの共用を検討している(理化学研究所光量子工学研究領域 

2017b)。 

RANSの大きさは、長さ 15ｍ 幅 2ｍで陽子線線形加速器、ターゲットステー

ション、ビームライン、検出器の装置類から構成される。図 52に示した、右

側の陽子線線形加速器から加速された陽子線が、中央の青い立法体内のターゲ

ットステーションに設置されたベリリウムターゲットに衝突し、そこで生じる

核反応により中性子が発生する。そして、ターゲットより算出された中性子が

ビームラインを経由してサンプルボックス内のサンプルに当たり、透過像が検

出器に映し出される。 

 

図 52 小型中性子源施設 RANS 

出典：(理化学研究所光量子工学研究領域 2017b) 
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図 53 小型中性子源施設での測定風景 

左下：加速器本体 左上：中性子を発しさせるターゲットステーション 

右上：ターゲットステーションから測定サンプルである橋梁を型化したコンク

リートに照射する 右下：測定サンプルのセッティング 

出典：（筆者撮影 2018） 

 

 インタビュー調査 

小型中性子源施設では装置から検出されたデータを解析するためのソフトウ

ェア開発を行っている研究者 K1とプロジェクトリーダーである中性子線を利

用した研究を専門とする研究者 K2から装置を外部共用するにあたっての課題

と問題点についてインタビュー調査を行った。 

 

・研究者 K1 

RANSは目下のところ各構成装置の開発途上にあるが、現状において

もある程度の中性子ビームを発生させることができるので、そのビー

ムを利用した研究を自分たちのみで使用するだけでなく、メーカーを

はじめとした産業界ユーザーや大学等研究機関のアカデミアユーザー

などに提供したいと考えている。施設側とユーザー側研究者の関係を

考える際に重要なのは、その装置が一体何を目指しているのか。どの
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ようなものを、どのような目的のために解析するための装置なのか、

をもっと明確化する必要があると考えている。 

たとえば、RANSの開発についても、最終的にメーカーをはじめとした

産業界が自分の研究所でそれぞれ産業利用のために利用できるように

するのか、あるいは大学など研究機関などに主として論文を作成する

ために整備するのかによって、求められるスペックなどが異なるもの

となる。こうした前提次第で、施設側研究者の果たすべき役割も、ユ

ーザー研究者が求めるものも随分と異なってくるだろう。傍で見る限

りなので、実際のところはわからないが、一般的な大型研究施設がど

のような目的の下に供用されているかについてはっきりした目的は見

えにくい。 

現在のところでは、ポスドクに装置の維持管理を任せることはしてい

ない。予算がないこともあるが、この業務自体には論文作成とはあま

り関係のない部分なので、今のところではやってもらってない。一般

的なレベルでの比較かもしれないが、中性子・放射光施設に関して、

ヨーロッパの施設と日本の施設を比較すると、ヨーロッパ施設のほう

が旧式の装置を使っているのにもかかわらず、日本の施設よりも成果

を出している。この背景としては、施設側の研究者の身分が社会的に

もアカデミックにも保証されていることが背景としてあるのではない

か。 

（研究者 K1-01: 2015年 10月 30日実施） 

 

本来ならば運転資金をユーザーから徴収して独立採算して運営するの

が装置利用のあるべき姿であり、それを実現するためのプロセスとし

て外部共用というものがあると考えてある。しかし、そのようなこと

は簡単にはできない。解析装置の維持管理の金をどうやって捻出する

かが短期的なレベルでの課題。 

直接的な運転資金を調達することが難しければ、競争資的資金を取る

か、もしくは共同研究を行っていることが評価の指標になれば良いと

思う。現在は評価の指標が論文をいかに多く掲載されるかにあるの

で、装置の外部共用に携わる担当者が本気で業務に携わるのであれば

その努力は報われないだろう。 

 理想を言えば、運転資金に関する予算も調達できて、学術論文もで

きればいいのだが、産業界の多くは守秘義務を求めてくるので学術論

文にできるものはそんなに多くないだろう。 
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大型中性子源施設である J-PARCでは、産業利用のユーザーが一回目

は利用できたとしても、一回目のデータをより実証的なものにするた

めに二回目の利用に応募しようとすると「新規性がない」理由で課題

が却下されてしまうことがあるようだ。本施設であれば、そういった

ものづくりに関するデータ取りについて大型施設よりも分解能などで

は劣るかもしれないが、この積み重ねによって新しいユーザーや共同

研究相手が見つかるのではないかと考えている。 

 現行の評価の指標の多くが論文をいかに多く書いたかという流れの

中で、どうやって施設や外部共用の担当者を共同研究にむかわせる

か、を考えるのは経営者のマネジメントにもよるのかと思う。本来で

あれば、ジャーナルコミュニティとしてこうした論文以外の指標が認

められるのがベストであるが、そんな簡単に業界は変わらないので、

少なくとも装置を有する法人が、法人としてこうした共同利用に資す

ることのできる装置をどのようにマネージしていくのかを考える必要

があると思う。現行組織では、外部共用は法人全体で取り組むべき問

題よりは、個別のセンター毎で処理すべき問題という整理。  

例えば、大型施設において外部共用に係る運転経費等が行政の補助金

によって措置されている例にみられるように、法人内において他の施

設にない装置などについて、インフラ的に面倒を見るような仕組みが

あると良いのではないか。 

 こうした仕組みにおいては、論文以外の要素が評価の対象となり、

中長期的に装置の維持管理や高度化など含めて、新規分野開拓などを

できるのではないか。装置だけではなく、解析ソフトウェアをセット

にして、興味のあるメーカーなどにコンサルタントや講習会などを研

究会といった形で組織することで、料金などを徴収することができる

のではないだろうか。 

先日、産業界とのマッチングファンドを掲げる外部資金に応募した際

に、装置の外部共用に言及した際に、審査員から「外部共用をするこ

とはものづくりとは関係ないので重要な要素と考えない」といわれた

ことがあった。装置の外部共用をしなければ、その装置を使ってもの

づくりをすることなどできないので、その審査員は目先の技術展開の

みに言及したということで、木を見て森を見ないコメントだと思った

が、これが現在業界全体にも通用する常識なのではないか。 

（研究者 K1-02: 2016年 1月 20日実施） 

 

・研究者 K2 
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現在の大型研究基盤施設が行っている外部共用で多く見られるものと

して、施設とユーザーの関係が決まりきったものがあるかもしれな

い。具体的には、施設がユーザーに対して提供するサービスなど、や

ることがお定まりのものが決まっていて、ユーザーもそれに決まった

とおり指示に従うといったもの。このフレームの中では、施設担当者

は基本ニーズの掘り起こしをしないで、既存の主としてサイエンティ

フィックな興味などに基づいた枠組みの中で次なる施設のスペックを

考えているが、それで本当によいのかと疑問に思うときがある。 

施設側が装置のスペックから利用用途に至るまですべて考え、ユーザ

ーはそれに従う。世界唯一の装置であるから、また、規模も大きいの

で仕方ないのかもしれない。しかし、それでは面白い課題はでてこな

いし、それは翻って科学業績を主とする装置にとっても良くないこと

になるのではないか。 

以前、指摘されたものとして、通常の加速器などのプロジェクトは加

速器装置の製作を専門とするグループによって担われるが、この小型

中性子施設についてのプロジェクトには加速器などハードの専門家は

いないが、その代りにソフトウェアや中性子の利用についての専門家

がいるので、これまでのプロジェクトと比較して新規ニーズの開拓が

しやすいのではないかと指摘されたことがあった。 

先日サイエンティフィックな課題を審査する機会があったのだが、そ

こで応募された課題を見てみても、新しい領域を生み出すようなもの

はあまり見かけなかった。少なくとも、中性子の利用に関する分野で

はサイエンティフィックな興味のみ基づいた研究分野の開拓には限界

があるのではないか。 

それよりも、既存の施設とユーザーの関係を変えるような、新しいニ

ーズの発掘をして新たなユーザーを引き込めるようなそういう体制が

外部共用には求められているのではないか。 

その際に重要なのは、既存のユーザーに既存通りの対応をするより

は、将来的にユーザーとなる分野や業界の掘り起こしのための努力を

すること。これが外部共用において大事な要素となると考えている

が、現行体制ではあまり報われない作業だ。こうした試みが評価され

る体制を整備する事が求められているのではないか。 

科学論文と産業界とのつながりにしても、そうしたところから新しい

領域が生まれることを期待しているし、そうあらねば将来ないとおも

う。こうした試みは、現行の論文書くだけでは認められない潜在的な

部分なので、既存の論文第一主義を否定するわけではないが、ニーズ
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発掘のために努力した成果が認められるような評価の基準や組織を別

途設けるべきではないかと思う。 

施設の外部共用を推進するために、仮に中長期的に世話するインフラ

部分と、装置を利用した研究手法の開発や、検出器などの高度化の部

隊と切り離して運用するシステムが導入されることになってしまう

と、ユーザーに対するケアは前者が主として行うことになってしま

い、既存のいわゆる施設とユーザーの図式が固まってしまうので、そ

れは避けるべきだと考える。 

（研究者 K2-01: 2016年 1月 20日実施） 

 

所内に点在する、支援施設や基盤部門をまとめることが意味するこ

とは、運営するためのマネジメントが必要であることを意味する。と

はいえ理研は基礎研究を主に行う公的研究機関なので、基礎研究の推

進を促すためのマネジメントが求められる。基礎研究についての推進

方策と、基礎研究の成果をどうやって社会に展開するかについてのマ

ネジメントは、まったく別の問題であることを認識する必要がある。 

まとめた研究基盤プラットフォームの運営を特定の研究室にまとめ

るのはよくないことだと考える。その背景として、研究室に運営を任

せてしまうと、その研究室の利益になることしかせず、他との兼ね合

いを考えなくなる恐れがある。こうした問題に対応するためには事務

方が率先して行う必要がある。事務方が「これは研究室の仕事だか

ら」といった理由で研究室にその管理を振るのは間違いだと思う。 

マネジメントを進めるためには利害関係の対象になっていない、事務

方がトップの下に直について、トップダウン的に運営を行うことが求

められる。その際に必要な観点は「基礎研究の推進のために必要なマ

ネジメントを行う」ということ。 

支援施設や基盤部門をまとめるといっても、自分の研究をするために

独自の装置を製作している施設と、シーケンサーや分析装置など基本

外注することで対応する支援施設のマネジメントは別のものであると

考える必要があるのではないか。 

（研究者 K2-02: 2016年 7月 26日実施） 

 

3.6. 工作・加工施設 

これまでに扱ってきた研究基盤施設とは少し異なるが、研究開発法人の工作

部門を扱うことにしたい。工作部門は、研究開発チームが研究開発をするにあ
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たり、工学的な観点から装置を工作・加工する支援部門である。これまでは主

に共同利用を行ってきたが、外部共用を志向する状況となっている。ここで

は、その背景などを質問しつつ、外部共用を行う動機について問題意識を伺っ

た。 

 

 施設の概要 

理化学研究所光量子工学研究領域技術基盤支援チームでは、所内の研究室が

研究活動を行うにあたって、必要とされる研究用実験装置の造作や装置改造等

を行うための施設を有している（図 54）いる。研究者からの要求に応じて、

それらの装置を開発､製作することにあり、装置の構想・詳細設計、製作、あ

るいは既設装置の改良・改修等を 8名のスタッフが一貫して行っており、図 

55に示す製作物を主として所内向け研究者に製作している。また、機械工作、

ガラス工作、電気工作に関わる技術相談や技術指導に応じるとともに、共用利

用施設の維持管理も行っている(理化学研究所光量子工学研究領域 2017a)。 

 

 

図 54 工作施設内部風景 

出典：（筆者撮影 2018） 
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図 55 工作部門で作製した製作物 

（ピクセル検出器試験用 BOX（左上）、I-V 変換回路（右上）、顕微鏡ステージ

（左下）、光積層造形品（中央下）、ミリ波 ESR装置（右下）） 

出典：(理化学研究所光量子工学研究領域 2017a) 

 

 インタビュー調査 

 工作・加工施設からは、施設の責任者である研究者 L1と研究所においてソフ

トウェア開発の研究室を主宰した後、工学部門についての研究顧問を務める研

究者 L2から、施設が行う外部共用の課題や問題の解決方策についてインタビュ

ー調査を行った。 

 

・研究者 L1 

工作部門は、研究部門の研究者たちが必要とする装置や部品などを

供給する役目をかつては持っていたが、現在の工作の人たちは、今大

学も含めて全体的に縮小傾向にある。かつていた工作部門が現在では

細々と存在しているが、今いる人たちがいなくなればそれっきりとな

ってしまう。こうした状況が生まれた背景として、論文執筆を主たる

業務としていないこと、それ以外のインセンティブが組織から示され

ていないことなどがあげられる。 

うちのチームは、研究開発する部隊を持っているので、外部資金を獲

得して研究開発することができるが、それをもっていないほかの部門

は独自に研究開発をすることができないので、現行のスキームではじ

り貧となる。積極的に所内外から仕事をもらいたいが、これまでの全
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所展開していた時と異なり、ミッションを負ったセンターにぶら下が

ってしまったことにより、幅広な展開に制限がかかってしまってい

る。 

欧米では、国立研究所などの工作部門では、独自に材料を調達して装

置などを製作し、企業や大学などに売って研究費にしている例があ

る。これまでもかつての理研の歴史の中で、コンクリートの縮み具合

を測る装置が JIS規格になっているなど、ベンチャーなどを介さずに

売って研究費の足しにしていた例が存在する。これが現在の理研でも

できれば、論文を主たる業務としない工作部門の人たちのインセンテ

ィブを引き上げ、さらにはこうした技術の積み重ねが、他研究センタ

ーや他大学などとの共同研究にも発展する可能性が見えてくる。東北

大でも、装置を製作して他法人に売ることをしている。 

ベンチャー制度は、かつて法人の生まれた成果を外部へ技術展開する

仕組みとして注目されていたが、現在では「法人内で作業をすること

が利益供与などの問題にあたること」「当人へのサラリーの問題など

利益相反の問題がある」ことなどから、問題視されているところ。 

科学者のように外部資金を通じて獲得する研究費を稼ぐ仕組みが論文

執筆を主たる業務としないエンジニアには、成果物としての製品を売却

して、研究費の足しにすることができれば、インセンティブもわくし、

こうした技術開発が、メンバーの技術の質も上げ、さらには組織内や対

外組織に対する技術提供の向上にも資することができるのではと考え

ている。 

（研究者 L1-01: 2016年 3月 30日実施） 

 

・研究者 L2 

大型施設やソフトウェアについての外部共用の問題を見るのもよい

と思うが、私が以前責任者を務めたこともある工学・工作部門がなぜ

立ち行かなくなったことについて調べてみることも、外部共用の難し

さを知るうえで重要な示唆を与えてくれるかもしれない。 

大正時代の研究所設立、工作部が研究所の行う研究開発を支えてきた

が、今の中期計画においては、独立した部門として存続しなくなり、

各研究センター毎に分散してしまっているのが現状。現在の評価体制

は、論文をいかに多く生産したのか、といった観点でみられるので、

論文執筆を主たる業務としていない工作・工学部門はきちんとした評

価を受けていないのではないか。 
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工作部門は外注すればよいだろう、とする議論がある。確かにそうし

たほうがよい部分もある。しかし、新しい科学は新しい技術によって

生み出される側面もある。これをどうやって公的研究開発機関として

担保することだと思う。もともと公的研究開発機関は、産業界のメー

カーと違って経済的な利益を挙げることに観点をおいていないので、

評価をするのが難しい。だからといって、サイエンスを突き詰めてい

けばモノができることでもない。つまりサイエンスを突き詰めても細

分化されたサイエンスにしかならない。公的研究開発機関の指標をど

こに置くのかを再考すべきなのだろうが、オルタナティブな指標を考

えることはそんなに容易なことではない。 

20－30年位前まで、現在のように論文を指標とした評価がシビアに行

われることはなかったのではないか。いつのころからか、論文の数をは

じめとした指標が評価の第一義をしめるようになり、それ以外の「共同

研究の数」や「物をどれだけ作ったのか」が慮れなくなってきた。 

欧米の研究所では、論文を書かず、工作部門や外部共用部門を担当す

る研究者は身分を保証されており、高い報酬を得ている。この背景とし

ては、そもそも論文を書く研究者とは別のキャリアパスが整備されてい

る（逆に言えば身分が封建的に固定されているともいえるが）ことがあ

る。 

オルタナティブな価値指標をこの社会に認めてもらうためにはどうし

たらよいのかを考えても仕方ないので、現行の論文執筆数を第一義とす

る評価体制が工学・工作部門をどのように疲弊させてきたのかについ

て、現場担当者に聞いてみるのが良いのではないか。 

外部共用がきちんとアウトプットを出していることをどうやって明示

化するのかについて、例えば外部共用部門と協働して成果を出した研究

者一人一人に話を聞いて中身を詰めながら、どの部分の貢献があったの

かについて分析するやり方もあるだろうが、それをするには研究の中身

がわかっていなければならない。装置を使って論文が書かれたのであれ

ばその謝辞を一つ一つ見ていくやり方もあるだろう。 

こうしたやり方に頼らなくても、現場の担当者が外部共用について既

存の考え方がどのような観点から問題であり、それを乗り越えるために

どのような方策が必要であると考えているのかを整理することは面白い

試みとなるのではないか。ただその際に重要な作業となるのが、論文執

筆数以外の評価の指標についての問題である。この問題を避けずしては

いられないだろう。 

（研究者 L2-01: 2016年 1月 22日実施） 
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3.7. 次世代シーケンス解析施設 

 

 インタビュー調査 

 次世代シーケンス施設からは、研究者 M1、研究者 M2、研究者 M3、そして技師

N3に対してインタビュー調査を行った。研究者 M1は、ゲノム科学研究を専門と

する研究者であり、現在医大で難病関連疾患についての研究を行いつつ併任で

施設の責任者を務めている。研究者 M2は、施設の副責任者を務めている。学位

取得後、ポスドクをしながら、公的研究機関が設立したベンチャー企業で抗体作

成に関する開発業務などを行ってきた。研究者 M3は、次世代シーケンス施設が

所属する研究部門の部門長である。学位取得後、来日し約 20年研究所で RNAに

関する研究を行っている。技師 N3は、施設のマネジメント部門に所属している。

直接測定業務を行っていないが、施設において 10年以上外部共用の現場に身を

置いている。それぞれに現在の施設で行っている外部共用の課題とその解決方

策についてインタビュー調査を行った。 

 

・研究者 M1 

研究支援部門に位置づけられていようと、支援施設は高度化を前提

とした研究開発が必須。研究所の基本業務はアカデミアへの貢献であ

るので、売り上げを伸ばせと言われても、研究所の支援施設が営業活

動をするのは限界があるのではないか。まずはルーティン業務を外部

に出すことも考えられる。営業は外部に委託したところが行い、我々

は技術開発をする整理が想定される。 

（研究者 M1-01: 2017年 3月 3日実施） 

 

・研究者 M2 

施設に依頼が来るサンプルは、分析会社では引き取ってもらえないよ

うなものが多い。特にサンプルが微量で解析が難しいものがうちによ

く来る。そういうサンプルを持ってくるのは、企業も大学も両方あ

る。たとえば IPS細胞は増やしにくいので微量でくる。また、そうい

ったサンプルはサンプルが貴重なので返してほしいと依頼が来る。一

般的な解析業務ではサンプルはユーザーには返さない。また、単に解

析するのみならず分析も追加でしてあげることもある。こうした分析

を通じても、施設としては研究をしないとするスタンス上、最終的に

共著者にならないけれど、施設の技術レベルがあがる利点もある。技
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術的にできないこともないけれど、コスパに合わないのでできないと

断っているサンプルもある。 

（研究者 M2-01: 2017年 6月 27日実施） 

 

この施設は研究組織の中で、独自の研究開発をしない部署と位置づけ

られている。先端的な技術や方法論を独自では開発しない代わりに、

部門内の研究者や技術者などが開発したものを施設の中に取り入れる

ことで技術をアップデートしてきた経緯がある。仮に、施設の中に新

しい技術の開発を希望するメンバーがいても、他の部門との兼務をか

けることで対応し、施設の中で技術開発を行うことを禁じてきた。 

施設が研究開発をしない経緯として、施設が研究開発ではなくサービ

スに徹することで、施設が成果を主張することがないので、利用者が

安心してサンプルを預けることができることを想定している点があ

る。また、ある疾患に対するサンプルを別々の研究者が解析をしてい

て、同じサンプルを施設が受けた際、サービスに徹することができれ

ば、同時に受けることもできるが、それぞれに共著を求めるならば、

施設はどちらかのサンプルしか解析することはできない。 

確かに、ユーザーの見地に立ってみれば、単なる解析依頼をしたらそ

の結果が論文に掲載された際に、いちいち共著にしろと言われたらユー

ザーからしたら面倒なことになるので、解析結果の成果を共有しない方

針は意味のあることであると考えている。しかし、施設のメンバーの観

点からすれば、解析したサンプルに対する貢献がどこにも見えてこない

ので、施設が技術開発を行い、独自の技術をユーザーに提供することが

できる体制を整えることにより、分析会社が行っている解析業務との差

別化を計ることもできるし、施設の中で技術開発を行いたいと考えてい

るメンバーのインセンティブも大きく上がるのではないかと考えてい

る。 

（研究者 M2-02: 2017年 9月 30日実施） 

 

現在提供しているサービスのうち、外注したほうが安い、あまり施

設にとってメリットのないサービスは外してしまって、対外的に内に

しかできないようなもの、または施設にとって解析するメリットがあ

るようなものをきちんと明示しなければならないと考えている。研究

グループ内にも研究所経営者にもきちんとその旨、コンセンサスを取

ったうえで何が必要なのかの議論をしていく必要が今後必要だと考え

ている。 
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（研究者 M2-03: 2017年 7月 7日実施） 

 

施設が研究活動を行うことを、サービス業務を行うために組織的に制

されてきたことは、必ずしも現場の特に技術開発に興味のある担当者

のインセンティブを挙げてこなかったことを認めるとしても、仮に施

設で研究開発が認められたとして、業務がうまく回るか正直不安なと

ころがある。施設の業務が研究オリエンテッドになると、担当は自分

の研究にしか興味がなくなってしまうのではないかとの懸念があり、

外部共用活動に目が行かなくなりがちなので、外部共用事業がきちん

と機能するか不安になる。 

（研究者 M2-04: 2017年 10月 24日実施） 

 

・技師 N3 

遺伝子解析施設で行っている解析のために必要な前処理のためのラ

イブラリを作る作業、実際にシーケンサーで シーケンスする作業、そ

して産出されたデータを解析する作業から成り立っている。現在の研

究部門に改組されるまでは、研究部門がメインで支援施設が研究施設

に付属する存在であった。このスキームの中では、研究は研究部門で

支援は支援部門でやるのが既定路線となっている。 

この仕組みでは、支援施設は共同研究のメンバーになることができな

い。研究部門の指示を受けるのみの単なる下請け施設と位置づけられ

ているので、支援施設が成果を直接出すことはなく、研究部門におい

しいところを持っていかれる状況となっている。こうした仕組みは支

援施設の中で研究をやりたい人たちにとってデメリットしかない。こ

の仕組みは、今まではお金が施設に措置されている状況の中では、あ

る程度機能した。今は、稼げといわれているが、高度化や研究をする

中で、売りになるところを外部ユーザーにアピールしなければ、測定

を依頼されることはないので結果として稼げないと考えている。民間

の受託分析会社と比較すると比較的高めの料金設定なので、ルーティ

ンで解析できるようなサンプルよりは、分析会社で解析するのが難し

いサンプルが支援施設に集まってきている。 

（技師 N3-01: 2017年 3月 7日実施） 

 

現在、外部共用は受託研究の形で受けている。しかしこの形は、施

設に成果を残さないやり方なので、アカデミックな成果は残らない。

施設の高度化は研究グループの別の部署が行っており、そこから技術
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をもらってくるやり方であった。これまでは、施設は支援に徹する位

置づけであったので、このやり方を行ってきたが、施設の高度化は施

設自身でも行う必要があるのではないか。 

施設内部でも、このあたりについては意見が分かれるところだけ

ど、たとえば受託研究とは別に共同研究を行っていくやり方もあると

思う。分析会社と組んで、ルーティンな解析は外に出してそれ以外の

難しいサンプルを受けるやり方もありだと思う。 

（技師 N3-02: 2017年 3月 3日実施） 

 

・研究者 M3 

外部共用の問題は、施設を単なる付属施設としてしまうと、外部か

らユーザーを引き込む努力を基本しなくなることがある。ビジネスに

興味がなくなってしまうのだ。 

ビジネスに興味を持ってもらい、自立して基盤施設を運営すること

を志向してもらうことが、研究部門全体の活性化につながる。ここで

いう、ビジネスとは、ここで行っている基礎研究の研究活動を継続す

るための次の研究プロジェクトを意味する。 

これまでは部門に所属する研究者も、基盤施設に外部とのつながり

を丸投げするようなことをしてきたが、こうした考え方をあらため

て、施設と一緒になってビジネスの志向を持つことが求められる。し

かし、彼らの多くは日々の研究活動で時間がないので、これをサポー

トするコーディネータとの連携が必要になるだろう。 

また、こうした連携を醸成するためにも、研究キャンパスの周囲に

企業やビジネススクールをはじめとした、異種の人たちとつながる場

を多く持つことも求められる。 

（研究者 M3-01: 2018年 7月 5日実施） 
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 分析 
ここでは、前章で示した事例のデータに基づき、外部共用の担当者が外部共

用活動に付随するサービス業務を自身が行う研究開発活動のなかでどのように

位置づけているのかについての考察を行う。まず、研究基盤施設の担当者が外

部共用についての業務を行う際に、担当者がどのような感情を抱いているのか

を、インタビュー調査や参与観察を中心としたエスノグラフィによって分析す

る。また、研究基盤施設の担当者が、外部共用活動を自身の活動のインセンテ

ィブに位置付けることができない背景や互恵関係をどのように構築しているの

かについて分析を行う。 

 

4.1. 研究活動に位置付けにくい外部共用 

先端研究で行うアカデミックな研究活動とサービス業務を主体とする外部共

用は基本的に一致しないことが多い。先行研究において、研究組織におけるイン

センティブについての議論の中で、アカデミックな貢献を主たる目的に置くグ

ループと、経済的な利益を得ることを主たる目的に置くグループの二つが存在

し、それぞれ異なる価値観・キャリアパス・評価軸が存在することを明らかにし

た。一方、外部共用に付随するサービス業務それ自体は、知識生産活動に直接的

に結びつくことがないことから、その業務自体は彼らを強く引き付けるインセ

ンティブを有していない。NMR施設をはじめとした多くの施設では、測定するプ

ロセス自体はソフトウェアなどにより、簡便でほぼ自動化されている。しかし測

定に必要な試料サンプルの調整や測定データの解釈などの作業に時間を要する

場合が多い。他方、外部共用で行う業務自体は、試料サンプルの調整やデータの

解釈は含まず、装置を使用して測定する行為のみをさす場合がほとんどである

ので、これ自体に外部共用の担当者が自身の研究活動に位置づけることは難し

いのが現状である。 

外部共用活動が研究施設の行う研究活動に位置づけられていない点について、

NMR 施設の技師 A1 に対するインタビュー調査を紹介することとしたい。ここで

は担当者が、外部共用のコーディネータがどういった人材によって担われてい

るかについての質問に対して下記のとおり回答している。 

 

基本的には共用促進に従事するのみで、自分の成果となることはない。

だから、定年退職した第二の人生を施設で測定にあてたり、測定のみに

興味があって論文を書く必要がない、といったように、研究成果を出す
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ことと関して直接的な興味を持たない人材でないと務まらないのが実

情なのです。(技師 A1-01: 2016年 6月 27日実施) 

 

もちろん、すべての外部共用が研究活動を半ばあきらめた担当者のみで実施

されているわけではないが、外部共用をめぐる認識的文化を構成する重要な要

素を形成している。 

そもそも、外部共用に付随するサービス業務は、施設の当事者が本来行うべ

くマシンタイムを奪ってあてがわれるものであるので、外部ユーザーに利用を

供すれば供するほど、施設にとっては大事な時間を奪われると施設側研究者に

認識されている。公的研究機関の多くは基礎研究を行うことを主たる業務とす

る研究所であるので、構成員を評価する価値軸の多くは、科学者や研究者が日

常行う基礎研究を評価する仕組みが大勢を占めている。他方、外部共用をはじ

めとしたサービス業務を評価する仕組みは十全に整備されていない。こうした

ことから、本部をはじめとした経営者が先導して導入した外部共用事業は、施

設の担当者の多くにとって魅力的な事業ではない。 

今回調査した研究施設の担当者に対するインタビュー調査で明らかになった

ことは、研究施設の外部共用が行うサービス業務と彼らが目的とするアカデミ

ックな目的との間の葛藤が見られたことである。たとえば、北大のＮＭＲ施設で

は、施設を外部共用にすることで内部ユーザーが使用できるマシンタイムが減

ってしまうことから、現在に至るまで外部共用に対する学内のコンセンサスが

取り切れていないといった例に示されている。 

また、同じく北大の同位体顕微鏡システムにおいても、外部施設の共用業務

は、基本的には日々のメンテナンスを行う技術者が付加的におこなうもの・手

弁当として行うものと認識され、その業務自体においてはインセンティブは発

生しない。技師が行っている外部共用は論文としての成果にはなっていないこ

とも外部共用それ自体に魅力がないことを示している。放射光施設で行ったイ

ンタビュー調査で研究者 D1は次のように答えている。 

 

研究基盤施設の採用の際に表面化されるものとして技師と研究者の

評価についての問題がある。例えば、研究職として採用されるために

は、どんなに技術やマネジメントが秀でていても、アカデミックペー

パーでファーストオーサーがないと評価されない現状がある。施設の

メンバーで研究職にふさわしいと推薦しても、技師から研究者に転身

することは現状では難しい。研究者から測定を依頼されたことでセカ

ンドオーサーやアクノレッジが何百とあっても、いざ研究者としての

評価がどうかというと、評価の対象外となってしまう。 
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だから、ここの施設では独自で研究で評価される評価軸とは異なる評

価軸やインセンティブを設けている。しかし、こうした基準はあくま

でここの施設内だけに認められるものであり、体外的には公式に認め

られていないのがつらいところ。よく、技師と研究者は対等という

が、暗黙的に研究者が上位に位置するヒエラルキーが存在する。たと

えば、どんなに技術があって研究のセンスがある人でも、こうした人

間を採用するに際して、研究者を交えた人々で構成される採用審査委

員会で審議すると「研究職として採用するのではなく、技師でいいの

では？」みたいな議論となってしまう。そんな議論が出てくること自

体差別的な環境があることを明示している。 

（研究者 D1-01: 2016年 6月 1日実施。傍線部、筆者。） 

 

この議論が示しているのは、技師が日常的に行っている外部共用活動は研究

者が行う研究活動とは異なるものとして位置付けられていることから、どんな

にユーザーに資するデータを提供しても、研究活動としては評価されない、と

いうものである。こうした状況が「研究者上位、外部共用担当者下位」の見え

ざるヒエラルキーや評価体系を作るようになったとしている。外部共用を行う

ことが施設の主たるミッションとなっているにもかかわらず、国内放射光施設

では外部共用業務自体が評価の対象としてみられることはなく、ファーストオ

ーサーのある学術論文を執筆しないと評価の対象とならない現状がある。こう

した現状においては、測定技術やマネジメントの技能は評価の対象外となって

しまう。「技師と研究者は対等というが、暗黙的に研究者が上位に位置するヒ

エラルキー」文化が存在することも、こうした背景から帰結されている。 

 外部共用は、現場研究者のインセンティブをあげない活動であることを指摘

したが、直接研究活動に関係しないサービス業務であることのメリットも存在

している。シーケンサー施設の研究者 M2に対するインタビューの中で、施設

がサービスに徹している背景について「施設が研究開発ではなくサービスに徹

することで、施設が成果を主張することがないので、利用者が安心してサンプ

ルを預けることができる」（研究者 M2-02: 2017年 9月 30日実施）と指摘

し、施設がサービスに徹することの利点を挙げている。通常、分析会社に分析

を外注した際に分析会社が成果を主張することはないが、仮に、公的研究機関

の施設が外部共用による研究成果をそれぞれで主張することになれば、ユーザ

ーは研究成果を施設に奪われかねない、ことが生じることを意味している。 

また、研究基盤施設に所属するスタッフが特定の研究分野のみで構成されて

おり、外部共用により異なる分野の資料の測定に対応することができない点を
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指摘するものもある。同位体顕微鏡施設に所属する研究者 I1がこの点につい

て下記のように述べている。 

 

外部共用の担当者は、基本は専門を天然物化学としたコア研究を主に

行っている。けれど、装置自体は天然物化学以外の他の研究分野にも利用

できるので、本部は運転経費を稼ぐために多くの研究分野の研究者に使っ

てほしいと考えている。しかし、この施設には、限定された研究分野とし

てのコア研究者しか施設にいないので、他の研究分野になかなか広がらな

いのが課題。 

（研究者 I1-01: 2017年 3月 22日実施、傍線部筆者。） 

 

同位体顕微鏡施設自体は、海底から採取した「コア」の構成成分を分析する天

然物化学を主たる研究分野としているので、病院から依頼された骨の分析や材

料会社から依頼された新規材料などの分析は、施設にとって専門外の研究分野

の分析であり、外部共用を他分野に広げる意思がありつつも、そもそもノウハ

ウがないためなかなか広げていけない現状がある。 

 また、この問題と関連して、外部共用の業務では、様々な分野からの依頼に

対応する必要があるが、そもそも研究者として求める素養として、特定分野を

狭く深く極めることが求められる背景がある。NMR施設に所属する研究者 A2は

この点に関して次のように述べている。 

 

外部共用でユーザーから要求されている分野は医薬分野をはじめ、無

機材料分野など多岐にわたる。一般的に大学で研究者になるためのト

レーニングとしては、特定の分野に絞って研究するのが通例である。

一方、外部共用で来るユーザーに対応するためには特定の分野にとど

まらず多岐にわたる分野に対応できる人材が求められる。アカデミア

では、こうした幅広い分野に対応できることに慣れておらず、またこ

うした考え方を軽視する流れにある。なので、公的機関が行う外部共

用についてはなかなかいい人材が集まらない背景がある。 

（研究者 A2-02: 2016年 11月 22日実施、傍線部筆者。） 

 

外部共用の担当者に求められる素養は、幅広い研究分野からの相談にいかに的

確に対応できるか、というものである。しかし、アカデミア研究者として求め

られるのは、深く狭い専門知識である。外部共用の担当者が受けるトレーニン

グも後者なので、前者の対応をすることに慣れていない。また、アカデミア全

般における認識的文化として、外部共用の担当者に求められるいわば広く浅い
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知識は深く狭いアプローチと比較して「軽視」される傾向にあることも、外部

共用活動が研究活動に位置づけにくい背景を助長している。 

 

4.2. 定式化されるサービス業務 

ここでは、先に言及した研究活動に位置づけにくい外部共用の状況がなぜ生

じるのかについてラッシュとバーゴが展開するサービス・ドミナント・ロジック

（SDL）の議論を参照しつつ分析・検討する。 

GDLはマーケティングの分野において、供給者の視点や価値観が重視される

ことにより、供給者の視点や価値観が反映されにくいメカニズムを明らかにす

るための概念として捉えられている。この考え方を、外部共用における施設側

担当者とユーザーの関係に適用すると、どのような見解が導けるだろうか。そ

の見解の一つとして、施設側担当者とユーザーとの間にみられる「測定データ

と利用料金の交換」を一例として挙げてみたい。この点に関して、例えば NMR

施設の研究者 A1はインタビューの中で次のように述べる。 

 

産業界ユーザーの中で、依頼者が施設に来ることなくサンプルだけ送

ってきて測定してほしいといわれるケースがある。確かに料金をもらっ

て、測定方法や分析法などについて特段打ち合わせる必要もなければそ

れだけで済んでしまう関係かもしれない。また、会社の所在地などもこ

こから遠ければ、ちょくちょく来ることなど難しいかもしれない。しか

し、そうした関係だと、料金をもらう以上の関係は生まれないので、最

先端の装置や人材を駆使して測定してあげることが本当にここの施設

のためにならないのではないか。 

（研究者 A1-05: 2017年 1月 26日実施。傍線部、筆者。） 

 

外部共用活動は本来料金と引き換えに施設利用サービスを提供するのが本来の

目的であるにもかかわらず、研究者 A1はそうした関係が施設のためにならない

と危惧している。また、同位体顕微鏡施設でのインタビューの中で一般的な外部

共用が行う測定業務は分析会社が事業として行っている測定業務と同様に「測

定データをユーザーに返すだけで、算出されたデータに関するディスカッショ

ンや分析はしない」（研究者 I1-01: 2017年 3月 22日実施）のが通例であると

いう見解を示している。 
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 こうした関係は、行政が外部共用に対して行う支援の姿勢の中にも見ること

ができる。NMR施設の調査における、行政が支援する外部共用の課題についての

議論の中で、研究者 A2は次のように述べる。 

 

・・・行政が外部共用に支援する事業は、論文の数しか見ないので基

本数の多寡を重視するものになっている。こうした考え方のもとで

は、ユーザーからサンプルをもらって解析データを返し、その対価と

して利用料をもらうやり取り。・・・表に見えるだけのアウトプット

としては、利用料収入の多寡やどういった著名な論文にどれだけ掲載

されたのか、といった一部分であり、氷山の一角でしかない。 

（研究者 A2-04: 2017年 3月 27日実施、傍線部筆者。） 

 

研究者 A2によれば、行政が行う外部共用の支援は、施設が解析するデータと

引き換えに利用料金が支払われる関係のみを前提していることから、外部共用

のアウトプットが「利用料金の多寡」や「論文の掲載本数」といった量的な指

標のみに収れんされがちであると述べている。 

GDL を参照しつつ、外部共用の関係に示したものが図 56 である。ユーザーが

施設に依頼したサンプルと利用料を引き換えに、施設からは測定データがユー

ザーに返される一方向的な関係によって説明される。施設における外部共用に

みられるサービス業務は、単なる利用料金とデータのやり取りでしかないので、

アカデミアへの貢献を一義的なものとしてみる担当者のインセンティブを満た

すことができない。 

 

図 56 G-Dロジックから生じる外部共用のジレンマ 
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また、この一方向的な関係は施設が提示するサービス内容にも影響する。こ

の型に準拠するならば、施設が提供するサービス内容はひとえに施設のみが一

方向的に決定する。この点に関して、小型中性子施設に対するインタビューの中

から見ることができる。研究者 K2はインタビューの中で、既存施設の外部共用

に対するあり方について次のように述べている。 

 

現在の大型研究基盤施設が行っている外部共用で多く見られるものと

して、施設とユーザーの関係が決まりきったものがあるかもしれな

い。具体的には、施設がユーザーに対して提供するサービスなど、や

ることがお定まりのものが決まっていて、ユーザーもそれに決まった

とおり指示に従うというもの。このフレームの中では、施設担当者は

基本ニーズの掘り起こしをしないで、既存の、主としてサイエンティ

フィックな興味などに基づいた枠組みの中で次なる施設のスペックを

考えているが、それで本当によいのかと疑問に思うときがある。施設

側が装置のスペックから利用用途に至るまですべて考え、ユーザーは

それに従う。世界唯一の装置であるから、また、規模も大きいので仕

方ないのかもしれない。しかし、それでは面白い課題はでてこない

し、それは翻って科学業績を主とする装置にとっても良くないことに

なるのではないか。（研究者 K2-01: 2017年１月 20日実施。傍線部、

筆者。） 

 

施設側の担当者とユーザーの関係は、このインタビューによれば「施設がユーザ

ーに対して提供するサービスなど、やることがお定まりのものが決まっていて、

ユーザーもそれに決まったとおり指示に従うというもの」であり、「このフレー

ムの中では、施設担当者は基本ニーズの掘り起こしをしないで、既存の、主とし

てサイエンティフィックな興味などに基づいた枠組みの中で次なる施設のスペ

ックを考え」るスキームに示される関係に位置づけられる。また、このスキーム

の中では「施設側が装置のスペックから利用用途に至るまですべて考え、ユーザ

ーはそれに従う」ものであるとされる。この考え方によれば、外部共用施設の利

用は、施設側が提示する GDL の考え方を見ることができる。先に言及した科学

者と研究支援者の間にみられるヒエラルキーは、施設の利用という観点におい

ては逆転し、施設側が利用者である科学者に利用の方針を指し示すのである。 
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4.3. 外部共用における互恵関係構築モデル 

前項までは、公的研究機関における外部共用が、担当者のインセンティブをも

たらさない点について分析を行ってきた。ここでは、施設とユーザーの間の共創

関係を促進する双方向的関係を分析する方策として SDL の議論を参照しながら

見ていくこととしたい。 

先に言及した通り、ラッシュとバーゴによれば、GDLでは生産者と消費者の関

係は「製品と価値の引き渡し」と「貨幣とグッズの交換」によって成立している

のに対し、SDLでは「サービスが交換の基本的基盤」、「顧客は常に価値の共創

者」、「すべての経済的および社会的アクターが資源統合者」、「価値は常に受

益者によって独自にかつ現象学的に判断される」、という 4 つの点を挙げる

(Lusch and Vargo 2014b=2016: 9–18)。 

この考え方に準拠するならば、外部共用を介する施設側の外部共用担当者と

ユーザーとの関係は、サービスを提供する施設側（もしくは利用者であるユーザ

ー）によって一方向的に決定されるのではなく、双方向的関係によって決定され

る。また、単なる測定データと利用料金の交換にとどまらず、それぞれが持つ中

長期的なゴールや目的などを含めた「統合資源」を参照することとなる。 

具体的には、単なる利用料や測定データのやり取りにとどまらず、新規な測定

サンプルを通じたやり取りを通じたアカデミックな共同研究への発展を期待す

る施設側担当者の姿勢に互恵関係を構築することを試みる行為をみることがで

きる（Onoda and Ito 2017a）。これらの関係は、ユーザーや施設側担当者のそ

れぞれの価値観によってそれぞれ異なる関係が形成される。この双方向観的関

係をまとめたものが表 30である。 

 

表 30 二つのドミナントロジックを介したパースペクティブの対比 

代替的な考え方 G-Dロジック S-Dロジック 

交換の基盤 
データと利用料のやり取り ユーザーとの個別的なや

り取り 

グッズの役割 
利用料金によって表象され

る 

将来的な連携・共同研究

のトリガーとなるもの 

顧客 
利用料を支払うアクター 施設の将来的な発展に必

要不可欠な存在 
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価値 
利用料 アカデミックな貢献や国

際連携を深める 

施設とユーザーの

インタラクション 

一方向的 双方向的 

経済成長 

運転資金の確保 新奇な測定サンプルを獲

得したり、施設の価値を

高めてくれる存在 

出典: (Lusch and Vargo 2014) をもとに筆者作成 

 

ここで得られた知見から、筆者らは、外部共用における施設とユーザーと間の

互恵関係のあり方を「サービス活動の補償」、「共同研究へのスクリーニング」、

そして「フレキシブル変更」という３つの型として提示する。 

 

 サービス活動の補償型 

 施設とユーザーがいかに共創関係を構築するのかを分析するため、ここでは

施設側が外部共用活動に関するサービス活動をどのように補てんしているのか

を見ていく。まず国内施設を見たうえで、スイス施設の事例を紹介し、これらを

比較とすることで検討を進める。 

 

・共用のインセンティブを補償するもの 

共用のインセンティブを補償するものとして、サービス業務としての外部共

用活動を本部や行政からの補助金によって補償する考え方を見ることができ

る。この点については、研究者 C1に対するインタビューの中にみることがで

きる。 

 

阪大蛋白研では、日本における蛋白質研究の一大拠点であった経緯か

ら、タンパク質の構造解析を行う主要な手段の一つであるＮＭＲ装置に

ついては、高性能・高分解能な装置を整備してきており、それに伴って

これまでに多くの共用を外部ユーザーに対して行ってきた。その多くは

ユーザーが費用経費を負担するのではなく、大学や外部資金が外部ユー

ザーが負担する経費を代わりに負担する「共同利用・共同研究拠点」制

度を整備してきた。これにより、学内ユーザーは無償で利用することが

できる。 
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この制度では、大学・高等教育機関の教員、国公立研究機関の研究

員などで、本研究所で実施されている研究に参加を希望する者などを

共同研究員として受け入れ、共同研究を行っている。これらの利用で

は、施設は共著者やパテントなどいかなる権利も主張し要求すること

はない。なので、例えば理研施設が成果非占有利用などで要求するよ

うな成果の主張をユーザーに対して行うことは阪大においては難しい

と思う。もしそんなことを主張するのであればユーザーは離れてしま

うだろう。（研究者 C1-01: 2016年 10月 7日実施。傍線部、筆者。） 

 

このインタビューのなかで「大学や外部資金が外部ユーザーが負担する経費

を代わりに負担する『共同利用・共同研究拠点制度』」により「ユーザーは無

償」で施設を利用することができ、「これらの利用では、施設は共著者やパテ

ントなどいかなる権利も主張し要求することはない」とするものである。 

この NMR施設では、外部アカデミアの利用に対しての「共同利用・共同研究

拠点」としての利用が進んでいるが、その予算としては本部が外部共用サービ

スに対する対価をサポートする形で保証していた。また、インダストリ利用に

ついての保証を本部では行っておらず、別途文科省の委託事業に採択されるこ

とで保証を行っていた。つまり、直接的には外部共用は施設の独自の事業や担

当者の直接のインセンティブによって支えられているよりは、追加の本部予算

や外部資金によって保障されているものであった。 

同様の見解は理研 NMR施設においても見ることができる。研究者 A1に対す

るインタビューの中で、A1は以下のように述べている。 

 

基本的に施設が行うこれまでの外部共用は、予算上は今年度までは文

科省の補助金によってのみ行っていた。この補助金で外部共用を行う

ためのコーディネータを雇用する経費を確保してもらい、基本的には

この補助金を使って外部共用を行っていた。この補助金はサービス業

務をおこなう共用活動のみを補助する整理であり、この補助金を使っ

て外部共用以外の研究活動を行うことを禁じていた。 

(研究者 A1-04: 2017年 1月 5日実施) 

 

 このようにサービス業務を補助金によって補償する考え方がある一方、共用

を行うスタッフの装置操作スキルの向上としてみることで、この活動を補償す

る考え方も見ることができる。研究者 B2は次のように述べている。 
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施設を共用にすることによって、単にユーザーが施設を使って施設を

開放した担当者側には何の寄与もないのではモチベーションが保てな

い。これが現状の施設の共用に関する問題点。こうした問題を解決す

るために、施設を外部開放する施設と外部利用者の双方にとって互恵

となる方策を共用に求める必要がある。その一つとして考えているの

が、教育を通じた共用である。これまでに装置を使ったことのない外

部利用者を対象とした講習会を開催し、装置の利用になれてもらうこ

とと、施設担当者に講師となってもらうことによって教育活動に慣れ

てもらうことで、双方にとってメリットとなることを目指している。

（研究者 B2-03: 2016年 7月 21日実施。傍線部、筆者。） 

 

研究者 B2によれば、外部共用とは基本的には「単にユーザーが施設を使って

施設を開放した担当者側には何の寄与もないのではモチベーションが保てな

い」活動であるとしたうえで、施設とユーザーが互恵な関係を構築できる考え

方として紹介するのが「スタッフの装置操作スキルの向上」という観点であ

る。この活動の中で、施設スタッフはユーザーと施設の操作などで交流を深め

ることで、自身の装置操作スキルを向上させる機会を持つことができるという

ものである。また、ユーザーとしても施設担当者から直接指導を受けること

で、装置の操作に習熟し、慣れ親しむことができる。 

 阪大と北大の NMR 施設に共通してみることができるのは、サービス業務とし

ての外部共用活動を補助金や担当者のスキル向上といった観点によって補償す

るという考え方である。短期的には、測定データと引き換えに利用料金を受け

とる、といった施設にとってあまり益のない活動である外部共用も、中長期的

には施設の運転資金やスタッフのスキル向上のために必要であると考える姿勢

である。こうした考え方を図にしたものが図 57である。 
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図 57 サービス活動の補償型 

出典：筆者作成 

 

・研究施設がサービス業務を継続することのむつかしさ 

サービス活動を本部や行政が補償することについては、補償の範囲内ででき

る限りのサービスしか行えない可能性を指摘するものがある。これについて例

えば次世代シーケンス施設における調査で、研究者 M3が「施設を単なる付属

施設としてしまうと、外部からユーザーを引き込む努力を基本しなくなること

がある。ビジネスに興味がなくなってしまう」と述べている。研究者 M3はこ

れに続けて、共用活動の活性化のための方策として次のように述べる。 

 

ビジネスに興味を持ってもらい、自立して基盤施設を運営すること

を志向してもらうことが、研究部門全体の活性化につながる。ここで

いう、ビジネスとは、ここで行っている基礎研究の研究活動を継続す

るための次の研究プロジェクトを意味する。 

これまでは部門に所属する研究者も、基盤施設に外部とのつながり

を丸投げするようなことをしてきたが、こうした考え方をあらため

て、施設と一緒になってビジネスの志向を持つことが求められる。し
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かし、彼らの多くは日々の研究活動で時間がないので、これをサポー

トするコーディネータとの連携が必要になるだろう。 

（研究者 M3-01: 2018年 7月 5日実施） 

 

本部や行政の補償に頼らない運営のために自立したビジネス志向の外部共用が

求められるとの考えを見ることができる。 

また、同じく、次世代シーケンス施設における調査で、研究者 M1 は異なる

観点からサービス業務を継続することのむつかしさについて言及している。研

究者 M1は、図 28に見られるとおり２０１８年３月までの経営方針としてサー

ビス部分を重視したものとしつつ、過度のビジネス志向は、研究活動に支障を

きたす恐れがあるとし、アカデミアへの貢献とのバランスが重要であると述

べ、２０１８年４月以降は図 29にみられるように研究活動とサービス業務の

バランスが重要であるとの見解を示している。 

 

・国外施設の例 

ここで、スイス施設の議論を紹介することとしたい。スイス放射光施設の構

造生物学ビームラインに所属するスタッフである研究者 F1は、外部共用で目

指したいものについての議論で次のように述べている。 

 

自分としては、アカデミックペーパーを書くよりは、お客様の要望を

とことん聞いて、その中で新しい技術革新を行っていくことをしてい

きたい。SLS は産業界ユーザーの利用料をベースに動いているので、お

客様の要望なくして施設の発展はないと考えている。部門の前のディ

レクターは、基本論文以外の指標となる成果を認めていた。ユーザー

が測定後に施設に提出するユーザーレポートなどで施設担当者に対す

る感想・要望を述べる箇所があり、そこでの評価が人事評価に影響す

る。（研究者 F1-01: 2017年 5月 18 日実施。傍線部、筆者。） 

 

「アカデミックペーパーを書くよりは、お客様の要望をとことん聞いて、そ

の中で新しい技術革新を行っていくことをしていきたい」という発言のなかで

は、日本施設にみられる、自分の研究時間を削って外部共用を行わなければな

らない、との悲観的な考え方を見ることはない。 

 スイス施設においては、外部共用を行うスタッフの身分も確立され「基本論

文以外の指標となる成果を認めて」いることからも判明するとおり、日本施設

は異なる様相を呈している。「ユーザーが測定後に施設に提出するユーザーレ

ポートなどで施設担当者に対する感想・要望を述べる箇所があり、そこでの評
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価が人事評価に影響する」ことは必ずしも論文による業績が担当者の評価を左

右しないことを意味している。これは、ある意味、身分の保証としての形で、

サービス活動が補償されているとみることもできる。 

 研究活動に直接関係しないとみられているサービス業務を継続的に行うため

には、外部共用業務を行う担当者の身分を保障することが重要となっている。

スイス施設では、外部共用を行うスタッフの身分は専門的に行うものとしてこ

れが保障されている。他方、日本施設の多くは、外部共用は研究活動に付随す

る業務としてみられていることから、その多くは時限的な補助金で雇用される

ことが多く、身分が保障されていない（表 31）。 

  

表 31 外部共用担当者の位置づけ国内外比較 

 身分の保証 サービス業務の位置づけ 

国内施設 不安定（行政等の補助金で措置） セカンダリー 

国外施設 確保 プライマリー 

 

・業務の固定化がもたらす問題 

スイス施設のように、サービス業務をきちんとマネジメントや担当者の身分

に位置付ける方法も持続的にサービス業務を行うためには求められることかも

しれない。しかし、こうした身分を保証する試みは逆に、身分を固定することで

もある。先行研究の箇所で紹介したように、科学と技術の境界線が非常に不分明

となっている。スイス施設のように科学者と技術支援者を明確に区分する運営

が、本当に必要なことなのかどうかは再考する必要がある。つまり、欧米の科学

者／研究支援者にみられる明確な役割分担ではなく、日本の事例分析により明

らかにした互恵関係の構築にみられるスタンスのほうが、高度な技術を必要と

する研究基盤施設ではむしろ求められるのではないだろうか。 

この点を考察するにあたって、米国放射光施設で起きている事例を紹介する

こととしたい。欧州・日本・米国三極の放射光施設に関わったスタンフォード大

学教授へのインタビューの中でその状況を見ることができる。 

 

これまでは、施設は施設、利用は利用、と区分することで仕事をし

てきた。欧米では、技術者と研究者のキャリアパスがそれぞれ独立し

ており、こうした競争は起きないだろうといわれていた。ところが、

最近では施設が提供する技術と利用研究の境目がグレーとなっている

ところ、つまり施設側担当者と利用側研究者が共同して実験に当たら

なければならないところが出てきた。 
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（隣接する研究基盤施設の）技術者をスタンフォード大学の職員と

して採用しようとしても、15年から 20年も施設のことに従事してきて

実績となる論文もそこそこあるがファーストオーサーやラストオーサ

ーではないのに、いざ最終選考となると小さいラボで利用研究を行っ

てきた大学の研究者の論文実績のほうが上回っているので、そちらが

採用されてしまう。 

大学の評価委員会からも、こうした評価の実績に出てこないような

人々を採用できる評価軸を設定するよう、コメントをもらっているが

なかなかうまくいかないのが実情だ。今後、利用研究と施設の高度化

などがどんどん融合化してくるにしたがって、施設のインセンティブ

をどのように設定するのかが大きな課題となっている。 

（研究者 G1-01: 2016年 5月 20日実施。筆者一部加筆。） 

 

米国施設の研究基盤施設をめぐる状況としては、スイス施設で見られたような

「研究者と施設側担当者を別のキャリアパスとして整理する」のではなく、

「利用研究と施設の高度化などがどんどん融合化」され、共同して実験に当た

らなければならないところが出てきた」する環境が出現しているとする。こう

した環境においては、利用研究と施設の評価を別々の仕組みで考えることがむ

つかしくなっているとして、施設側担当者のインセンティブや評価をどのよう

に設定するのかが課題となっている。 

 

 共同研究へのスクリーニング型 

・外部共用は共同研究へのスクリーニング 

ここでは、外部共用を共同研究へのスクリーニングとしてみる考え方を紹介

することとしたい。理研 NMR 施設に所属する外部共用コーディネータである研

究者 A2に対するインタビューの中で見ることができる。彼は外部共用を行う背

景についての議論で次のように述べている。 

 

成果占有課題は確かに施設にとって成果にはならないかもしれないが、

依頼者はさまざまな装置を使っても解析できずに困って理研に測定を

依頼する。成果占有課題は、仮にデータを返してあげても、直接的な論

文成果にはならないが、きちんとデータを返してあげたことによってユ

ーザーと信頼関係が生まれるので、次の研究テーマにつながる可能性が

大きい。直接的なサービス業務で施設に直接的な益がなくても今後大き

な共同研究につながればよい。成果占有は、今後のコラボレーションの

スクリーニング。 成果占有課題を少しやって、データは返すのみで施設
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に利益は残らないが、長い関係で見ていければと思っている。 

(研究者 A2-01: 2016年 9月 13日実施。傍線部、筆者。） 

 

「成果占有」利用は、その多くを産業界ユーザーが利用する形態であり、外部共

用のうちサンプルから測定されたデータを研究開発に使用するため、測定結果

については論文として外部に発表しないものとして位置づけられている。こう

した成果占有利用において、このコーディネータが考える施設の利益とは、利用

料を通じた経済的な側面というよりは、同時に通常の研究開発業務の中では施

設が接することが少ない、測定側にとって新奇で貴重なサンプルを外部ユーザ

ーから得ることでアカデミックな貢献を得ることができる点を強調している。 

一般的な分析会社では測定が困難な測定サンプルを、アカデミア施設で引き

受けることで、測定がうまくいった暁には測定を依頼したユーザーからの信頼

を得ることでき、次回の測定の際には共同研究に発展するアカデミックな展開

を期待している姿勢からも、測定を依頼する単なる外部ユーザーとしてではな

く、将来的なアカデミックでのコラボレーターとしての役割を期待しているこ

とを見受けることができる。 

 同様のスタンスは北大の同位体顕微鏡施設においても見ることができる。施

設のコーディネータ技師 J1に対するインタビューの中で次のように述べている。 

 

単に講習をして技術を習得してもらうだけでなく、それぞれの施設

にとって益になることでなければやる意味がない。ここでいう益と

は、施設側の技術開発でヒントになるような意見をもらえることを意

味する。ヒントがもらえそうな共用ユーザーからはお金をとる必要は

ないのでは、と内部で議論している。 

施設の装置に習熟しない利用者に対して試験的に利用する試みを増や

すために支援を行う事業として、トライアル事業を行っている。施設の

ことをよく知らないユーザーが施設の思いもよらないサンプルを持っ

てくることによって、施設側にも勉強になる、ことを期待している。 

（技師 J1-01: 2016年 7月 22日実施。傍線部、筆者。） 

 

彼にとって外部共用が施設にもたらす利益とは「施設側の技術開発でヒントに

なるような意見をもらえること」であるとし、施設側の研究開発に資するもので

あるとする。本来であれば、利用料を徴収するのが外部共用であるがこうした施

設に利益をもたらすユーザーからは利用料を徴収する必要はないことも議論し

ているとする。 

 こうした施設に利益をもたらす外部共用を行うことによりサービス活動の継
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続を検討するものは、同位体顕微鏡施設でも同様の考え方を見ることができる。

施設に所属する研究者 I1は次のように述べる。 

 

この施設を使って最終的には、ハヤブサ 2が持ち帰った新奇な試料

を測りたいが、そうしたサンプルは日常得られるものではない。一

方、外部共用により装置の利用を検討している材料メーカーが測定し

たいサンプルは、メーカーが新たに開発した新規素材であるが、新規

材料の観点で見るならば宇宙からものであろうと人が作ったものと違

いはそんなにないと考えている。新規サンプルを測定するためには、

測定回り（特殊ホルダーなど）を新たに開発する必要があるので、外

部共用を通じた新規サンプルの測定技術開発を行うことで、いざとい

う時に宇宙からのサンプルを測定できる環境を整備できればと考えて

いる。（研究者 I1-01: 2017年 3月 22日実施。傍線部、筆者。） 

 

この同位体顕微鏡施設においても、外部共用は専用施設の恒常的な運営のため、

やりたくない共用もやらねば維持できないと認識しつつも、外部共用を行う自

発的なインセンティブをどのように構築するのかが大きな課題となっている。 

海洋研究開発機構では例えば、「新規サンプルを測定するためには、測定回り

の特殊ホルダーなどを新たに開発する必要があるので、外部共用を通じた新規

サンプルの測定技術開発を行うことで、いざという時に宇宙からのサンプルを

測定できる環境を整備」することや、北大での「施設のことをよく知らないユ

ーザーが施設の思いもよらないサンプルを持ってくることによって、施設側に

も勉強になることを期待」する見解の中に、外部共用担当者のインセンティブ

を向上させる対策を見ることができる。 

単なる外部共用活動を単なるサービス業務とみなすだけではなく、その活動

の中から自分たちの研究活動にフィードバックできる技術開発や新しいサンプ

ルをユーザーと連携して解析することで、外部共用活動のインセンティブを保

つ試みを見ることができる。また、共同研究につながっていく方策について次

のように述べている。 

 

通常、分析会社が行う分析業務は基本測定データをユーザーに返すだ

けで、算出されたデータに関するディスカッションや分析はしない。

こうしたデータの解釈に関する部分を重視すると利用のすそ野が広が

らないかもしれないが、開発・研究があっての施設の外部共用がある

ので、このあたりを打ち出す必要があると考えている。 

（研究者 I1-01: 2017年 3月 22日実施） 
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同位体顕微鏡システムの外部共用で行うサービス業務をどこまで含めるのかに

ついての議論の中で「通常、分析会社が行う分析業務は基本測定データをユー

ザーに返すだけで、算出されたデータに関するディスカッションや分析はしな

い。こうしたデータの解釈に関する部分を重視すると利用のすそ野が広がらな

いかもしれないが、開発・研究があっての施設の外部共用があるので、このあ

たりを打ち出す必要がある」として、一般的な測定会社が行う業務として、測

定したデータをルーティンで測定してユーザーに返すのみならず、施設側がそ

れに解釈を加えることで、外部共用活動の独自性を見出す議論にも、施設側の

インセンティブをどのように担保するのかについての意識を見ることができ

る。 

 外部共用を行う担当者は、学術論文を執筆する科学者によって多くが担われ

ているが、論文執筆を必ずしも一義に置いていない技術者によっても担われて

いる。こうした担当者にとって、外部共用を行うメリットとして、共同研究以

外の要素としてどういったものがあるのだろうか。理研の工作部門に所属する

研究者 L1に対するインタビューの中から紹介することとしたい。 

 

欧米では、国立研究所などの工作部門では、独自に材料を調達して装

置などを製作し、企業や大学などに売って研究費にしている例があ

る。・・・これが現在の理研でもできれば、論文を主たる業務としな

い工作部門の人たちのインセンティブを引き上げ、さらにはこうした

技術の積み重ねが、他研究センターや他大学などとの共同研究にも発

展する可能性が見えてくる。 

ベンチャー制度は、かつて法人の生まれた成果を外部へ技術展開する

仕組みとして注目されていたが、現在では「法人内で作業をすること

が利益供与などの問題にあたること」「当人へのサラリーの問題など

利益相反の問題がある」ことなどから、問題視されているところ。 

科学者のように外部資金を通じて獲得し研究費を稼ぐ仕組みが論文執

筆を主たる業務としないエンジニアには、成果物としての製品を売却

して、研究費の足しにすることができれば、インセンティブもわく

し、こうした技術開発が、メンバーの技術の質も上げ、さらには組織

内や対外組織に対する技術提供の向上にも資することができるのでは

と考えている。 

（研究者 L1-01: 2016年 3月 30日実施。傍線部、筆者。） 
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このインタビューのなかでは技師の共用のインセンティブを高めるために、

製作物を売却して研究費にできるようマネジメントを考える必要があること、

外部共用によって資金が調達できればインセンティブとなることが述べられて

いる。 

工作部門では研究部門からの依頼に基づいて、先端装置を工作することを主

たる業務としており、その構成員のすべてが論文執筆を一義的に行っている部

署ではない。しかしながら、昨今、工作部門は研究部門の中に位置付けられて

しまったことにより、評価が論文の指標となっている。こうした背景の下で

は、工作部門の評価は低いものと位置付けられている。 

このように「論文を主たる業務としない工作部門の人たちのインセンティブ

を引き上げ、さらにはこうした技術の積み重ねが、他研究センターや他大学な

どとの共同研究にも発展する可能性が見えてくる」とする。 

 以上、これまでここで述べてきた共同研究のスクリーニング型を概念図にし

たものが図 58である。外部共用にみられる単なる測定データと利用料金の交換

関係にといった短期的な視点（ゴール①）にとどまることなく、施設とユーザー

が中長期的にめざしている研究や技術開発のゴール（ゴール②・③）を見据えて、

積極的に共同研究を外部共用の中で行うというものである。 

 

 

図 58 共同研究へのスクリーニング型 
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・産学ユーザー・利用分野の違い 

 共同研究のスクリーニングをおこなうもののうち、産学ユーザーや、利用分野

の違いによって、異なるものがみられるかどうかの検討を行うこととしたい。 

外部共用が得られる直接的なメリットとして利用料金収入を獲得することが

挙げられるが、これらの利用で使用される試料サンプルの多くは担当者のアカ

デミックな興味の対象外である場合が多く、担当者が期待する成果をあげるこ

とが難しい。その一方、担当者が期待できる成果をあげる可能性を持つアカデミ

ア利用者の多くは、利用料金を支払うことのできる予算を持ち合わせていない

ことが多く、利用料収入を得ることが難しい。 

公的研究機関における外部共用で特に産業利用が進まない背景として、小型

中性子源施設についての調査では、アカデミアにおける学術論文では新規性に

関する部分におけるプライオリティが高い一方で、産業利用は製品化のための

ルーティン測定が求められる問題があった。しかし、こうした試みの中から「新

しいユーザーや共同研究相手」を見つけることを期待している。産業利用のユー

ザーを将来の共同研究のコラボレーターとしてみる考え方は NMR 施設と同様の

考え方を見ることができる。 

NMR施設や放射光施設などにおいて、構造生物分野をはじめとするライフサ

イエンス分野で取り扱うサンプルの多くはルーティンのサンプル測定が多く施

設にとって魅力のある測定ではない。だが、この分野におけるサンプルは大量

のサンプル（大量の化合物に結合させたタンパク質など）を測定するので、一

定の収入が見込めることができる。また、成果占有課題自体は魅力のないもの

でも、今後の共同研究につながるものとみる考え方もある。 

例えば、NMR施設や同位体顕微鏡施設などにおいて、隕石や新規材料分析を

はじめとする材料科学分野で行う実験・使用するサンプルは少量なので、利用

料収入を増加させる経済的な利益はあまりない。こうした背景から、共用担当

者は中長期的観点から大口ユーザーを見つけたい。もしくは、新規ユーザーの

持ってくるサンプルの中から学術的な新規性を見つけたい。これらを表にまと

めたのが表 32である。 

 

表 32 外部共用を利用する二つの分野の比較 

分野 測定に使用するサン

プルの量・種類 

利用料収入

の多寡 

測定サンプルが

もたらす新規性 

構造生物学分野 大量 多い 低い 

材料科学分野 少量 少ない 高い 

出典：筆者作成 
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・共同研究のスクリーニングとすることのむつかしさ 

 前項では、施設がサービス業務としての外部共用活動のインセンティブをあ

げるために、施設にとって益となる共同研究へのスクリーニングの要素を持つ

ことを紹介した。このような考え方を持つことが、継続的な外部共用事業を行

うために重要な視座であることを示す一方で、外部共用活動を研究活動に関連

付けることのむつかしさについて紹介することとしたい。 

 これについての議論を効果的に見せるために、サービス業務が円滑に進めら

れている国外施設の例を示す。スイス施設において外部共用を担当する研究者

F1は、インタビューで次のように述べている。 

 

産業界ユーザーは単にデータが欲しいだけで、一緒にサンプルを測り

たいということではない。彼らはできる限り多くのサンプルを迅速に

測りたいのが目標。確かに施設自体の技術開発は基本的なところは達

成されており、あまり新しいところを見せることはできないかもしれ

ない。 

（研究者 F1-01: 2017年 5月 18日実施） 

 

スイス施設においては、基本的に、外部共用業務に付帯するサービス業務に

対して、組織から保証されているのであるので、外部共用担当者による「来る

ユーザーすべてに共著者にしてほしいお願いをしていたら、ユーザーから（こ

いつは自分の成果しかほしくないのかという風にみられ）信用されない」とい

う見解や、「日本の放射光施設の担当者と以前意見交換したときに、当方が

「お客様」と言ったら、施設側がそんな下手に出たら対等にユーザーと議論が

できないと言われたが、他施設と競争する状況では、サービスの観点が本当に

必要だと思う」（研究者 F1-01: 2017年 5月 18日）という見解もサービス業務

以上の関係をユーザーと持とうとする活動・意識自体が外部共用活動には余計

な要素となっていることを示している。 

同様の視点は国内施設でも見ることができる。次世代シーケンス解析施設が

行っている外部共用も、ほぼすべての解析が施設に直接の成果（論文の共著な

ど）を残さない形となっている。この背景として「施設が研究開発ではなくサ

ービスに徹することで、施設が成果を主張することがないので、利用者が安心

してサンプルを預けることができることを想定」(研究者 M2-02: 2017 年 9月

30日実施)していることが挙げられる（ユーザーの便宜を図るための成果を主

張しないこの条件が、現場担当者のインセンティブを結果的に上げない要因と

もなっている）。また、NMR施設においても「成果非占有利用などで要求する
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ような成果の主張をユーザーに対して行うことは・・・難しいと思う。もしそ

んなことを主張するのであればユーザーは離れてしまう」(研究者 C1-01: 2016

年 10月 7日実施)と同様の点を指摘する。 

 外部共用活動を共同研究のスクリーニング活動として位置づけづらい背景と

して、活動を支援する行政の補助事業に対する考え方にも同様の点を見ること

ができる。支援を受けている NMR施設に対する調査の中で研究者 A1 は次のよ

うに述べる。 

 

基本的に施設が行うこれまでの外部共用は、予算上は今年度までは文

科省の補助金によってのみ行っていた。この補助金で外部共用を行うた

めのコーディネータを雇用する経費を確保してもらい、基本的にはこの

補助金を使って外部共用を行っていた。この補助金はサービス業務をお

こなう共用活動のみを補助するとする整理であり、この補助金を使って

外部共用以外の研究活動を行うことを禁じていた。 

しかし、施設に所属する研究者は共同研究含めて外部組織と何かしら

の関係を持っている。いままでは外部共用の定義とみなしていなかった

が、外部共用それ自体を振興するために、施設が外部ユーザーと連携す

る活動を応援していく必要があると考える。サービス業務だけでは施設

が本来行っている外部研究機関との研究活動を行うつながりが見えに

くくなってしまう恐れがある。こうしたことをふまえて、補助金事業が

終了した今後は、これまで施設が行ってきた外部研究機関との連携も積

極的に「外部共用」として位置付ける必要がある。 

 (研究者 A1-04: 2017年 1月 5日実施、傍線部筆者。) 

 

現行の外部共用活動を支援する行政の施策の多くは外部共用活動をサービス

業務としてみなしているので、共同研究のスクリーニング活動を行うことはサ

ービス業務を逸脱する活動としてみなしている。こうしたことから、外部共用担

当者が高いインセンティブをもって共用活動を行うことができなくなる背景と

もなっている。また、外部共用の担当者のインセンティブを促進するためには、

彼ら自身の研究活動に如何にして位置付けるのかについての問題を考えること

は重要な点ではある。しかし、あまりに研究活動に寄せたばかりに、外部利用者

にとって不利益が生じる問題も起きることも考えられる。 

 

 フレキシブル変更型 

 これまで紹介した外部共用における互恵関係を構築するパスウェイとして、

直接的にはインセンティブをあげない外部共用活動に付随するサービス活動を
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補償する考え方と、自己のインセンティブをあげる共同研究を行うためのスク

リーニングとしてとらえるものを紹介した。これらはともに、担当者が日常行っ

ている研究活動をあくまで第一義のものとしてとらえ、利用料収入以外に直接

的には自己や施設の利益をもたらさない共用活動をいかに自身の活動に収れん

させていくか、といったアプローチである。 

 これらの考え方をさらに発展させ、外部共用活動を自己の研究活動に収れん

させるよりは、相手の専門分野に合わせて自己の研究テーマを変更・修正すると

いう考え方を見ることができる。また、それにとどまらず、施設が提供する装置

のスペックを自分の専門分野のみだけではなく、ユーザーの求める分野・スペッ

クに変更するものもある。ここでは、そうした共用ユーザーの存在に合わせて、

自己・施設の専門を乗り越えることを志向する型を検討することとしたい。 

 この型については、理研 NMR施設のコーディネータの業務を行う研究者 A2に

対するインタビューの中で、彼が他分野の外部共用に注目する背景について語

った議論のなかに見ることができる。 

 

NMR を主に利用している研究分野の流行と、必ずしも NMR を利用してい

ないが関連している研究分野の流行は違う。本質を見据えて、どこに利

用のニーズがあるのかをきちんとやっておくことが求められる。たとえ

ば、これまであまり NMR を使用してこなかった分野に NMRの利用を積極

的に紹介することで、新規な研究成果を創出できる可能性がある。例え

ば、高分子業界は今でも 20 年前の技術をつかって NMR でやっている状

況なので、こうしたユーザーに NMR 分野の新規測定法を紹介することで

新たなアカデミックな成果が出てくることを期待している。 

（研究者 A2-04: 2017年 3月 27日実施） 

 

彼が他分野の外部共用に施設として注目する背景として、コーディネータが専

門とする構造生物学以外の分野に NMR を利用してもらうことにより、ユーザー

ドリブンでサイエンスを目指すものを見つけることを目指している。 

ここで、理研 NMR 施設が外部共用を行うきっかけを紹介することとしたい。

これまで外部共用を行ってこなかった施設が外部共用を始めた経緯として、高

額な維持管理経費を補償する目的がある。例えば、理研の NMR 施設はそもそも

構造生物学を推進するための施設として設置された経緯がある。タンパク質の

基本構造を 3，000種類解析する「タンパク 3000プロジェクト」の遂行のため、

その構造解析の主たる手段として NMR施設は整備された。5年のプロジェクト期

間中、施設は解析において重要な役割を果たし、結果、多くの科学者が基本構造

のアミノ酸配列を解釈するために必要なタンパク質フォールドを参照するため
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の「レファレンスライブラリー」を構築することができた(Cyranoski 2006)。 

プロジェクト終了後、施設を運営する予算は減少する一方、法人本部は運転経

費を補てんするために外部ユーザーに施設を開放することで運転資金を補てん

する仕組みを導入することは強く求めたころから外部共用事業は開始された。 

外部共用している利用分野は、施設を運営する研究室の研究分野に偏ることな

く、ユーザーのニーズに合わせて幅広い分野からの利用があることがわかる。ま

た、アカデミアの利用のみならず、産業利用もほぼ半数の利用があることから、

産学にこだわらない外部共用を行っている。 

 外部共用の実績としては、NMR 施設が提供可能な運転時間のうち約 4割が外部

共用に充てられている。施設が外部共用のために引き受ける試料サンプルは、研

究センターが取り組む主たるテーマとしてきたタンパク質の構造解析を行う構

造生物学のみならず、その他分野である材料科学やメタボロミクスをはじめと

した分野にわたっている(図 24)。これまでに指摘したとおり、NMR には実験手

法ごとに検出器（プローブ）が異なり、溶液タイプと固体の二つの異なる利用タ

イプが存在する。タンパク質の構造解析を行う実験手法は溶液タイプを使用す

るものである。材料科学などで使用するサンプルは固体タイプの検出器（プロー

ブ）を使用する。外部共用を開始した 10年ほど前には、タンパク質の構造解析

を行うのが主であることから、そのほとんどが溶液タイプのものであった。一方、

近年では外部共用で材料科学をはじめとした固体タイプを利用するユーザーが

増えてきている(図 25)。本来の専門とする業務以外の測定業務が増加してきて

いることを意味している。異なる分野の利用が可能となる背景として研究者 A2

は以下のように話している。 

 

NMR 施設ではそもそもタンパク質の研究を行うためのもので、材料科学

には分野が違うこともあって材料科学の知見とは縁が薄いが、材料科学

で取り組むポリマーの構造とタンパク質のアミノ酸の三次元構造は基

本的なところで似ているので、応用が利くのではないかと考えている。

また、高分子材料に関しても同様の議論ができるのではないかと思って

いる。 

（研究者 A2-01: 2016年 9月 13日実施） 

 

彼によれば、異なる分野の解析でも施設が専門として行ってきた構造生物学分

野のタンパク質の構造解析で行う「アミノ酸の三次元構造」と、共用ユーザーが

持ち込むサンプルの「ポリマーの構造」は「基本的なところで似ている」ことが

これを可能にしているという。 

 外部共用におけるサービス業務により、自己の専門を変えようとする姿勢を
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北大 NMR 施設に対する調査の中にも見ることができる。施設に所属する研究者

B2 が外部共用を進めるにあたっての問題点と課題についての議論の中に見るこ

とができる。 

 

マシンタイムの半数は構造生物学だが、外部共用の件数の 7割は外部共

用。食品業界をはじめとしたメタボロミクスで構造生物学とは異なる研

究分野である。構造生物学をターゲットとする企業は創薬を行う企業な

ので、北海道にはそうした創薬のためにタンパク質の構造解析を行う企

業はそんなにない。しかし、メタボロミクスであれば、話が違う。食品

業界をはじめとして北海道周辺においても外部ユーザーは潜在的に広

いのではと考えている。自分の専門は構造生物学であるが、こうしたユ

ーザーを開拓した中からコラボレーションを進めることにより、自分の

それまでの専門とは異なるが新たなアカデミックなペーパーを書けれ

ばと考えている。溶液だけでなく、固体もまだまだある。先日、自分の

専門は溶液 NMRであるが固体 NMRについての成果で初めて発表した。自

分の専門外のことであったので、たどたどしかったけれど。外部共用ユ

ーザーは、普段自分たちが接しているサンプルとは思いがけないものを

もってくるので、勉強になる側面もある。 

（研究者 B2-04: 2017年 8月 2日実施。傍線部、筆者。） 

 

施設からすれば、施設が専門とする構造生物学分野において外部共用を進める

ことで、自分自身の研究テーマとのコラボレーションも広がるので、この分野で

外部共用を進めたい一方、北海道では立地上、構造生物学分野ユーザーがあまり

多く存在せず（構造生物学の多くの産業界ユーザーは製薬業界）、この分野に限

って外部共用を行っていたのでは、活動は広がらない。 

こうした背景を受け、施設では地域に潜在的に多くのユーザーが存在するメ

タボロミクス（地域で多く活動する食品業界がターゲットとする研究分野）に外

部共用活動をシフトしていく姿勢を見ることができる。構造生物学が溶液 NMRを

使用するのに対して、メタボロミクスでは固体 NMR を使用するので、構造生物

学のみに従事してきた施設においては、異なる方法論・分析を行うこととなるが、

こうした他分野の共用を進めていくことで、施設の責任者が今後の課題である

とする「食品メーカーなどと連携して食品サンプルなどの DB化、標準化を大規

模に行」う大型プロジェクトの推進する流れにつながっていくことを目指して

いる。 

同様の視点は、海洋研究開発機構の同位体顕微鏡施設にも見ることができる。

同位体顕微鏡施設では、自分の専門である隕石の化学的組成を分析する分野で
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ある天然物化学以外の分野に共用を広めていくことを検討しつつも、施設の専

門は限られているので、多くの他分野ユーザーに対応できないことが課題とな

っていると考えている。 

本項最後に、小型中性子源施設の事例を分析することとしたい。ここでは、装

置の製作途上にあり、外部共用をまだ行っていないが、装置の完成後には共用を

予定している。プロジェクトの責任者である研究者 K2は外部共用が目指す方向

性についての次のように述べている。 

 

その（筆者注：外部共用を行う）際に重要なのは、既存のユーザーに

既存通りの対応をするよりは、将来的にユーザーとなる分野や業界の

掘り起こしのための努力をすること。これが外部共用において大事な

要素となると考えているが、現行体制ではあまり報われない作業だ。

こうした試みが評価される体制を整備する事が求められているのでは

ないか。 

科学論文と産業界とのつながりにしても、そうしたところから新しい

領域が生まれることを期待しているし、そうあらねば将来ないとおも

う。こうした試みは、現行の論文書くだけでは認められない潜在的な

部分なので、既存の論文第一主義を否定するわけではないが、ニーズ

発掘のために努力した成果が認められるような評価の基準や組織を別

途設けるべきではないかと思う。 

施設の外部共用を推進するために、仮に中長期的に世話するインフラ

部分と、装置を利用した研究手法の開発や、検出器などの高度化の部隊

と切り離して運用するシステムが導入されることになってしまうと、ユ

ーザーに対するケアは前者が主として行うことになってしまい、既存の

いわゆる施設とユーザーの図式が固まってしまうので、それは避けるべ

きだと考える。 

（研究者 K2-01: 2016年 1月 20日実施。傍線部、筆者。） 

 

ここでは、「既存の施設とユーザーの関係を変えるような、新しいニーズの発掘

をして新たなユーザーを引き込めるようなそういう体制が外部共用には求めら

れている」と指摘している。つまり、ユーザーからの新しい利用のニーズを聞く

ことで、施設が提供するスペックなどにも変更をもたらす可能性がある。外部共

用にこうした施設とユーザーの双方向的な関係を構築する試みは現在のところ

では、評価の対象になりにくく「報われない作業」となっている。「現行の評価

の指標の多くが論文をいかに多く書いたかが評価される中で、どうやって施設

や外部共用の担当者を共同研究にむかわせるか、を考える経営者のマネジメン
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ト」が重要な要素となっており「ニーズ発掘のために努力した成果が認められる

ような評価の基準や組織を別途設けるべき」と指摘する。 

 研究基盤施設が利用者の分野に応じてフレキシブルに対応しなければならな

いとする見解を、小型中性子源施設に対する調査で見ることができる。中性子源

施設は、大型の原子炉や加速器の利用を前提としていることから、中性子源施設

の多くが大型であることを指摘しつつ、大型施設の対比としてフレキシビリテ

ィについて言及する。小型中性子源施設に所属する研究者 K2は、インタビュー

の中で、小型施設が目指す方向性について次のように述べている。 

 

施設側が装置のスペックから利用用途に至るまですべて考え、ユーザ

ーはそれに従う。世界唯一の装置であるから、また、規模も大きいので

仕方ないのかもしれない。しかし、それでは面白い課題はでてこないし、

それは翻って科学業績を主とする装置にとっても良くないことになる

のではないか。・・・既存の施設とユーザーの関係を変えるような、新

しいニーズの発掘をして新たなユーザーを引き込めるようなそういう

体制が外部共用には求められているのではないか。 

（研究者 K2-01: 2016年 1月 20日実施。傍線部、筆者。） 

 

インタビューの中で「既存の施設とユーザーの関係を変えるような、新しいニ

ーズの発掘をして新たなユーザーを引き込めるようなそういう体制が外部共用

には求められている」とし、外部共用だからこそできる新しい研究分野を開拓す

ることによって、新規なサンプルや研究成果を輩出することを目指している。 

 以上、本稿で述べてきた施設の専門を変更する型を概念図として示したのが

図 59である。共同研究へのスクリーニング型が、自己や施設の専門分野の範囲

内で、中長期的観点からユーザーとの共創関係を築くことを目指したのに対し、

フレキシブル変更型においては、より広い分野、より潜在的な利用が期待される

ユーザーに利用してもらうため自己の専門性を変更してでもユーザーとの共創

関係を保つものである。また、施設のスペックも、専門性の変更に合わせて、他

分野のユーザーが利用に資するものとし、これに自己のアカデミックな貢献も

目指すものである。 
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図 59 フレキシブル変更型 

 

サービス業務を行うよりもより新たな科学や技術開発に至ることができるの

ではないかとする考えをここに見ることができた。 
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 結論 

5.1. 設定した問に対する答 

 本章では、冒頭で設定したリサーチクエスチョンに答えていくこととした

い。 

 

SRQ 1: 研究基盤施設の担当者が、外部共用を行う際に生じる葛藤とはどのよ

うなものか？ 

 

外部共用業務は、施設に利用料収入をもたらすことから、持続する研究基盤

施設の運営を検討するためには欠かせない事業となっている。しかし、NMR施

設や同位体顕微鏡システムをはじめとする調査でも明らかにされたとおり、外

部共用に付随する業務の多くは、研究活動に位置付けられず担当者のインセン

ティブを直接もたらすことがないので、多くの担当者にとって外部共用とは魅

力的な業務ではない。外部共用に関する活動は多分に科学知識を駆使したもの

であるにもかかわらず、業務自体は研究支援者のそれと位置付けられている場

合が多い。 

こうした状況が生じる背景として、外部共用を行う担当者の多くが、施設を

利用して研究開発活動を行うことをメインの業務としており、外部共用を自身

の研究開発活動に付随する業務として位置付けられていることが挙げられる。

しかしながら、スイスにおける調査で明らかにしたとおり、スイスにおける研

究基盤施設において外部共用に従事するスタッフが外部共用を行うことについ

ては、研究基盤施設が行うべき業務として確立されたものである。彼らの身分

は保証されているので、自身のキャリアについて心配することなくサービス活

動を行うことができる。 

他方、日本においては、外部共用活動自体を行ってもその活動自身について

身分が保障されていないことから、多くの外部共用活動は自身が日常行ってい

る研究活動の片手間に行われることが多い。こうしたことから、日本において

はスイス施設に比較してより、外部共用活動に対する推進のためのインセンテ

ィブの欠如が強くみられる傾向にある。 

以上、外部共用活動に付随するサービス業務を研究活動に位置づけることが

難しい現状について NMR施設の参与観察や外部共用担当者に対するインタビュ

ーから示した。外部共用活動とは、 

・自身の研究活動に使用するマシンタイムを削って提供するもの 
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・自身の研究分野とは異なる分野が良くわからない 

・測定自身はサンプル調整や解釈を含まない「業務」との位置づけ 

・測定業務は研究活動を行わない者が行うこと 

といった活動として位置付けられている。また研究者／研究支援者の間にみら

れる見えざるヒエラルキーも、研究活動として位置付けにくい状況を助長して

いる。 

 

SRQ 2: 外部共用の担当者が、外部共用活動を自身の活動のインセンティブに

位置付けることができないのはなぜか？ 

 

外部共用に付随するサービス活動を、自身の行う研究活動に位置付けること

ができないことから、サービス業務を行うことは基本的に外部共用を持続する

活動を妨げる事態を招いている。こうした状況が起きる背景として、「定式化

されるサービス業務」の項で分析したとおり、外部共用事業の多くにおいて、

測定したデータと引き換えに利用料金を得る一方向的関係の下で行われること

が、ユーザーとつながることを金銭的関係以上に見いだせないことが挙げられ

る。また、施設側がとらえる外部共用とは画一的なサービスをするものだとす

る前提が逆に、施設のサービスの提供の焦点を狭めることとなり、それがユー

ザーに対しても多様な利用を妨げる要因となっている。 

以上、定式化されるサービス業務が生じる背景をサービス・ドミナント・ロ

ジック（SDL）におけるグッズ・ドミナント・ロジック（GDL）概念に準拠した

形で明らかにした。GDLの考えを借りれば、外部共用の業務は「ルーティンな

サンプル解析と対価としての利用料」の定式的な交換により成立する。この考

え方によれば、共用業務の範囲として測定資料のサンプル作成の協力も測定デ

ータを解釈のサポートもすることなく測定データを解析し、データをそのまま

ユーザーに返す。また、共用業務の評価軸は、論文の掲載本数と利用料金の多

寡」により評価される。先に分析した、もともと位置付けにくい外部共用活動

と合わせてみると、本稿で明らかにしたサービス活動の定式化が、研究活動に

位置づけにくい活動を再生産しているともいえる。 

 

SRQ 3: 外部共用の担当者が、外部共用活動のインセンティブを促進するために

ユーザーとどのように互恵関係を構築しているのか？ 

 

外部共用の担当者が行うサービス業務に対するインセンティブを促進するた

めに、サービス活動を行うための施設の運転経費やスタッフの人件費を本部や

行政が補償することにより外部共用活動を保証する「サービス活動の補償型」、
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ユーザーとの共同研究を行うための一次スクリーニングとしてとらえる「共同

研究へのスクリーニング型」、さらには北大 NMR 施設や小型中性子施設での分

析で見られた、ユーザーとの共創的関係性の中で自己や施設の専門性を乗り越

え変更することを厭わない「フレキシブル変更型」を見ることができた。 

サービス活動の補償型では、サービス業務が直接的に担当者の研究活動に直

接位置付けられない代わりに、法人本部や行政が人件費などの側面で担当者の

活動を保証するものである。この型は、サービス活動の補償型では、サービスに

徹することを一義的に行っている担当者、また、提供されたサンプルを解析し解

析データを交換するというサービス活動に加え、これらユーザーと測定法の高

度化や外部共用を発端とした共同研究に持ち込めない担当者にとっては、補償

されているからこそ安定してサービス業務を行うことができる。しかし、この型

が主眼に置いているのは、あくまで提供されたサンプルを解析するというサー

ビス活動のみとなりがちだということである。また、ユーザーに対して利用料以

上の成果などを主張しないので、ユーザー本位の支援法ではあるが、他方こうし

た保証が継続しない限り、インセンティブが保たれないという問題も存在する。 

また、共同研究へのスクリーニング型においては、外部共用にみられるデータ

と利用料金の交換関係にみられる短期的な視点のみならず、施設とユーザーの

それぞれが中長期的にめざす研究活動における共通のゴールを見据えて共同研

究を志向するものである。この型では、主として研究活動を行っている担当者に

とって、インセンティブを得られづらいサービス業務の中に自身の研究活動に

貢献をもたらす活動としてみなされることから、継続的な外部共用を推進する

うえで重要である。他方、この型では施設側担当者の利益の観点が過剰になると、

自身の研究活動がプライマリーとなってしまうため、相手側のサンプルをえり

好みする姿勢になることから、サービス活動としての外部共用業務が十全に機

能しなくなる恐れがある。 

共同研究へのスクリーニング型が自身の研究分野にとどまるのに対し、フレ

キシブル変更型では、施設がこれまで提供してきた分野を乗り越えて多様な背

景を持ったユーザーと多元的な共創関係を構築するものである。ただし、施設側

がこれまで携わってきた研究テーマを一部中断・中止してユーザーが求める別

の分野やテーマの研究開発に合わせて施設のサービスを変更することは並大抵

のことではないため、この型をメインの活動として継続的に実行することにつ

いては困難が予想される。 

 

MRQ: 公的研究機関の研究基盤施設においてイノベーションハブとしての外部

共用を推進するためのモデルとはどのようなものであるのか？ 
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公的研究機関の研究基盤施設において、イノベーションハブとしての外部共

用を推進するためには、施設がこれまで行ってきた専門分野と分野を同じくす

るユーザーのためのサービスを提供するのみならず、研究分野を異にする時に

は対外アカデミアユーザーやインダストリユーザーを含む多様なユーザーに対

するサービスを提供することが求められている。こうした外部共用を推進する

ためにどのようなモデルや方策が求められるのだろうか。 

この問題を考えるために、まず外部共用の活動全般が基本的に、担当者のイ

ンセンティブを直接向上させるものではないとまずは認識する必要がある。法

人本部や行政が補償すればよいとの議論もあるが、すべての施設にそれを行う

ことは予算減の中では厳しい。外部共用の業務を分析して、現場担当者のイン

センティブを向上させる方策を検討する必要がある。 

この時考慮すべきなのが、担当者が外部ユーザーと互恵関係を構築する試み

である。インセンティブを主体的に確保するだけではなく、高度な研究基盤施

設を維持・高度化するために積極的な関与が求められるので、インセンティブ

を向上させる方策が重要となる。 

互恵関係を構築する試みの中においては、時には専門分野を異にする外部ユ

ーザーとの互恵関係の構築のために、自身の専門分野を乗り越える姿勢を見る

ことができた。こうした姿勢の中に、これまでの施設のスペックでは見られな

い高度化や新規開発を行うことで、施設の潜在的な可能性を広げることにもな

り、さらなるユーザーの獲得にもつながることが期待される。また、施設の独

自に行っている研究開発も活性化されることにもつながる。 

互恵関係の考察で明らかにされたとおり、イノベーションハブとしての外部

共用を推進するためのモデルを考察するに際して、測定サンプルと利用料金の

交換関係のみを見ていただけでは、十全かつ継続的な活動は期待できない。外

部共用を行っている研究基盤施設が日常行っている知識生産活動の中にきちん

と位置付ける必要がある。 

研究基盤施設が中長期的にどのような研究開発を行うのか、その中で独自に

行う利用研究や高度化をどのように位置づけ、そして外部共用のユーザーをど

のように位置づけるのかを考える必要がある。こうしたユーザーは時に共同研

究相手として、時には施設のそれまでのスペックや測定法の変更をも余儀なく

される存在でもあるかもしれない。しかし、こうした活動の中にこそ、イノベ

ーションの促進を促す新しい知識生産や研究基盤施設への実施・実現が期待さ

れるのではないだろうか。 

もちろんこうした活動の実現に向けては短期的視点では達成されない。こう

したことから、利用料収入からこうした活動すべてを補うことは難しいかもし

れないが、ある程度はサステナブルな形で外部共用を起点とした研究開発を行
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うことでイノベーションハブを推進する研究基盤施設の実現が期待される。以

上、イノベーションハブを実現するサステナブルな外部共用モデルについてま

とめたものが図 60 である。 

 

 

 

 

 

図 60 イノベーションハブを実現する外部共用のサステナブルモデル 

 

5.2. 理論的含意 

先行研究レビューにおいても明らかにしたように、公的研究開発機関におい

ては、インダストリとアカデミアをつなぐイノベーションハブの機能が期待さ

れつつある。他方、アカデミアとインダストリは別個価値軸や評価軸を持つも

のとして認識され、融合連携が難しいことや研究基盤施設において研究支援者

は知識生産の直接のアクターになることはない、といったイノベーションハブ

の実現に課題があることを指摘した。また、イノベーションハブの研究開発マ

ネジメントとして期待されるアクター／共存型はインダストリがメインである

ことが課題であることも指摘した。 

本稿では、研究基盤施設における外部共用の担当者において、自身のインセ

ンティブにならないことから前向きに外部共用について取り組めない状況を認

識しつつも、外部ユーザーと互恵関係の構築を目指し、アカデミアのみならず
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インダストリにも貢献する姿勢や、その実現のためにアクター／ユーザー共存

型により、時には自己の専門を乗り越える姿勢すら考慮する考え方を見ること

ができた。こうした姿勢は、既存の科学者・支援者の二分法的考えに根差す考

え方にとどまらず、これらを超える関係性を見せるものであった。 

今回の分析により、今後ナショナル・イノベーション・システムにおいてア

カデミアをどのように位置づけていくのかといった議論や、アカデミアとイン

ダストリの間に見られる溝をどのように解消していくのかといった議論、さら

にはイノベーションハブを促進する研究開発マネジメントの検討において重要

な知見を与えることができた。 

今回の分析においては、外部共用を中心に取り扱ってきたが、アカデミアが

行う知識生産全般においてもこの知見は重要な示唆を与えると考える。特に、

社会的な関係性や応用研究へいかにシームレスにつなげていくのかといった点

を考察することが重要な課題となっている。本稿における分析はそれらへの示

唆を含んでいると考える。 

本稿の貢献を発端として、今後学術的な知の更なる活性化やイノベーション

の促進を促す新しい知識生産の形態の学術的な探求についての検討が大きく進

むことが期待される。 

 

5.3. 実務的含意 

研究基盤施設においては、ナショナル・イノベーション・システムの中に位

置づけられるイノベーションハブとしての機能が、今後大きく注目されていく

ことが想定される。現状ではこうした議論は大きな政策レベルでは議論がされ

つつも、実態的に組織運営にどのように位置づけるのかの議論が十分に行われ

ているとはいいがたい。 

また、特に従来の研究基盤施設の振興方策について、政策や推進マネジメン

トの多くは、サービス業務をどう推進するか、または短期的な観点から利用料

金をどのように増加させるのかという点に重点が置かれがちであり、担当者の

インセンティブを考慮していない。 

ナショナル・イノベーション・システムにおけるイノベーションハブが機能

している例としてスイスの事例を紹介したが、スイスの事例では担当者に対す

る補償が十全であることが重要なポイントであった。たしかに、こうした側面

も求められるが、現代社会では多様なアクターによるオープンでフラットな環

境のなかでの知識生産活動が行われている。こうした前提の下では施設が提供

するスペックや分野も日々こうした多様なニーズに応えるものでなくてはなら

ない。 
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 ここで求められているのは、自身が専従する研究分野とは異なる分野を新規

開拓するためのインセンティブを如何にして確保するか、という問題ではない

だろうか。科学者／支援者に見られる二分法を乗り越えた関係性の中にユーザ

ーとのコラボレーションによって新規分野の開拓や施設の新たな測定法を模索

し提案することで多くのユーザーから施設の利用が促進されることが期待され

る。結果として施設や研究機関の自立を促進する運営資金の獲得につながるの

ではないだろうか。 

イノベーションハブの機能としては、研究基盤施設の外部共用のほかにも、

冒頭で述べたとおり「人材流動性の向上」、「橋渡し機能の強化」、「研究資

金の効率活用」、そして「マネジメント人材育成」が期待されている。これら

の検討や政策立案においても、本稿の分析は示唆をもたらすと考える。 

また、公的研究機関におけるサービス業務は外部共用にとどまらず、研究法

人や研究センターについての企画運営業務や産学連携をはじめ、広報活動や国

際関連業務など多岐にわたる。これらの活動の重要性は今後大きく発展するこ

とが期待されているが、これら業務に従事する担当者も外部共用と同様の問題

を抱えている。本稿で分析した互恵関係構築モデルをこれらの運営に取り入れ

ることで、より高度なサービス等を推進できることが期待される。 

今後、科学技術基本計画等の包括的な科学技術政策が検討される中で、研究

基盤施設の推進運営方策を検討する際、これらの点を考慮に入れた方策を検討

することが望まれる。 

 

5.4. 将来研究への示唆 

本稿では、外部共用を中心に取り扱ってきたが、これまでの研究基盤施設の

主な利用形態である共同利用の実態については十分な調査は実施できなかっ

た。今後の課題として、共同利用施設に対する調査やこれら施設と外部共用施

設との比較研究が必要であろう。また、今回調査した施設にとどまらず、これ

から外部共用を検討している研究基盤施設に対しても調査範囲を広げ、今回の

調査施設と比較対照することも必要である。 

また、本稿の分析においては、外部共用担当者に対する調査が中心であり、

ユーザーや装置のメーカーの担当者に対する視点も十分ではなかった。研究基

盤施設の外部共用においては、ユーザーや装置メーカーの存在も重要なアクタ

ーである。今後、これらに対する調査が必要であろう。 
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